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最近のネ ヅ トワー クの普及は行政機関にも及び、特 に国の本省庁 においては、1人1台

のパソコンが配置 され、それが省庁内LANに 接続 されているという情報イ ンフラが整備

しつつある。さ らに、この省庁内LANが 相互 にネ ッ トワーク化 され、省庁 間の情報流通

の円滑化 が目指されて いる状況にあ る。このよ うに行政機 関における情報イ ンフラが整備

され、文書の作成、更新、伝達、保管、廃棄等、一連の文書管理 を電子化 し、統合化 す る

ことによって大幅な効率化が可能 にな りつつあ る。

行政機関内部 における文書管理の適正化、効率化 に加えて最近、行政機関にとって大 きな課

題となっている情報公開という場面においても、文書管理の在 り方を根本から見直すことが要

求される事態になっている。特に、一般社会におけるネッ トワークの普及、定着は行政機 関が

保有する公的情報資源の有効かつ簡便な利用を要求するに至っている。

一方において
、行政機 関にお ける文書管理は適正かつ厳密 さが要求 され、詳細な手続 が

構築 されて きた。 しか しなが ら、 これ ら文書管理手続は、行政機関における情報化 の進展

に必ず しも対応で きているとはいえず、情報技術のメ リヅ トを活用 しきれていない状況 に

ある。

以上の よ うな状 況にお いて、本調 査研究では、情報化 の進展、特 にネ ヅ トワー クの普

及、定着 に対応 した文書のライフサイクル管理 に関 し、運用面および制度面か ら今後の課

題 に関 し整理、分析 し、行政の情報化の今後の推進 に資することを目的とする。

本報告書が、今後の行政 の情報化の推進 に寄与するところがあれば幸甚である。

平成9年12月
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第1章 行政機関における文書管理の現状 と課題

行政機 関における文書管理はその適正かつ厳 密性の確保のために、詳細にわたる手続

が規定されているが、それ らは現在の情報技術の利用を前提 とした ものではなく、紙の文

書による管理を前提 としたものである。情報技術 を活用 して文書管理の適正化、効率化 を

推進す る とい う観 点か ら、現行の文書管理の課題 をま とめてお く必要がある。

1-1文 書管理 のライフサイクル

文書管理規定は通常、1つ の機関単位、例えば、国の機関でいえば、省庁単位 で策定 さ

れてお り、地方支分部局 を含め、文書の作成か ら廃棄にいたる一連の作業毎に、管理体制

及び管理方法に関し、統一 した手続、手順 を定めている。図1-1は 国の行政機 関にお ける

文書管理の流れの代表的なものである。

(1)文 書の作成

文書管理規定において、文書管理の第1段 階 とい うべき、文書 の作成に関 して規定 して

いる例 は一般に少ない。文書が紙ベースで作成 されてい る限 りでは、特に規定を設 ける必

要性は乏 しかったが、ワープロ等を使って文書を作成 し、電子媒体に保存す るよ うにな る

と、以下のよ うな点については、取 り決め、規定が必要であろ う。

① 使用する漢字

ほ とん どの省庁は文書作成 に使用す る漢字の範囲を定めている。その一般的に規 されて

いる漢字の範囲は以下の とお りである。

*常 用漢字表(昭 和56年 内閣告示第1号)

*現 代仮名遣い(昭 和61年 内閣告示第1号)

*送 り仮名 の付 け方(昭 和48年 内閣告示第2号)

*外 来語の表記(平 成3年56年 内閣告示第2号)

これ ら内閣告示によって、公用文書に用い られ る漢字、表記法はほぼ統一 されてい るが、

今後の電子公文書交換においては、使用す る漢字の範囲 とそのコー ドを、各省庁で共通に

していかなければな らない。また、使用す る漢字 を限定 して も、それが各省庁 における文

書作成 において遵守 され なければ意味がなくなることは もちろんである。

② 浄書

決裁文書の施行 において、必要なものの浄書を行 うとい う規定が設 けられていた。例え
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図1-1国 における文書管理事務の流れ
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ば、大臣名の文書は官房文書課においてタイプ浄書を行い、局長名の文書は各現課におい

て浄書す るとい う規定が一般的であった。

しか しながら、各省庁において大半の公文書がワープロで作成 され るようになって、官

房文書課 における集中タイプ浄書方式はなくなっている。逆に、 ワープロが普及 しは じめ

たころ、国の行政機関で、ワー プロで作成 した文書を公文書 として授受で きるかとい う議

論 もあった。現在、国、地方の機関を通 じて、ワープロによって作成 された文書 を、公文

書 として認めない とい う例はない。ただ し、閣議に提出 される案件 に関す る文書いわゆる、

閣議請議は、和紙に邦文タイプで作成す ることが求められている。

③ 書き方

文書の書き方にっいては、各省庁の申 し合わせの形で、左横書き とす ることになってお

り、各省庁全部がそれに拠っている。多 くの省庁は、 「ただ し、特に縦書きを必要 とす る

もについては この限 りではない。」 とい う規定をしているが、それは特別な場合であ り、

大半の文書は左横書きになっている。裁判所関係、国会関係の文書の大半は、縦書 きとな

っている。両形式が混在す ると、ファイルす る場合、綴 じ込む方向が異な り、不都合 とな

る。

ワープロで文書を作成す る場合 には、出力時に左横書 きと縦書 きを相互に変換す ること

は容易であるので特に、問題 はない。ただ し、大量の文書の出力 の場合は、変換に伴 う処

理が必要になるため、時間が多 くかかるとい うことはある。

④ 用紙規格

行政機 関の文書の用紙規格は、従来B版 であったが、A版 とB版 が混在 していることの

不都合か ら、平成2年 度4月 か ら、民間や諸外国に合わせてA版 に統一 した経緯がある。

すなわち、紙ベースの文書の場合 、B版 用紙では、B5版 、B4版 のそれぞれ縦横があ

り、Aで はA4縦 が普通であるが、これ ら用紙規格及び縦横が混在す ると、文書の扱い、

保管、保存に不便 さや不都合が生 じるのである。

ワープ ロで文書 を作成す る場合の用紙規格は、B版 とA版 は問 わないが、実際上、A4

版縦が標準であ り、B4版 の文書は、標準でサポー トされていないか、可能な場合でも画

面がスクロール して効率的には作成できない。 ワープロで作成 した文書を出力す る場合に

も、B4版 をサポー トしていない機種があるとい う問題 がある。

⑤ 互換性

以上のよ うに紙の文書であるが故の問題 に対 して、ワープロ等 を使って文書を作成す る
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場合、ワープロの機種や ワープロソフ トの互換性が確立されていないという問題がある。

すなわち、現在、ワープロ専用機には各種のものがあ り、メーカ間の相互互換性はない。

パソコンでワープロソフ トを使 って文書を作成する場合にも、 ワー プロソフ トの互換性が

問題 となる。作成 した文書を保存するフロッピー等の媒体について も、互換性がない場合

がある。これ らは、いずれも、紙の文書の場合にはなかった課題である。

ワープロを使 って電子文書を作成する場合でも、その文書が紙 に出力するだけで完結 し

て しまうような場合には、上記のような互換性の問題は発生 しない。ワープロはその文書

を作成するだけに使われたのであ り、出力された文書のみが意味があるものであるか ら、

過程における非互換性は問題 にな らないのである。

しかしなが ら、一般 にワープロ等の電子機器で文書 を作成 し、電子媒体 に保存する場合

のメリットは、その文書が紙ではな く、電子文書の形で、伝達、処理、更新、保存等を行

うことによる容易さにあることは明 らかである。このことは、作成か ら廃棄までの一連の

処理、手続が電子的に行われる可能性 とその場合のメ リッ トの大 きさを期待させるもので

ある。

(2)文 書の伝達

文書は作成された後、その まま保存されることは少な く、 しか るべ き部門、他機関へ伝

達され るのが普通である。逆に言えば、文書は伝達するために作成されるのである。伝達

のために必要なものは、伝達するための情報 を蓄積する媒体 と、その媒体を伝達先に送る

方法の2つ である。

① 蓄積媒体

従来は紙の文書に情報 を蓄積 し、伝達するのが大半であ り、現在の文書管理規定のほ と

んどはそれを前提 としたものである。最近のように、ほとんどの文書がワープロ、パソコ

ン等の電子機器で作成 されるようになっている状況において、従来の紙 を媒体 とすること

は必ず しも前提 とされな くなって きている。そのことは、既存の文書管理規定等の見直 し、

解釈の拡大等が必要 とされていることを意味するものであろう。

② 伝達方法

作成 した文書を どの媒体 に蓄積するかは、次の伝達方法にも関係する。従来は、紙の文

書を送付することで済んでいたが、最近の情報技術の普及 によって、文書の作成方法が変

化 し、それに伴 って蓄積媒体が多様化 している状況において、伝達方法も作成段階から一
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連の流れの中で考えられるよ うになってきたのである。例えば、 ワープロで作成 した文書

をフ ロッピーに蓄積 し、それ を郵送、使送することも特別な方法ではなくなっている し、

さらに、パ ソコンのワープロソフ トで作成 した文書 を、そのまま、ネ ッ トワークを介 して

直接相手のパ ソコン等へ送付することも実際的な方法となっている。

③ ファクシ ミリ活用上の課題

作成 した文書を、イメージ情報 として送付す る方法 として、ファクシ ミリの利用が普及

している。欧米に比べ 日本においてファクシ ミリがより広 く普及 している理 由として、漢

字文化があげられている。す なわち、ワープロの普及以前においては、情報技術で漢字を

多用 した文書 を作成することは一般的ではなかった経緯があ り、手書きの情報を簡便、か

つ迅速 に伝達す る方法 としてファクシミリが有効な手段 とされたのである。

かつて、国の行政機関において、ファクシミリで公文書を送付す ることの是非が検討 さ

れた ことがある。ファクシ ミリで公文書を送付す ることは、便利な方法であるが、その場

合、相手方 に送 られ る文書は原本であるか否か とい う議論があった。 送付 した側 に文書は

残 ってい るのであるか ら、相手方 に送付 された ものは、そのコピーであ り、原本ではない

とい うことになろ う。また、元の文書に押印されていた公印が、黒 くなって しま うことも

問題 とされた。いずれの問題 も従来、公文書 として認 められていた紙による文書 と公印の

存在が前提 となってい る限 りにおいて、ファクシ ミリで送付 された文書の法的な有効性 、

証拠能力が問われ、根本的な解決は困難であろう。

上記のよ うな課題があることか ら、ファクシ ミリによる公文書の送付は、権利利益を主

張す るための公文書や抗証力を要求す る文書を除き、連絡事項等の文書 について、ファク

シミリによる送付を試行す るとい う旨の各省庁間の申し合わせがなされた。

この申 し合わせば結局、「試行」で終わってお り、その後、各省庁間、本省庁 と地方局間、

国 と地方、行政機 関と民間部門間等へは拡大 していない状況である。

(3)文 書の決裁

文書の作成か ら廃棄までの一連の流れの中でもっとも重要なプロセ スは決裁であろ う。

現行 では、決裁 を求める文書の前に、決裁用の用紙を1枚 添付 し、順を追って決裁印 を

押す手続が とられている。決裁文書が紙で、そこへ押印 している限 りは問題ないが、電子

媒体にある文書や、ネ ッ トワークで送付 される文書の決裁手続は従来の方法では賄 えない

ことになる。 このため、予め公印の印影をサーバーに登録 しておき、パス ワー ドで、権限
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を有する者のみが押印できるよ うな方法、いわゆる電子印 とい う方式が検討 されている。

この電子印は、各省庁間の電子文書交換 システムにおいて必須のものとなる。

(4)文 書の利用

行政機関における文書の利用は様々な形態を採 るが、他機 関か らの公文書は、一般に文

書を収受 してから、保存、廃棄または次く伝 達す るまでに変更を加えないものが多い。 し

か し、一方で、他部門、他者が作成 した文書の情報 自体を加 工、追加、修正、更新 した り、

手続の遂行 に利用 した りす ることも少なくない。

紙の文書を受領 し、何 ら変更す ることなく保存 し、一定期間後に廃棄す るよ うな場合は、

文書の電子化 のメ リッ トは少ない とされ るが、それでも、文書の伝達においても省庁内

LANが 構築 されている状況において、電子媒体での文書の方が伝達が早 く、手間がかか

らない とい うメ リッ トがあろう。特に、1つ の文書を複数の部門に伝達、回覧す る場合 に

は電子文書をネ ッ トワー クで伝達す るメ リッ トが大きくなる。また、保管、保存後の文書

のハン ドリングや検索、廃棄処分等において作業量の負荷軽減、時間短縮に貢献す ること

になろ う。

電子文書が保管、保存においてもスペースの節減 に大きく貢献す ることは間違いない。

行政機関においては、スペースは職務環境の改善の観点から議論 されてはいるが、中々改

善されてない状況にある。民間企業においてはスペースそれ 自体が経費である。高度情報

通信社会推進本部において、法定帳簿等の電子媒体での保存を容認す る方針 を出す にいた

った背景 に、民間企業からの強い要請があった。すなわち、流通業、金融業、百貨店等に

おいては、行政機関か ら保存を義務づ けられ ている文書の保存のために年間数千万円の経

費をかけている社があるといわれている。 これ ら民間企業にとって、文書の電子媒体での

保存によるメ リッ トは大きいのである。 これ らについては、後述す る。

文書の利用面で電子文書に大きなメ リッ トがあるのは、受領 した文書を変更 して利用す

る場合、一度作成 した文書を一部変更 して再利用す る場合、文書の変更、追加、修正等、

文書の更新を行 うこと自体が事務処理である場合等であろう。いずれにして も、電子媒体

の文書のメ リッ トは、その受領後に利用することが極めて容易である点 にある。例 えば、

ファクシミリは郵送による文書の伝達 よりはるかに迅速であるが、受領 した側は、その文

書内容 を基に して、 さらに情報を追加 し、更新 して利用 しようとす る場合には、結局はそ

の文書を改めて電子媒体への作成 し直 しが必要になるとい う限界があるのである。現在、
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民間企業において、イ ンターネ ッ トから、イン トラネッ トへ進みつつあるのは以上のよ う

な背景があるのである。

(5)保 管 と保存

「保管」 と 「保存」の違いは、一般的には、保管が 「預かった ものを壊 した りな くした

りしないよ うに管理す ること」であるのに対 して、「保存」は 「そのままの状態でとってお

くこと」 とされていることで明 らかであろう。すなわち、保存は、すでに今 日的役割 を終

えた情報 をそのまま保存す ることであ り、保管は、現在未だ活用 されている情報 をいつで

も利用できるような状態で管理することなのである。前者 を静的管理、後者 を動的管理 と

い うこともできよ う。

行政機 関において保管 ・保存 されている文書は、上記のよ うな静的管理 と動的管理の両

方が必要である。行政の公的性格か ら、情報の正確な利用が求められ、併せて、滅失、漏

洩 、不正使用か ら守 られなければならないことは確かである。

しか しなが ら、情報はそれ 自体で絶対的な意味を持つ ものではなく、利用 されて初めて

価値が生 じるとい う性格 を持つ ものである。情報は利用 され、価値が生 じる可能性があ る

限 りにおいて保管 ・保存が行われるのであ り、情報を利用す るとい う観点からす ると、静

的、動的保管 ・保存では情報の管理 として不十分であるといわざるを得ない。情報の利用

のための動的かつ能動的な保管 ・保存の考え方、即ち情報管理の新 しい理念の確立が必要

とされる所以である。

① 動的管理

一般 に
、情報は常に更新 され ることに よってその価値 を保持す る。 このよ うな性格 を

持つ文書情報についても、固定的なもの としてそのままの状態で管理す るのでは管理の意

味がな く、常に最新の状態を表現す るよ うに更新 されなければな らないものが少な くない

はずである。 しか しながら、 この最新状態への更新を恒常的に行 うことはそれ程容易では

ない。一般 に、情報システムの構築及び初期の情報収集に大変な労力を割きなが ら、肝心

の情報 の更新体制やそのための仕組みが不十分であったため、機能 し切れずに終わ るシス

テムの例は少な くない。

情報の動的管理 とい う場合、情報が常に更新 されているだけではな く、文書 と して保

管 ・保存 されている情報が円滑に流通す るように管理 されなければならない。情報を必要

とするユーザに対 し、タイム リーに提供できるとい うことが、情報 を管理す る側の責務で

一7一



あ りユーザ側の要求で もある。さらに、情報 自体 の柔軟性 もユーザにとっては重要な関心

事である。情報の柔軟性 には情報の管理形態の柔軟性 と、管理 される情報 自体の柔軟性 と

いう二つの面がある。

ユーザ にとって情報 システムに管理 されてい る情報がそのままで有効 に利用で きるこ

とはむ しろ稀であろう。ユーザが 自分の必要性に応 じて、蓄積 ・管理されている情報 を適

宜、組合せ、付加価値 を付けた上で利用することの方が多いであろう。情報を管理 し提供

する側 としては、 この ようなユーザの様々な要求に応 えられ るような柔軟な構造 を持 った

保管 ・保存システムを構築する必要がある。また、一度蓄積された情報だけを維持管理 し

ていればよいというものではな く、蓄積されている情報への追加、廃棄が常に適切 に行 わ

れなければな らないことも当然である。

② 能動的管理

文書管理 を利用面を重視 してみれば、受領 した り、 自ら収集 した情報 をその まま蓄積

してお くのではな く、利用者 に対 し積極的に伝達、提供で きる仕組みを確立することが必

要 とされる。このような提供の仕組みをサポー トする技術 として、情報の蓄積、検索、更

新、加工等のサー ビスをまとめて提供するデータベース技術や、情報を高速、大量に転送

する通信技術、情報を様 々な形態で蓄積する新 しい媒体技術等 が重要な役割 を果た してい

るのである。また、情報の収集においてもユーザの要求 に応 じるだけでな く、ユーザの需

要を見越 した情報の体系的整備 を積極的に行うことが求め られよう。一般に、ユーザの情

報に対する需要は漠然 としていることが多 く、それでいていざ必要 とい う時は多種多様 な

情報 をよ り多 く求めるという傾 向があ り、情報 を管理 ・提供する側を悩ませるのが常であ

る。ある時点でのユーザのニーズだけでは情報の必要性 を把握 し切れない所以である。

③ 選択的管理

情報技術の進歩 によって、大量の情報 をコ ンパ ク トに蓄積 し、迅速 に検索 ・更新等 の

処理 がで きるよ うになったことは確 かである。 この ことは、安易 に情報 を蓄積す る傾 向

を生む可能性 を生んでいる。 しか しなが ら、情報の蓄積 のためには、入力及び蓄積機器

に係 る経費が必要であ り、 また、蓄積量が多す ぎれば処理速度 は低下することとなる。

したがって、で きるだけ利用価値が高 く、ユーザの需要が多い情報 を蓄積するとともに、

不用にな った情報 を廃棄 する系統 的な仕組みが必要 とされる。ガーベ ッジ ・イン ・ガー

ベ ッジ ・アウ トにな らないような工 夫と努力が必要 とされよう。また、情報 システムの

構築によ り、コ ンピュー タか ら多 くの情報が出力され るようになったが、情報のユーザ
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側か らすると、情報 過多ではあるが、肝心の欲 しい情報が手に入 らないとい う不満を残

すことにもなる。

④ 階層的管理

蓄積される情報の利用頻度等に応 じた、情報の階層的管理も重要な概念である。最近の

技術進歩によって、それぞれ特質を持 った各種の情報蓄積機器が登場 している。これら機

器の選択 にあたっては、蓄積密度、処理速度、入力経費、機器の価格等を勘案 して、それ

ぞれの特徴を活か した蓄積 システムを構築する必要がある。例えば、検索、更新等の利用

頻度が高 く、利用形態 も複雑 ・高度な情報は、機器の単価、入力経費は高いが処理速度が

早い磁気デ ィスクに蓄積することが必要である。利用頻度が低 く、処理 内容が単純である

が、大量の情報 を蓄積するような場合には、処理速度は遅いが機器の単価は低い磁気テー

プが適 していよう。また、情報の蓄積 といっても全てをコンピュータ処理の対象 として磁

気化する必要はない。特に行政機関においては文書のまま管理される情報が依然 として大

半を占めている事情 が早急 に変化することはないと思われる。情報化が日本 よ り進んでい

る米国連邦政府 にお いて利用されている情報の90パ ーセ ン ト以上が文書によるものであ

るとい う調査結果もある。以上のことは、磁気化データと文書情報の混在を前提 として、

情報管理が行われることが望 ましいということを示唆 している。

以上のよ うに、情報の利用頻度、重要性、利用形態等 に応 じて、蓄積形態、蓄積機器

の特徴及び費用対効果等 を勘案 した階層的な情報管理が必要である。

(6)文 書の廃棄

文書管理の最終段階の手続である廃棄は、元々、紙による文書の管理を前提 として考え

た場合、かきられたスペースに、有効性 を持たな くなった文書 を保存 してお くことの問題

に対する手続であると考え られる。一方において、公文書はその公共的な使命 という観点

か ら重要性はいつまでも失われないというものも少な くない。国、地方の機 関で公文書館

を有 し、保存年限が経過 した文書の一部 を保存 している所以である。この廃棄処分も、文

書がコンパク トに保存 されるならば、スペースという点か ら考慮する必要はな くなって く

ることにな り、文書管理における廃棄手続、公文書館への移行による保存の継続に関する

新たな考え方が求め られることになろう。

① 保存計画

作成、決裁、供覧、保管、保存 してきた文書を最終的には、一定期間の後、廃棄するこ

)
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ととなる。一定期間 というのは、通常、文書の作成又は決裁終了時に保存年限 を決め、そ

の年次に至ったときに廃棄することとなる。米国連邦政府 においては、この廃棄処分を非

常に重要な文書管理手続 としてお り、保存計画(RetentionSchedule)と い う概念でま

とめている。廃棄が適正な管理の下 に実施され ること自体の重要性 と、適切な機 関を経て

廃棄を行 うことによってスペースの確 保、執務環境の整備 を行 うという2つ の意味があ

ると考え られる。

② 文書管理 プロセスにおける廃棄

廃棄という作業は文書の保存方法 と密接な関係にあ り、保存期間を明確 に記載 し、 しか

るべ き期間が経過 した文書を通常、書庫 から搬出 し、廃棄することとな る。書庫に乱雑に

保存 してある文書の適切な廃棄は望 めない し、保存期間が明確に区分 されていないと未だ

期限に達 しない文書 を不用意に廃棄 して しまうこともあ り得る。

また、廃棄は、保存手続 だけではな く、文書管理 プロセス全体 とも関連 するものといえ

よう。すなわち、文書をどの程度 まとめ、 ファイル して管理するかという問題 に帰着する

のである。それは、文書の分類 ・整理、流通、保管、保存に連なるものである。廃棄の適

切 さと容易さの観点か らは、1つ のファイルに単一の保存期間のものだけをまとめてお く

ということが要求されるが、実際の文書作成、起案、活用の段階では別 にされた り、統合

された りすることが想定されるのである。そのことが、結果的に不用意 に文書を廃棄 して

しまうという事態を招 きかねないのである。

③ 廃棄手続

情報公開法に基づいて開示請求を行 ったところ、該当文書は不注意か ら廃棄されている

というような事態は責任問題になると考え られるだけに、廃棄手続の適切な執行は極めて

重要であることは間違いない。理想的には、文書管理規定に基づき、作成段階か ら管理 さ

れている文書を廃棄処分 を行った旨の記録を残 して置 くことが求め られよう。その記録 に

は、文書名(件名、文書番号、起案部局,最 終決裁者、施行状況、その年月 日等)、廃棄処

分 を実施 した年月日、廃棄方法、実行者等が記載されることになろう。 しか しながら、こ

の廃棄記録を維持すること自体 もかな りの作業量にな り、通常 この手続 を継続的に実施 す

ることは負担が大きいとされている。

④ 廃棄処分

紙による文書の場合、保存期間を過 ぎ、公文書 としての使命 を終了 した文書の大半は、

焼却、溶解等の物理的な廃棄処分が行 われて きた。 しか しなが ら、大量の文書を廃棄する
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ことはかな りの作業量であ り特 に、保存期間が長い文書については、書庫の奥や文書の下

に積み重ね られがちであ り、搬出 自体が多 くの労力を要することとなる。廃棄処分の方法

が不徹底であるために、行政機関の文書が廃棄段階で外部に流出 して個人情報が漏洩 した

という問題を侯つまでもな く、文書の廃棄は適切、確実、安全になされ る必要がある。

⑤ 電子文書の廃棄

紙の文書の廃棄に比べ、電子媒体で保存されている文書の廃棄は極めて容易である。電

子媒体に保存されている文書の廃棄は、消去という手続で一瞬の うちに実行される。書庫

から該当文書の探索、搬出、廃棄処分 という作業量から比べれば、非常に省力化できるこ

とが明 らかであろう。

コンピュータ ・システムとネッ トワークを結合 した文書管理 システムの導入が開始され

ているが、 この場合は、文書の作成、決裁段階において、廃棄処分年月 日を指定 しておけ

ば、その年月 日がきた時点で 自動的に消去 されるというシステムを構築することも可能で

ある。

電子文書の廃棄(消 去)の 容易さは、逆に不用意な文書の消去を、招 くおそれがある。

コンピュータ上で不用意な操作 によって消去 して しまうおそれと、オフラインの場合にお

いても、情報を記録 している媒体が強力な磁気や物理的な影響 を受けて、破損、消去 して

しまうおそれがある。

1-2各 省庁におけ る文書管理の課題

伝統的な文書管理の観点からは、文書の保管、保存が一番大 きな課題 となってきている。

しか しながら、各省庁 における文書の保管、保存方法は変化 しつつある。各省庁の状況 と

保管、保存の考え方、課題 をまとめてお く必要があろう。

(1)行 政機 関における文書の保有状況

総務庁が実施 した文書の管理状況に関する調査結果によると、各省庁の職員一人あた り

の情報保管量をA4版 に換算すると表1-1の とお りとなる(情報処理 を専門に行っている

課室 を除 く)。

① 保管場所

保管場所で見ると、本省庁部局 においては事務室 と書庫 に情報の半分つつ保管されて

いる。このことが、本省庁部局の事務室における執務環境改善の目標 とされなが ら、書類

の山か ら中々解放 されないという状況がある所以であろう。
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表1-1各 省庁における情報保管 ■

(平成8年 度 本省庁部局職員1人 あたり 単位:千枚)

紙

o

フロッピー

ディスク

磁気

ディスク
磁気テープ 光ディスク

光磁 気

ディスク

マイクロ

フィルム
合計

事務室 5α6 36 217 4 162 26 1 99.7

書庫 49.1 0.1 0.1 α4 OO OO 00 49.7

合計 99戊 37 21β 44 16.2 2β 1 1494

出典:総 務庁文書の管理状況に関する調査

② 媒体別状況

媒体別に見ると、図1-2の とお り、事務室においては、半数 の情報が紙以外になって

いることが注 目される。 このことは、書庫に保管 されている情報の大半が紙であること

と対照的である。また、事務室においては、紙以外の様々な媒体が使用されていること

が明 らかである。 中で も、磁気ディスクへの保管が多 くなっているのは、本省庁部局に

おいては1人1台 のパ ソコンが普及 している状況を反映 しているもの と考 えられ る。

このことは、事務室における文書作成 とその保管のデジタル化が進んできていることの

表れで もあ り、今後の文書管理の電子化への期待を うかがわせるものでもある。

フロッピーディスクの比率が比較的低 く、光磁気デ ィス ク(MO)の 普及が始まってい

ることも重要な傾 向であると考 えられる。フロッピーの物理的な管理は煩雑であ り、紛

失等の問題があったが、フロッピー数百枚分が蓄積でき、処理速度 も速い光磁気ディス

クの利用は今後、更に進むものと考 えられる。前年度の平成7年 度調査 と比較すると、

1年 間でこの光磁気デ ィスクの利用が、平均2枚(0,0%)と い う比率か ら、2,607枚(2.6%)

まで急速に進んでいることが明 らかである。

③ イメージ情報 としての保管、保存

事務室において、光ディスクの利用が進んでいることも文書管理の観点か らは大きい

意味がある。前年度の平成7年 度調査 と比較す ると、1年 間でこの光デ ィスクの利用が

急速に進んでいることが明 らかである。

公文書等の文書情報 は、すべてが必ず しもデ ジタル情報 として蓄積、利用 され る必要

はなく、文書のイメージ情報 どして保管、保存 されていればよいとい う面がある。 この

ことは、イメージ情報 として保管、保存が容易で、大容量の記録媒体である光ディスク

の利用につながってきているもの と考 えられ る。光ディスクの場合は、スペース節約効
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果が極 めて大 きいとともに、検索、複写、廃棄等のハン ドリングの点においても効率的

であるというメ リヅ トがある。一昔、大量のイメージ情報保存の有力な媒体であったマ

イクロフィル ムは年 々、比率が低 くな り、平成7年 度で2.2%、 平成8年 度では1.0%に

低下 している。

間紙

■フロッピー丁イスク

ロ磁 気ディスク

ロ磁 気テープ

■光ディスク

膠光磁 気ディスク

■マイクロフィルム

図1・2各 省庁 における情報保管状況

本省庁事務室職員1人 あた りの情報保管量(平成8年)

(出典:総 務庁文書の管理状況に関する調査)

一方、書庫においては、本省庁部局、付属機関いずれにおいても大半が紙であ り、光デ

ィスクの利用はゼロになっている。既存の紙の文書を光ディスクに置 き換えていくことは

ほ とんど不可能であろうか ら、今後保管、保存される文書をイメージ情報 として光ディス

クに保存するか、光磁気ディスクにデジタル情報として保存することが進み、紙の文書が

低減 していくことが期待されるが、そのためにはかな りの年月が要されるであろう。

(2)課 室における媒体別管理状況

各省庁の課室(208)の 媒体別保管状況も、各省庁の媒体別管理状況 とほぼ同様の傾 向に

あ り、磁気デ ィスク、光磁気デ ィスクの増加傾向が明 らかである。
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團 フロッピー丁イスク

ロ 磁 気ディスク

ロ 磁 気テープ

■ 光ディスク

圏 光磁 気ディスク

■ マイクロフィルム

図1-3各 省庁 における情報保管状況

本省庁事務室書庫の合計 職員1人 あた りの情報保管量(平成8年)

(出典:総 務庁文書の管理状況に関する調査)

(3)省 庁別保管状況

各省庁における媒体別情報保管状況は図1-4の とお り、 フロッピーデ ィスクは25省 庁

全部が使用 してお り、磁気デ ィスクも88%に 達 し、前年度 に比較 して増加 している。こ

れらは情報処理部門を除 く数値であ るか ら、この磁気デ ィスクの大半はパソコンのものと

考えられ る。光ディスクも11省 庁が使用 している。前年度 との比較で変化が著 しいのは、

光磁気デ ィスクの増加である。平成7年 度は1省 庁のみが使用 していたものが、1年 後の

平成8年 度 には10省 庁 が利用 している。簡便で、比較的安価で速度も速 いこの媒体は今

後 も急速に普及するもの と考え られ る。

(4)調 室における媒体別管理状況

各省庁の調室(208)の 媒体別保管状況 も、各省庁の媒体別管理状況 とほぼ同様の傾向に

あ り、磁気ディスク、光磁気デ ィスクの増加傾向が明 らかである。
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囲平成7年 度

■平成8年 度

図1・4各 省庁における情報保管状況の推移

本省庁事務室職員1人 あた りの情報保管量

出典:総 務庁 文書の管理状況に関する調査

(5)各 省庁 における文書の保存場所

各課室の事務室内及び書庫内の書庫について、担当係 ごとに文書の保存場所が決め られ

ているのは、本省庁で97%、 付属機関で98%と 高 くなっているが、 これはいわば場所の

確保の問題である。すなわち、 この保管場所の決めかたについて何 らかの規定で明記され

ているのは、省庁では20%、 付属機 関で19%と 低 くなっていることか ら明 らかである。

全般的に、保存場所 に関する主な意見は以下のとお りであった。

*保 存スペースが限界である。

*柔 軟にスペースの割当てを行 う必要がある。

*保 存場所の明確化は文書の秘密保持の観点からも重要である。

*複 数の部局で共営 している文書の扱いをどうするか

*あ ま り細かいルールを作成することは保管、保存作業上、負担増 になる
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図1-5各 省庁における情報保管量の推移

調室における媒体別保管比率

出典:総 務庁 文書の管理状況に関する調査

以上のような保管、保存状況において、そのためのルールを作成するにあたって課題 と

なる点は以下のとお りである。

① ルールの明確化

*組 織で管理する文書 と個人で管理すべ き文書の区分を明確 にする。

*組 織管理文書は共用キャビネ、書棚、書庫に保存する

② ルールの実践

*ル ールに従 った管理、保管、保存の実行

*共 用場所から個 人文書の引き揚げ

*個 人管理されている共用文書の共用場所への移 し替え

(6)文 書の分類保管保存

保管、保存 した文書を容易に、もれな く探 し出すためには、系統的な文書分類が必要 と

されて きた。特 に紙の文書の場合 この分類が適切 になされ、 それに したがって保管、

保存 されていることが、文書の検索 の迅速化 につなが るこ とは間違 いない。 しか しな
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が ら、 この文書の分類は実際 には困難 な要素 を含 む課題で あ る。すなわち、分類基準

に幅があ り、分類時点 と検索時点の経過 があ り、分類 が適切 になされているか らとい

って、求 める文書が直 ちに検索で きるとは限 らないのであ る。に もかかわ らず、分類

は保管、保存の上では重要 な作業であ り、各省庁 において も下記の ような措置が採 ら

れている。

① 文書分類

本省庁では68%、 附属機関では79%の 調室でなん らかの文書分類を設定 してい

る。その文書分類は階層的になってお り、ほ とんどの場合、段階数は3か ら4に な

っている。 この分類 の最小分類 に基づ く文書の種類は、1課 室あた り、本省庁では

24種 類、附属機関では48種 類 となっている。更に、文書分類 をファイル単位 まで

ブレークダウンしたものをもっている調室は、本省庁では38%、 附属機関では51%

となっている。

一般 に
、マニュアルベースの文書管理の場合、分類単位 を細分化することは、保

管保存す る際 には適切 に分類できるが、検索の際 には逆に、求める文書がでてこな

いという問題がある。

② 保存期限

ファイル単位 で保存年限を設定 している調室は、本省庁では25%、 附属機関では

41%と やや低 くなって いる。ファイル単位 まで細分化 して保存年限を設定するのは、

マニュアルベースの文書管理の場合は作業量が多 くなるという事情があろう。

ファイル単位 まで細分化 して保存年限を設定するとした場合、本省庁では77%、

附属機関では78%と ほ とん どが 「問題ない」 としているが、以下のような問題点も

挙げ られている。

*同 じファイルの中に保存期間が異なる文書がある場合の措置

*保 存年限設定にかか る事務量が膨大になるので、対象を絞 る必要がある。

*フ ァイル数が増加 し、保存場所が多 く必要とされる。

*保 存期間を設定できない文書がある。

保存期間の基準 を省庁 間で統一することについては、本省庁では74%、 附属機 関では

83%の 調室が 「特 に、 支障はない」 として いる。このことは、今後例 えば、総務庁 にお

いて統一的な保存期限基準 を設定することの可能性を伺わせてい る。 しか しなが ら、統一

的な基準を設定すると以下のような問題が発生するという意見もでている。
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*省 庁統一ルールにな じまない文書がある。

*同 じ種類の文書でも省庁 によって重要性の判断が異なるものがある。

*保 存期限経過後でもす ぐに廃棄できない場合がある。

*新 しい統一基準で保存期間が延 びる場合、保存文書の増大 を招 く。

*新 基準で保存期間が短縮 された場合、業務 に支障を生 じる可能性 がある。

以上のような意見に基づ き、今後の文書の保存期限に関 しては以下のような対策が考え

られている。

1)1つ のファイルに保存期間が異なる文書が混在する場合:保 存期間の長いほうに揃え

るか、又はファイルを分割 する。

2)保 存期間の省庁統一基準:各 省庁個別に関す るもので統一基準にな じまないものを除

き、基本的、共通的なものについて基本的な考え方を整理する。

3)保 存期間を超 えて保存する場合:保 存期間基準の考え方を整理 し、保存期間延長の手

続 きのルール化を進める。保存期間基準は最低限の基準であ り、それを超えて保存す

ることは妨げない。

(7)保 存場所

文書を組織的に管理するためには、一定の場所 を確保 し、個人的な文書 とは明確 に区分

して保存する必要があることは当然である。各省庁における保存場所の設定、確保状況は

以下の とお りである。

*課 室の事務内容及び書庫 内の書棚 について、担当係 ごとに文書の保存場所が決め られ

ているのは本省庁では97%、 附属機関では98%で あ り、担 当別保存が実施 されてい

ることを伺わせ る。 しか しなが ら、この担当制を維持することは困難であると想定 さ

れる。

*上 記の うち、保存場所の決め方 についてなん らかの規定があるとしているのは、本省

庁では83%で あるのに対 して、附属機 関では19%に とどまっている。後者では、慣

行又は事実上の取 り扱い として決め られてお り、維持が困難 と考え られる。

*保 存場所についてルールを定 め、明確にする場合、本省庁の83%、 附属機関の73%

の課室が、 「問題ない」 として いる。険路、問題点があるという意見は以下のとお り

である。
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保存スペースの確保が問題。

柔軟に対応すべ き。

保存場所を明確 にすることは秘密保持の観点か ら問題 とな る。

複数の担当で共管する文書の扱いが難 しい。

細かいルール化 は運用上負担 とな る。

以上のような状況か ら、保存場所 に関 しては以下のような方針が必要 となろう。

1)ル ールの明確化:組 織管理文書 と個人管理文書の明確化 を図 り、組織管理文書は共用

のキャビネ ッ ト、書棚、書庫 に保存す る。

2)ル ールに従 った管理 の実践:共 用保存場所か らの個人文書の引き上げ と、個人の回 り

にあ る共用文書の共用場所への移 し替えの実施。

上記の措置は、今後の情報公開法の運用段階においては特に必要とされるものである。

すなわち、情報公開法要綱案においては、開示の対象 とな る行政文書は、 「組織的に用い

るもの として保有されているもの」 と定義され、組織管理文書 と個人管理文書の区分が重

要にな るのである。メモであっても、組織管理文書であるな らば、その形態を問わず、開

示請求の対象 となるのである。米国連邦政府においては、情報公開の開示対象となる行政

文書は、 「当該文書の作成、内容、 目的、配付、用途、保持、処分、管理、区分、改定に

ついての全般的な事情 を考慮 して決める。」 としている。 この ことは、最近 日本において

問題 となったいわゆるメモが開示 し旧対象の行政文書になるか否かについて判断が難 しく

なる。米国連邦政府では、 メモが行政文書 として開示請求の対象になるための基準として

以下の3点 を示 してい る。

1)課 の文書 ファイ リングに挿入されているか

2)事 務引継 きの際に後任の職員に引き渡されているか

3)課 の書棚や全体の ロッカーに保管されているか

要するに、物 としての体裁がメモ風であるか否かは問わず、保管管理の実態 すなわち、

個人的な支配、管理の下にあ るか、異動時に課内に残された否かが問題 となるとされてい

るのである。日本にお いて情報公開法が運用される段階では同様 の措置が必要となるであ

ろう。
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(8)文 書の廃棄

行政運営において必要 とされる文書の適切な保存や、情報公開法の運用において文書の

存在、不存在をめ ぐる争いを回避す る意味か らも、文書の廃棄は従来以上に配慮すること

が必要 になってきてお り、一定の手続 きに沿って的確に行われなければな らないこととな

る。各省庁における文書廃棄に関す る実態は以下のとお りである。

*文 書を廃棄する場合、 「一定の手続 きをとっている」 としている調室は、本省庁で

は51%、 附属機関では69%と なっている。いずれ も、文書管理規定に基づ く決裁、

供覧文書の廃棄であ り、すべての文書を対象 としたものではない。

*廃 棄手続 きを取 っている課室の うち、廃棄 したことがなん らかの形で記録が残 って

いるのは、本省庁では75%、 附属機関では78%と なってい る。これは、文書管理規

定において、 「廃棄の決裁 をとる」、 「文書管理簿の備考欄 に廃棄 した旨、その年月

日を記載する」、 「文書廃棄簿 に記録する」などと記載されているためであると考え

られ る。

*決 裁、供覧文書 に限 らずすべての文書について廃棄する場合に手続 きを取 り、記録

を残すこととした場合、本省庁では72%、 附属機関では80%の 調室が 「問題ない」

と回答 しているが、問題点があると答えている主な意見は以下のとお りである。

1)す べての文書を対象とするのは無理。

2)事 務量が膨大であ り、人員が必要である。

3)文 書1件 ごとではな く、ファイル単位にすべ きである。

4)軽 微なものの廃棄は担当者に委ねるべきである。

以上のような状況か ら、以下のような課題を解決する必要があろう。

1)廃 棄手続 きの対象範囲を決裁文書以外の文書のどこまで拡大するか。

2)拡 大する場合の方策。

3)文 書のまとま りであるファイル(簿 冊)を 単位 とする管理方法の検討。

4)保 存期間の基準に則 って手は息する場合の手続 きの簡素化。

5)保 存期間が極めて短期のものの廃棄の扱い。
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(9)文 書の目録

紙ベースの文書管理 において、検索する際の方法 として 目録が作成されてきた。それに

よって、文書の存否、所在場所が分かるようになっているのが普通である。従来の情報公

開において、 閲覧窓 口の整備 と合わせ、閲覧簿の作成が行われて きたが、 この閲覧簿 も文

書の 目録である。新 しい情報公開が運用に入 ると開示対象文書の範囲が一挙に拡大するこ

とか ら、この 目録の作成、維持 が今 まで以上に重要になって くる。各省庁 における目録作

成の現状は以下の とお りである。

① 調室で管理 しているすぺての文書についてファイル単位の目録 を作成 しているのは、

本省庁で10%、 附属機関で22%に とどまっている。この目録作成比率は、決裁、供

覧文書 に限定すると、 目録 を作成 している調室の比率は本省庁では35%、 附属機関で

は37%に 増加する。多種多様の文書を作成、管理 している本省庁において、 目録作成

がかな りの負担 となる事務であることを伺わせる。附属機関においても負担の大 きい

事務であることに変わ りはない。

通常、このような事務作業はわざわざ実行するのではな く、文書作成作業 の中で意

識 することな く、 自動的にで きるのが望ま しい。意図的な追加作業の継続的実行は困

難であると考 え られる。そのような自動的作成のためには、文書管理の システム化 を

侯つ必要があ る。

② 調室単位で管理 しているファイル、文書について目録(フ ァイル管理簿)を 作成 し、

ファイル名、分類番号、保存期間、保存場所、廃棄 した場合 にはその記録等 を記載 す

ると した場合、本省庁では75%、 附属機関では70%の 課室が 「問題ない」と回答 し

ている。一般 に、 目録作成が事務量の点で負担 になるとされている割 には、 目録作成

に関 して抵抗感が少ないように考えられる。 「問題点があ る」 と答えている主な意見

は以下の とお りである。

*対 象を限定 しないと事務量が多 く、負担が太 きすきる。

*常 時更新 が困難である。更新時期を設定することが必要になる。

以上のような状況 に対 して以下のような課題を解決する必要がある。

1)効 率的な目録作成方法の検討

2)フ ァイル単位 まで細分化 した目録を作成する場合の、文書分類表の作成、活用。
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3)保 存期間が極めて短い文書の扱い。一定期間以上保存する文書 を目録作成対象に限

定することに関する検討。

4)目 録の更新頻度の検討。

(10)電 子情報の管理

新 しい情報公開法においては、紙の文書 と電子情報の区分は存在せず、いずれもが開示

請求の対象 となると考えられることか ら、従来の文書 と同様の管理が必要である。すなわ

ち、管理のルールを作成 し、個人管理文書 と組織管理文書の明確化を図ることによって、

組織 として保有 している文書の範囲を明確 にすることが求められよう。各省庁 における電

子情報の管理 に関する現状は以下のとお りである。

① 共用文書として利用 している電子情報があると回答 した課室は、本省庁では50%、

附属機 関では33%に とどまってい るが、各省庁 のパソコンの1人1台 への普及、全省

庁の本省庁部局におけるLANの 敷設 という状況を受けて、これ らの比率は今後、急

速に増加するものと考えられ る。

② 電子情報の利用形態で見 ると、LANを 介 して利用 しているのは、本省庁では37%

であるのに対 して、附属機関では15%に とどまっている。

③ フロッピーディスクの共用は、本省庁、附属機 関とも11%に とどまってお り、LAN

と比較 しても比率が低 くなってい る。フロヅピーが組織的管理 にな じまないことを表

していると考えられる。

④ 電子情報で共用されている情報の内容は、定型的な様式、業務 日程等の共通情報、

各種通知、事務連絡等 となっている。

⑤ 電子情報 を課室 の共用文書 として利用することについて何 らかの規定、ルール をも

っているの課室は、本省庁では5%、 附属機関では7%に とどまっている。このこと

は、電子文書の取 り扱いが紙の文書 と同様であ るとして特別のルールを設けていない

か、電子文書の管理ルールの作成の必要性 がまだ明 らかになっていないことを意味 し

ていると考えられる。

⑥ 上記のこ とは、ルールがな くて も 「特 に支障がない」 と回答 しているのが、本省庁

では78%、 附属機 関では65%で あるこ とか らも、明らかであろう。 「支障がある」

とと回答 している主な意見は以下 のとお りである。

*個 人的な情報管理が中心とな り、不要、重複情報が氾濫する。
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一
*上 記のような情報の廃棄が困難である。

*上 記のような情報が増大 してい くと、サーバーの容量が問題 となる。

*ア クセスや修正、追加等が容易になることから、情報の保護対策が必要になる。

*検 索が困難 になる。

*利 用 しない人が存在することから共用情報にはならない。

⑦ 電子情報 に関する各省庁統一ルールを策定することについて、「必要性 を感 じる」と

回答 している調室は、本省庁では39%、 附属機関では59%と なってお り、特 に、本

省庁 においてはそれほど緊要にはなっていない。必要性を感 じるルール としてあげ ら

れた事項は以下のとお りである。

*何 を共用文書 とするかに関する基本的なルール

*デ ータの互換性、ソフ トの共通化

*取 扱い注意文書等の保護

*保 存期間、廃棄手続

*省 庁間でのや りと りする場合のルール

*紙 の文書 との関係

*正 本副本の考え方

⑧ 必要性 を感 じないとして挙 げられた理 由は以下のとお りである。

*各 省庁 ごとに違 い、特徴があ り、統一ルール にな じまない。

*省 内、課内ルールで足 りる。

*最 大公約数のルールではあまり意味がない。

*大 半の電子文書の原本は紙で保存されてお り、それが管理されていれば済む。

以上の ような状況において、今後の情報公開に備える意味からも以下のような課題が検

討され、解決 されなければな らない とされている。

*電 子情報の管理(作 成、入力、利用、保管、保存、廃棄等)の 基本方針、考え方の整

理

*文 書の作成(ど のような情報を共用文書にするのか等)、 保存(保 存期間の設定、廃

棄手続の設定等)の 考え方について、紙の文書の場合 と同様の考え方で管理方法 を検

討 する。

*以 下のような、紙の文書 と異なる、電子情報特有の扱いに関する基本的な考え方の検

討



1)ネ ッ トワークを介 しての共有が可能なこと

2)ス ペースに制約されず、膨大な情報が保管、保存できること

3)書 き換え、修正、追加、削除、複製、消去等が容易であること

4)検 索、アクセスが容易であること

(11)文 書の管理体制

上記の(1)か ら(9)までの文書管理の実態及び課題 に対 して、的確 に対応 し、解決策 を検

討 し、実施するためには、文書管理 に関する体制を確立する必要があろう。各省庁 におけ

るこれ ら体制の現状は以下のとお りである。

① 文書の分類 ・整理、保存、廃棄、 目録作成の作業は、大半の省庁 において部局単位 に

置かれている文書管理責任者の下で行われているが、課室の責任 において管理 している

事項があると回答 した調室は、本省庁では48%、 附属機関では65%と なっている。

② 部局ではな く、課室を文書管理 の単位 とし、文書管理事務 を組織的に実施 させるこ

とについて、本省庁では74%、 附属機関では84%の 課室が 「問題ない」と回答 して

いる。降路、問題があると回答 している主な意見は以下のようなものである。

*調 室単位の文書の把握、統一化は困難

*調 室よ り小さい単位(班 、係 り)が 必要。

*事 務量が増える。

*人 員、組織体制が必要。 目録搭載項 目の標準化が必要。

*デ ータベース化が必要。

以上のような状況において、文書管理の体制を明確 にし、ルール化 するには、以下の よ

うな事項 を整理することが求められる。

*課 室、部局の総括課、官房における文書管理 に関する具体的な責任、業務の内容 をル

ール化 し、役割分担 を明確化する。

*課 室の担当者による 「文書の現物の 日常的な取扱い」 と管理責任者の管理業務 との差

異を明確にする。

(12)文 書管理規定類の見直 し状況

行政の情報化が推進 されている状況において、既存の文書管理規定が必ず しも対応でき

ない面がでて きていることは間違いない。各省庁の中でも13省 庁が見直 し作業 を行 った。
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その主な内容は以下の とお りである。

①IAN導 入に伴 う文書管理規定の見直 し

② 情報化の進展 に対応するための文書管理規定の見直 し

③ 光 ファイル文書取扱い規定の整備

④ フロヅピーディスク管理規則の整備

⑤LAN活 用のための内部規定の策定

(13)文 書管理改善活動の現状

国においては、情報公開制度が未だ施行されていないが、文書閲覧制度 という形で実質

的な情報公開の拡大を進めてきてお り、そのための文書管理の必要性がいわれている。 し

か しなが ら、各省庁 においては、省庁内の情報化は積極的に推進 しているが、文書 閲覧に

向けた文書管理システムの構築までには未だ至っていないのが実情 である。伝統 的な文書

管理方法の改善に関 しては、古 くか ら努力が払われ、毎年、 「文書管理改善週間」を実施

している。特 に、最近の文書管理の改善のポイン トは、OA機 器の活用による文書 ・資料

の管理の適正化、利用の有効化 を目指 している点にある。現時点では、この文書管理改善

週間の 目的は、行政機関内部の効率性、有効性に重点が置かれてお り、情報公開制度 とは

直接関連づけられていないが、文書管理改善週間の実施要綱において、情報公開制度の運

用に関係 して きそうな事項が下記のように記述されている。

*文 書 ・資料の迅速な検索システムの整備(検 索用文書 目録の整備な ど)

*保 管 ・保存文書の整理(不 要文書の廃棄、書庫の整理)

*文 書担当課への引き継 ぎ(文 書 ・資料の集中管理の促進)

*文 書 ・資料の作成、流通、保管、保存方法の改善(作 成部数の適正化、重複保管 ・保

存の排除、分類番号 ・保存年限の明示、 目録 ・目次の整備等)

*秘 密文書の明確化、管理方法の周知徹底

*フ ァイル ・システム等、組織的 ・体系的な文書 ・資料の分類 ・保管保存方法の導入

*文 書 ・資料 のマイクロ ・フィルム化、光デ ィスク化

*文 書事務の機械化(OA機 器の積極 的な導入の推進)

*保 存文書の国立公文書館への移管促進

*文 書管理規定等の見直 し ・整備(保 存期間の見直 し、廃棄基準の明確化等)
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*国 の行政機関にお ける文書管理

図の行政機関における文書管理事務は長い歴史を有するものであ り、行政の公共性(公

平、公正、厳密性等)の 観点か ら、厳格 に規定されてお り、文書作成、利用、伝達、保管、

保存のコンピュータ処理に馴染みにくい部分がある。最近の情報技術の進歩が、紙の文書

のシステム化を可能に しつつあ り、また、公文書の大半がワー ドプロセ ッサやパー ソナル ・

コンピュータで作成 され、電子媒体化 されている とい う事情 もあ り、大幅に改善 される可

能性が高まっているといえよ う。
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第2章 情報化 に対応 した文書管理の技術的検討事項

文書管理 とい う伝統的な事務手続が、組識 における情報資源の有効活用、行政機 関が

保有する情報の価値の認識 とその提供に対する要求、情報公開制度の進展による情報開示

請求の増加等、新 たな リクワイアメン トに応 じることが要求される中で、従来にないシス

テム的な管理方法が必要になってきている。一方、最近の情報技術は、文書管理のための

媒体の多様化、メデ ィア技術の進歩、ネッ トワークの普及 、定着、データウエアハ ウス等

の文書管理方法等、文書管理の技術は飛躍的な進展 を見せている。行政機関にとって、 こ

のような リクワイアメン トに応えられる環境が整いつつあるが、行政機関における文書管

理における情報技術 の導入は十分に進んでいない状況にある。ここでは、伝統的な ファイ

リング ・システムに基礎 を置いた文書管理 のシステム化、光ディスク、 コンピュータ技術

の活用、 グループウェアの活用等の観点か ら、文書管理システムの技術的検討事項をまと

め、情報化特 に、ネヅ トワー ク技術の進歩、普及 に対応 した文書管理技術の動向を分析 し、

その適用方法について まとめる。

2-1文 書管理 における情報技術適用の考え方

(1)情 報技術の適用

新 しい理念にも基づいた情報管理 を実現するために、最新の技術の果たす役割が大きいこ

とは容易に想像で きよう。このように情報管理の新 しい理念が必要であるという議論が出て

きている背景 には、ハー ドウェア、 ソフ トウェア、通信 に関する技術の進歩がある。これら

情報技術に支えられて、上記のような動的かつ能動的な情報管理が可能となるのである。

情報 を体 系的に蓄積 し、ユーザの要求 に応 じ更新、検 索、加工 ・分析、出力 ・表示等

の一連の機能 をまとめてサポー トする技術 としてデータベース管理 システ ムの開発が進め

られ、各種製品が実用化されている。

データベース技術は、 まさに情報の利用 ・管理のための トータルなヅールで あるとい

えよう。 また、この技術の特徴は、情報技術に関する専門家ではない、利用者たるユーザ

が自分で情報へのアクセス、処理加工が行えることを目指 している点にあ る。各種の情報
]

蓄積機器が情報の階層 的管理 を可能 にしていることは既に述べたとお りである。 また、従

来の静的な情報管理の面でも情報技術の恩恵に与かる分はある。

行政機関では追加、修 正、更新等が全 くない情報を文字通 りそのまま保存す る場合 も

多 くある。このような情報 を文書のまま保存すると保存スペースを多 く要 するだけでな く、
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検索や一定期間後の廃棄等、情報の管理が容易でない。情報 を高密度に蓄積 し、検索も容

易に しているツール としてマイ クロフィルム ・システムが長 く使われてきたが、最近の光

デ ィスク ・ファイル ・システムは情報の蓄積密度、収録 の簡便 さ、検索の容易 さ等の点で

マイクロ ・フィルム ・システムの性能を上回ってお り、それに とって替わ りつつある。 こ

の光デ ィスク ・システムはコンピュー タ処理が可能な磁気化情報 とマニュアル処理 を前提

とする文書情報の中間に位置す るものであ り、階層的な情報管理の新 しい有用なツールに

な り得 るもので もある。

さらに、情報 の広域的な利用を可能に している技術 として通信ネ ッ トワー クの存在は

無視できない。高度情報通信網の普及は、大量な情報の距離 と時間を超 えた伝達を可能 と

してお り、行政サー ビスの質的向上、全国均質なサー ビスの提供等に大きく貢献 している

ことは間違いない。 この通信ネ ッ トワー クは情報処理技術の進歩と相まって、高度情報化

社会の基盤 を担 うとともに、行政事務の効率化、行政施策の高度化、行政サー ビスの向上

等、行政運営の面においても大 きな役割 を果たす ことは間違いない。

(2)情 報資源 の特徴 と情報管理

情報は経済 ・社会活動 における重要 な資源 の一つであることは論を待たない。情報 を

資源の一つ とす る考え方 自体はそれ ほど新 しい ものではないが、最近の情報 ・通信技術の

進歩に支 えられ て、この情報資源の持つ有用性 は益々高い もの とな りつつあ り、資源 とし

ての情報 の管理 が重要視 されるに至っている。

欧米ではInformationRe80urceManagementま たは、ManagementofInformationas

aRe80urceと い う概念が与え られ てい る.こ の基本的な考え方は、情報は人、物等の他

の資源 と違 う特徴 を有 してお り、情報 の管理はその特徴を踏まえた ものでなければな らな

い こと、その特徴を活かす ことによって情報の利用価値を高めるべきであるとい う点にあ

る。情報の資源 としての以下のよ うな特徴を活 か しながら、情報を蓄積 ・管理するために

はそれな りの工夫が要求され よう。

① 情報の抽象性、相対性

情報 自体は絶対的な存在でない。情報資源 は具体的な存在である他の資源 と異な り、 目

にみえない得体の知れない、管理 しに くいものである。また、情報 の価値は相対的なもの

であ り、ひ とつの情報が誰にでも有用である とは限 らない。不特定多数のユーザに対す る
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情報提供 を任務 とす るシステムにおいて、情報の収集、蓄積 、提供をサポー トす るシステ

ムの構築の難 しさの原因となっている。

情報資源 のこれ らの特徴 は逆に、情報の利用価値を高める可能性 をもつ ものでもある。

情報は抽象的な存在であることにより、様々な形で表現、伝 達 し得 るとい う大きなメ リッ

トを持つ。情報の媒体か らの完全な独立である。媒体技術の進歩が進むにつれ、情報はそ

の蓄積、伝達に適 した媒体を自由に選択できるよ うにな り、蓄積、利用、管理が量的にも

質的にも高度なものになっている。

② 情報の非消費性

情報は抽象的な存在であるため、それ 自体が消滅す ることはない。また、様 々な媒体上

に蓄積 し得る し、一つの媒体上に表現 された情報 を、その量的、質的価値 を減ず ることな

く他の媒体に複写す ることも可能である。情報のこの非消費性 と相 まって、最近の情報技

術の進歩 もあ り、情報量の増大は止めがなくなっている。例えば、次の1週 間に世界中で

生産 され る情報の量 は、人類が現在までに生産 した情報の総量 を上回 るとい う計算もある。

情報技術の進歩によって我々が蓄積 し、利用 し得 る情報量には際限がな くなったように思

われる。情報資源 のこのよ うな特徴は、情報過多とい う新たな問題 を生 じることになる。

情報洪水の中で、 自分が本当に欲 しい情報を手に入れるためにユーザは大変な努力を払わ

なければな らない とい うことにな り兼ねない。また、情報は決 して消滅 しない といっても、

陳腐化 して事実上、意味がなくなった情報が堆積す ることは情報の管理、利用の観点か ら

は重大な問題である。情報の収集、蓄積、更新、廃棄等の一連の情報管理が系統的、組織

的かつ恒常的に行われなければならない所以である。

情報 を複写、転送 して も元の情報は失われず に残 るとい うことは、一つの情報を多 く

の人が利用すればす る程、その情報 の原価(情 報の生産、管理、提供等に必要な経費)は

減少す ることを意味 してお り、情報の共有、相互利用の経済性の根拠 となっている。また、

データベースを構築 し、省庁内各部局、省庁間等から自由にアクセ スできるのも、遠隔地

にデータベースを分散 して構築 して、通信ネ ットワークを介 して遠隔地から相互に利用 し

あ うとい うこともこの情報の特徴 を活用 したものなのである。

③ 情報の柔軟性

情報が抽象的な存在であることか ら、それは様々な媒体に表現す ることが可能であ り、

一29一



一つの情報を様々な形に加工 した り、他の情報 と組み合わせた りすることが自在である。

情報資源のこの特徴はユーザにとっては重要なものである。ユーザは情報の提供側が用意

した柔 らかい素材 を得て、 自由に加工、組合せを行い、 自分が欲 しい新たな情報を作 りだ

せるのである。 また、 このようにして作 りだされる情報の価値は単純な加算の法則 を超え

るものでもある。それは、複数の情報を組み合わせることによって付加価値 を生 じること

がで きるか らである。このことによって、ユーザ には逆に、情報の利用、操作、加工等の

技術が要求され ることになる。情報の柔軟性は情報のもつ数少ない本来の特質ではあるが、

一度媒体 に表現 されて しまうと、媒体の性質に左右されることにな る。また、データベー

スのように更新、検索 という観点か らは情報にある程度の構造を持たせる必要があるが、

構造を持つことは柔軟性 を失 うことでもある。情報の自由度は無制限ではな く、情報の管

理(操 作性、効率性等)と の関係の中で決めなければな らない。

2-2フ ァイ リング ・システムの電子化

行政機 関、特 に地方公共団体 において ファイ リング ・システムの利 用が進め られてき

たが、本来的にマニュアルベースであること、情報技術の進展やメデ ィア技術の進歩に対

応できず、新 しい技術のメリットを享受で きない という状況が発生 してきた。 しかしなが

ら、それな りに定着 してきたファイ リング ・システムの遺産を継承 して、新 しい情報技術

を適用 した文書管理 システムの模索も行われている。

(1)フ ァイ リング ・システムの問題点

ファイ リング ・システ ムは地 方公共団体において長い歴史 と実績 があ るとされるが、

それだけにファイ リング ・システムの限界に達 している団体 もある。ファイ リング ・シス

テムの趣 旨や方法が徹底 されな くなって形骸化 している場合や、文書量が当初の想定を大

きく上回 り、限界を超えて しまっているという場合もあろう。

文書管理を従来の簿冊 方式か らファイ リング ・システムへ移行 して以来多 くの年数 を

経ているが、 「誰にでも、す ぐ取 り出せる」 というファイ リング ・システムの最大の効果

が薄れて しまった というのが、新たなシステム構築の契機になる。 ファイ リング ・システ

ムが適切に機能 しな くな った主な理由は、指導や管理が十分に行われな くな り、メンテナ

ンスが適切に行われな くなったこと、保存文書の量が当初、計画 していた予定量をはるか

に超え、書庫に物理的に格納できない状況に至ったことが挙げられ る。このような状況は、
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多 くの行政機関において共通 して直面 している事態であると考えられ る。 このよ うに、既

存のファイ リング ・システムの状況を見直 し、その延長上にシステムを構築す るか、まっ

た く別のシステム として開発するかが判断 されなければな らない。

(2)フ ァイ リング ・システム と文書管理 システム

多 くの地方公共団体においては既 に、ファイ リング ・システムを導入 して永い間の利用

実績がある。 しか しながら、 このファイ リング ・システムは元々、コンピュータ機能 を使

ったものではな く、マニュアル ・ベースのものであることか ら、最近の情報技術 を活用す

る観点か らは限界がある。また、新たに情報技術を活用 した文書管理システ ムを構築する

場合にも、この既存のファイ リング ・システムの存在を見直 し、共存 させ るか全面的 に入

れ換えるかの検討がなさなければな らないであろう。その選択の考え方 は以下の とお りで

ある。

1)フ ァイ リング ・システムの定着度

組織 によっては、ファイ リング ・システムを導入 してか ら長い年月を経過 し、それな り

の実績を積 んでいる と考えられ る。 このよ うな組織の場合、既存のファイ リング ・システ

ムを一挙に廃棄 して、新 しい文書管理システムを構築することは、職員の間に抵抗感をも

た らし、システム事態の普及、定着 を妨げる可能性がある。ファイ リング ・システムが深

く定着 している組織の場合には、む しろ、コンピュータ ・システムを活用 した文書管理シ

ステムを構築する際に、既存のファイ リング ・システムの考え方を導入 し、両者 の結合、

融合 を考慮す る方が、システムの定着が容易であると考 えられ る。

2)フ ァイ リング ・システムのカバー状況

既存のファイ リング ・システムが どの程度、普及 ・定着 しているか に加 え、そのファイ

リング ・システムが全庁の文書の どこまでカバー しているかも、文書全体の管理システム

を検討す る際にも考慮 され るべき事項であろ う。すなわち、既存の ファイ リング ・システ

ムがカバー している範囲が限定 されているならば、文書管理 システムを新たに構築す る際

は、む しろ、 トータル ・システム として構築 し直 した方が効率的であ り、効果的であると

考えられ る。
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3)コ ンピュータ ・システム との共存の可能性

新 しい情報技術を活用す る場合で も、今までのファイ リング ・システムの考 え方は有効

である。文書の作成か ら、伝達、検索、更新、保管、保存等の一連の作業はファイ リング ・

システムにおいてもコンピュータによる文書管理システムにおいても、根本は変わ らない

か らである。 しか しなが ら、従来、ファイ リング ・システムで管理 していた文書 をコンピ

ュータ ・システムに置 き換 えることによるメリッ トも大きいことは確かである。特に、文

書の登録、検索、保管、保存を一貫 した流れの中で管理できるメ リッ トは大きい。例えば、

従来のガイ ド番号やフォルダー番号、保管箱等での管理では、要求 された文書を探 し出す

場合に効率的ではない。 また、保存されていた文書の保存年限が切れた場合の廃棄 につい

ても、文書が電子化 されて、登録 されていれば、いわゆる、倉庫に行って該 当文書 を探 し

出 し、廃棄す るとい う手間を省き、端末機等か ら自動的に消去できる。 しか しなが ら、 こ

の場合、不用意な消去や悪意の消去ができない ような仕組みが必要になることはい うまで

もない。

2-3光 ディスクの活用

行政機 関にお ける情報利用 のベースが 「文書」 であることは今後 も基本的には変わ ら

ないもの と考 えられる。 この文書 とい う場合 には通常、情報が紙に表現 された状態 を指 し

ているが、最近は電子媒体での情報が増加 してお り、電子媒体上の 「文書」が文書管理上

重要になってくると考えられ る。

(1)文 書情報の媒体

媒体 としての紙のメ リッ トは大きく、それ故 に行政の情報が進み、ペーパー レスがい

われなが らも、行政の事務処理、情報の利用が依然 として紙ベースであるとい う現実があ

るのである。行政事務の情報化を推進す るにあたって、この文書又 は紙 による情報の処理、

利用、管理を効率化す ることができるかにかかっているといえよう。その基本的な視点は、

紙の媒体 としてのメ リッ トを活か し、ディメ リッ トを克服することであって、ペーパーベ

ースの文書処理
、利用を完全になく していくことではない。

紙をベースとした情報の利用のメ リッ トは、簡便性 と一覧性にあ ると考え られ るが、コ

ンピュータ処理 に依存す る情報利用は、効率性はあるものの、データの入力、処理 、出力

等における技術 と機器 の必要性か ら、紙に比べ簡便 さや一覧性の点で劣る。 この差を埋 め
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るものとしてイ メージ処理 を可能にす る、利用 し易い機器が求められてきた。 これ らの リ

クワイアメン トに応 えるものとして光デ ィスク機器の利用が普及 しつつある。光デ ィスク

を中心 とす る電子ファイ リング・システムは、従来の文書管理の中心であるファイ リング ・

システムを情報技術の活用によって効率化す るものであ り、いわば紙の欠点 とデジタル処

理の欠点を補い、両者のメリッ トを活かそ うとす るもの と考 えられる。

(2)光 ディス クの技術動向

① 大容量化

光ディスクの最大のメリッ トは、情報蓄積容量の大き さである。行政機関における紙ベ

ースの文書管理の困難 さとして
、その容量が莫大であ り、これを効率化す るためにコン ピ

ュータ処理へ切 り換えることの非経済性があった。 この問題 を、光ディスクの大容量がカ

バー して くれ ることへの期待は大きい。 この面の最近の技術進歩は急速であ り、現在の光

デ ィスク1枚 の容量は機種によって異なるが、1枚 の光デ ィスクで数万枚か ら十万枚以上

のA4文 書を蓄積できる。

このよ うに1枚 の容量が拡大 していることに加 え、1台 の光デ ィス ク装置 に接続 でき

る ドライブ装置 も16台 まで拡張可能になっているものがあり、光ディスク1セ ッ トに蓄

積できるデータ量は、事実上、通常の課 ・室において利用、保管す る文書量の範囲を十分

カバー しているといえよ う。

② 登録の高速 ・高度化

光デ ィスクのメリッ トの2つ 目は、デジタルの場合 と比べて入力が容易であ り、高速で

ある点が挙げ られ る。現在の平均的な読み取 り速度は、1枚1秒 程度 に達 している(A4

版標準原稿、200bpiの 場合)。

スキャナーの高速化だけではな く、入力時にタイ トル を付 した り、分類作業の簡素化、

高度化が進 められてい る。例 えば、タイ トル付けでは、入力時に画面 をみなが ら設定で き

るし、OCRや パ ソコンの コー ドデータをオンライ ンで登録できるとい う機能 もある。入

力す るファイル を光デ ィスク ・システム内で、例えば、キャビネ ッ ト、バイ ンダー、 ドキ

ュメン ト、ページとい うよ うに階層化することによって、従来のファイ リング ・システム

の感覚で整理できる とい う機能も用意されている。
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③ 検索の高速化 ・高度化

光ディスク ・システム内の磁気ディスク容量を拡大することによって、 システムで管理で

きる書類の枚数が増加 し、検索が高速化 している。また、入力時における分類の多様化によ

って、検索機能が高度化 している。例えば、1つ の ドキュメン トに最大20項 目の検索キー

が設定できる。検索方法として表1・2の ような機能が用意されている。スタン ドアローン型

の光ディスクでは以上の検索機能が内臓 されているが、容量、機能 に制約がある。これに対

して、検索用には、メインフレームの大型データベース・システムを使い、検索 した結果を自

動的に光ディスクから出力するシステムの事例がある。光デ ィスクのデータベース機能の拡

張等が進めば、光ディスク単体で十分対応で きるようになろう。その場合においても、省庁

内のIANと 接続 した利用等の利用の拡張に関する要望がでて くるであろう。

④ 編集機能

書換型光デ ィスクの普及に加え、一度登録 したデータを編集する機能 を備 えるように

なってきている。例えば、サイズの異なる光デ ィスク間のデータの移行が可能であるし、

異なるメーカ間でも国際標準が進んでいて互換性が確保 されている。複数の光デ ィスクか

ら必要な情報だけを集めて1枚 の光デ ィスクに編集することも容易 になっている。画像の

編集機能 として表1・3の ような機能が用意されている。これ ら編集 を行 う際、 ウィン ドウ

機能を利用 して、複数の文書を表示 し、 これ ら文書間の編集を行 うことも可能である。

⑤ 統合機能

事務処理で使 われる情報は多種多様であ り、様 々な形態で保管 されているのが普通であ

る。これ ら各種情報 を1つ の光ディスク上で一元的に管理で きる機能が用意 されている。

光デ ィスク上のイメージデータとコンピュータ ・システムか らのコー ドデータを1つ の書

類 として管理で きる。また、従来マイクロ ・フィルムで保存 してあった情報 を、マイクロ ・

フィルム ・スキャナー装置でイメージ化 し、光ディスク化する拡張機能 もある。 これ ら機

能は、文書の トータル管理、ライフサイクル管理 に有効なものである。

⑥ ネ ットワー ク化

既存のネ ッ トワークと光デ ィスク装置 をTCPAPで 接続することによって、LANを 介 し

組織 内において、各部門から登録、検索等が可能であ り、情報の共有化が推進で きる。1
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表1-2光 ディスクの検索機能

検索方法 内 容

直接検索 登録 されてい る書類 に自動的に付 け られ た書類 の直接番号で生成 さ

れた確認 リス ト表をみてダイ レク トに検索す る。

拡 張 フ リー ワー ド

検索

同 じタイプの複数のタイ トル項 目間で、指定 したキー ワー ドを含む タ

イ トル書類のすべてを検索する。

ビジ ュアル 階層 検

索

日常の文書ファイ リングの検索と同様 に、キャビネ ッ ト、引出 し、バ

イ ンダー等のイ メージで検索する

ビジ ュアル ラベ ル
一覧検索

階層的に登録 されている文書のラベル を一覧で示 し、目的の文書を迅

速に検索す る。

論理検索

・検 索キー に対 し、完全 一致 、部分 一致(前 方 、後 方 、中間 、不一 致)、

範 囲指定 、項 目内論理 式(AND、OR)、 項 目間論理 式(AND、OR)、

絞 り込み検 索等 の条件検 索 を行 う。

キーワー ド検索
20項 目の検 索キー とは別 に、最大5個 までキー ワー ドを設 定でき

る。

しお り検索

常時利用す る文書や任意のページに、名前や略称等の 「しお り」 を2

0個 まで定義 してお くことに よって、一覧表 をみ るだ けで検 索で き

る。

書類ページめ くり
該 当す る書類の表紙を、又 はすべてのページを1画 面、2画 面、4画

面、8画 面で高速に連続表示す る。

タイ トル羨 めくり 1次 検索で該 当した書類のタイ トルあるいは一覧表 を連続表示す

ツ リー型 別名 表検

索

別名 リス ト(あ らか じめ設定 されたタイ トル ・データの コー ド表)を

見ながら、対応する別名の番号を入力することによって検索す る。

表1-3光 デ ィスクの画像編集機能

編集機能 内 容
一般的機能 切 り取 り、張 り付 け、移動 、複写 、廃棄 等。

サイズ変更 相似:原 稿 と同 じ縦横比で拡大 ・縮小す る。

非相似:原 稿 と違 う縦横比で拡大 ・縮小す る。

消 しゴム 画像の任意の箇所 を消 しゴムで消すよ うに 自由に削除す る。

文字入力
画像の 中にキーボー ドか ら文字を直接、任意の場所 に入力する。縦書き、

横書 きが可能。

図形描画
円、長方形、多角形等の様 々な図形 を様々な線幅、線種で描 く。網かけは

30パ ターン用意 されてい る。

台紙補正 入力時に斜めになった画像を補正する。

回転
切 り出 した画像 をマ ウスで指定 した任意の位置を支 点 として、任意 の角度

に回転 させる。

グ リッ ド
画像 ウィン ドウに等間隔で。 タテ線 ヨコ線 を表示す る。線 の間隔を変更す

ることが可能。

日付入力 作業 日時を自動的に付す。 日付の位置、大きさを自由に指定できる。
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SDNを 利用すれば遠隔地 との画像情報ネ ヅ トワークの構築が可能である。また、 ファク

シミリへの出力 としても利用できる。

(3)光 デ ィスクを利用 した文書管理システム

光ディスクを使 った行政機関における文書管理 システムの例 として以下のような構想が

考えられる。

(4)公 文書管理データベース

公文書では発信、受信の際の鑑 に文書管理 に必要 な項 目が網羅されてお り、 これ らの

項 目を中心 にして公文書管理システムを構築できるであろう。すなわち、この鑑 に記載さ

れている項 目を索引 としたデータベースを構築 して、実際の文書を光ディスクにイメージ

として登録すればよい。必要に応 じ、検索用のキーワー ドを設定することも有効である。

公文書の鑑 に記載され る項 目の例 として表1・4の ようなものがある。

表1-4公 文書の管理項 目

項 目 内 容

分類記号 当該行政機 関内の文書の分類体系。 これらを定型化 しておけば、 この分類

記号 を入力することによって、担 当課 の大分類、中分類、小分類や保存年

限、情報公開区分等が 自動的に設定できる。

文書番号 担当課、受付番号等 が付記 され、これによって文書が光デ ィスク ・システ

ムに登録され、検索 される。

件名 文書のタイ トル。これか らキー ワー ドを抽出するか全文をキーワー ドにす

ることによって、光デ ィスクに登録 した文書を検索する。

発受信管理 発信年月日、発信者、相手先等が管理 され る。

保存管理 保存年月の起算月 日。保存年数。保存場所。廃棄の可否。

情報公開区分 公開、秘、一部秘、時限秘等の区分によって管理。

これ らの項 目をデータベース化 してお くことによって、必要な公文書の検索が可能であ

るし、以下のような管理簿の作成、更新を自動的に行 うことも可能であろう。 これ ら機能

はまさに、文書管理のライフサイクル管理 をシステム的に実行することをサポー トするも

のに他な らない。

*基 本分類 ・文書分類表

*受 付簿

*送 付文書一覧表
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*文 書保存台帳

*文 書索引台帳

*情 報公開 リス ト

*廃 棄 リス ト

2-4電 子文書管理 システム

長い期間、マニュアルベースで行われてきた文書管理が、最近の情報技術の進歩 、特 に

媒体技術、パ ソコンの普及、庁 内ネッ トワークの敷設 とい ういわゆる、情報インフラの整

備 によって、電子的な方法で効率化 を図 ることの可能性が急速 に高まってきている。

(1)コ ンピュータによる文書管理 システムのパターン

全庁的な文書管理 システムを構築 し、 日常的な文書事務 を管理す るとともに、情報公開

の開示請求等にも対応 しようとす るとなると、組織内の情報イ ンフラの整備状況が問題 に

なる。全庁的な文書管理システムといっても、各課における日常的な管理、利用が前提 で

あ り、そのためには、手元 において文書管理 システムが利用できることが要求 され よ う。

そ うしない と、その文書管理システムの維持、運用はできないこととなる。特 に、文書 の

登録がモ レなく適切に実行 され るためには、各課の積極的な参加 、協力が必須であること

か ら、手元で利用できる端末 とそれ らが全庁的にネ ッ トワーク化 され ていることが必要で

あろ う。各省庁においては、本省庁 レベルでの1人1台 のパー ソナル ・コンピュー タとそ

れ らがLANを 介 してネ ッ トワーク化 されているとい う環境が整いつつある。 まさに この

省庁内ネ ッ トワー クを活用 した文書管理システムの構築の可能性が高くなっているので あ

る。 コンピュータを活用 した文書管理 システムを構築 している行政機関の事例 には、以下

のよ うなパ ターンがある。

① 従来のメイ ンフレームアーキテ クチュアに基づ くシステム

初期の段階でのシステム化であるため、現在の技術の水準か らやや 旧式になってい る

とされ 、公文書の入力 、蓄積 にかな りの労力が費や され る とい う問題やシステムへの

負荷が大きい とい う事情がある。結局、文書全体をシステムに入力 し、管理す るので

はなく、コンピュー タによる蓄積、検索対象の文書を制限することにな る。
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② 光ディスクを活用

行政文書の大半がアナログであることに着目して、文書 をイメー ジ情報 として蓄積する

ことによって、入力の負荷を軽減す るとともに、コンピュータ機能 を活用 して、管理、利

用 している実践的な事例である。ただ し、大半の行政文書がコンピュータ機能 を活用 して

デ ジタルで作成され、電子媒体に蓄積 され、電子媒体、ネ ットワー クで伝達されるように

なると、 この光ディスクは必然ではな く、む しろ過渡的な ものになる。あるいは、大量の

文書で、保存期間が過 ぎ、なおかつ公文書館等で保存するような文書の蓄積方式としては、

その容量の大 きさ、蓄積の容易さか ら有効な方法であろう。

③ 最近の情報技術を活用 した電子文書管理 システム

国の行政機関の本省庁部局では、1人1台 のパソコンとそれ らがLANで 接続 されてい

るという情報インフラが整備 されて きてお り、この環境 を活用 して省庁内の文書管理 を電

子化 しようという方向にあ る。

(2)電 子文書管理システムに要求され る機能

電子文書管理 システムは、 ファイ リング ・システムの支援 システムとして、文書の発

生か ら廃棄までの一連の作業 をコンピュータで管理するとともに、組織内の情報利用の拡

大、情報公開制度運用への対応等を 目的とする。文書管理 システムに要求される主な機能

は以下のとお りである。

① 文書の一元的管理

組織において作成され、収受される文書は、その後、登録、利用、更新、検索、保管、

保存、廃棄へ と一連のいわばライフサイクルをもっている。文書管理システムはこの文書

のライフサイクルを一元的に管理す るものでなければな らない。例 えば、検索機能が充実

すれば、他部局や他機 関か らの利用要請に対 して文書の存在 ・不存在の正確 かつ迅速な

回答ができるであろう。その外にも、保管 ・保存 ・廃棄も必須の機能である。例えば、保

管機能は従来の保管箱 とい う物理的な保管か ら電子媒体による保管へ移行すれば、保管場

所 を探 し歩 くという手間も不要にな る。また、保存年限の適正な管理は不要な文書の保存

を排除することがで き、そのことによるスペースの節約は職務環境の改善にもつながる筈

である。
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上記の 目的を達成するために、文書1件 毎 の管理を基本 としたファイ リング ・システ

ムをコンピュータ化 している例 がある。この ことによ り、文書の検索が容易にで き、保管 ・

保存が正確かつ簡易に行われ、保存 ・廃棄 リス トの作成が能率的に行えることとなる。 こ

の1件 管理は、従来の ファイ リング ・システムの延長であ り、定着が容易であるという結

果がでた。また、この1件 管理は、文書の保管 ・管理 にとどまらず、情報公開制度の運用

において も、 「文書 目録」の作成や、文書の存在 ・不存在の正確な回答、迅速な検索 とい

う面でもメ リヅ トが期待で きる。

② 文書の管理情報の入力

地方公共 団体の規模 にもよるが、発生 する公文書等の量は膨大 であ り、これ ら文書 を

システムへ入力する作業量 も大 きな負担 となることは間違 いない。この入力作業 をどこで

行 うかも重要な問題 である。すなわち、文書が発生 し、それを第一義的に管理する各原局

課で入力するのが普通であ り、入力の ミスやモ レも比較的少ないことが想定 され る。 しか

しなが ら、公文書は組織全体 で統一された方法によって管理されなければならない。いわ

ゆる、情報の入力は分散で、管理は集 中的なシステムが必要 とされることとなろう。

文書が発生(収 受、発信、起案)し た時点で、各課が1件 毎に入力す るという方式 を

採用 し、各課に文書担 当者 を配置 してお り、この担当者 を中心に して、場合 によっては起

案者が入力する。文書 自体が作成、収受か ら一定期間各課の管理にあることか ら、各課 に

おいても担当者が設置 され ることが必要である。入力情報の確かさが文書管理 システムの

成否を決めることとなることは間違いない。 したがって、何処の誰が何時 どの情報を入力

するのかが先ず重要な問題になる。 また、その作業が継続的に、間違いな く実行 されるこ

とが保証されなければな らないのである。通常、文書を作成 し、収受する原局課が第一義

的な入力責任を持つのが適切 であるとされ る。そのために、省庁全体の文書担 当者だけで

はな く、各課に文書情報の入力を行 う担当者を任命 し、責任をもたせる方法も考え られ、

実際に配置 している例がある。

③ 入力項 目

入力項 目として、想定されるものは表1-5の とお りである。

入力項 目の書誌的事項の基準は容易に設定で きる し、それを遵守 して入力作業が各課

で実行されることは期待で きるが、項 目によっては、各課での作業が不揃 いにな った り、
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遵守が困難になった りす る可能性 がある。

表1-5電 子文書管理 システムに入力 される項 目

項 目 備 考

課所 コー ド

年度

文書番号 文書管理台帳の整理番号

文書種別コー ド 文書の保存年限区分

保管種別 コー ド 完結後、各所属課所に保管か否かの区分

施行年月日 文書に施行年月日が記載されている場合

中期計画コー ド 県の中期計画該当文書の場合

公 開 ・非公 開 コー ド

非公開理 由コー ド

解除年月 日 非公開の解除年月日

件名 文書の件名

抄録 300字 以内にまとめた入力文書の内容及び趣 旨

キー ワー ド1 ファイ リング ・システムにおける各課所のファイル

基準表のガイ ド、フォル ダー名

キー ワー ド2 検索用の任意に設定 されるキー ワー ド

④ 抄録作成

文書の抄録は適切に作成 されていると極 めて便利であることは間違いないが、その作成

作業は意外 と大変である。文書の300字 以内の抄録 を作成 している例があるが、この抄

録作成はいわば、各課 にとっては通常の文書作成、管理作業に対す る追加的なものであ り、

これを長期にわたって維持す ることは大変な ことであると考え られ る。確かに、各文書の

抄録が検索システムで容易に画面表示 されることは、組織内における情報の相互利用や情

報公開担当窓 口の担当者や開示請求者に とって極めて便利であるが、それだけにこの抄録

を、全文の内容を適切 にまとめ、表現 したもの として作成す ることが要求 され るし、それ

が各課にとって負担になるとい う関係になろ う。

⑥ キー ワー ド入力

登録 した文書 を検索す る際に重要になるのはキーワー ドである。文書名や件名があ らか

じめ分かっている時は検索が容易であるが、事項によって検索 しよ うとするには、キー ワ

ー ド検索が有効であることは間違 いない。 しか しなが ら、このキー ワー ドの設定がまた、

困難な作業になる。書誌的事項のよ うに半ば、自動的に設定できる事項 と異な り、 どの言
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葉をキー ワー ドとするかは作業者の判断に拠るところが多 くなる。 これ ら設定 されたキー

ワー ドの適否が、該当文書の検索を左右するだけに重要かつ困難になるという事情は抄録

の場合 と同様である。 しか しなが ら、実際は存在するのにもかかわらず、キーワー ドの設

定が不適切であることによ り当該文書にアクセスで きず、 「不存在」にな りかねないだけ

にむ しろ、抄録の場合よ り、問題は大 きくなる可能性がある。

⑥ 文書の検索

文書管理 システムに登録された文書は、文書名、分類コー ド、登録年度、文書コー ド等

から検索 できるようになっていなければな らない。さ らに、コンピュータ ・システムによ

る文書管理 システムのメリッ トとして、これ ら書誌的事項か らの検索だけではな く、キー

ワー ド検索 も可能 になる。 しか しながら、 このキーワー ドの設定がそれほど容易ではない

のである。キー ワー ドの設定の是非で、文書検索の適切さが決 まるのである。キーワー ド

が文書の内容を適切 に表すようなものでなければ、検索か らもれて しまい、開示請求の場

合でいえば、不存在 になって しまうのである。キーワー ドの設定の基準をあ らか じめ、 ど

の程度作成で きるかが1つ のポイン トになるが、 この基準 も万能ではないであろう。文書

を全文入力にすれば、キーワー ドの設定の手間が省け、検索モレという問題 もな くなるが、

今度は大量の文書の全文入力は経費、労力の点で問題になる。全文入力 とキーワー ドによ

る検索の選択は文書量 との トレー ドオフの関係にあるのであ る。

⑦ 対象文書の設定

入力対象文書 としては、本システム稼動後 に発生 した台帳、帳簿等 を含むすべての文書

である。ただ し、資料 として入手 したパ ンフレッ トや機関紙等の軽易な ものは対象外 とし

ている。対象 となる情報は、原則 として5年 以上の保存を要する公文書を中心 とし、その

他、県政資料情報及び公聴情報等 としている例がある。情報のシステムへの入力に労力が

必要 とされることか ら、入力 して短期間で廃棄 となるような文書は、システムに蓄積 して

検索することはせず、手作業で探すこととなる。

⑧ 文書管理基準表の管理

ファイ リング ・システムにおいては、登録する文書に、登録先のガイ ド及び フォル ダ

ー番号 を付 す必要があるが、ファイ リング ・システムの延長で構築 し、利用 され るこのシ
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ステムにおいて、その基本的な機能を具備 しなけれ ばならない。 このため、文書分類表、

課所 コー ド等の文書管理基準表を作成 し、各課毎にその年度に使用す る文書管理基準 をあ

らか じめ、設定、登録 してお く方式を採用 してい る。そのことによって、入力作業の能率

化、正確性の確保 を期 している。

年度途中で当初、想定 していなかった文書が発生 した場合は、ガイ ドやフォルダー名 、

番号をオンライ ンで追加登録できるよ うになっている。 これにより、庁内で発生する文書

は文書管理基準表 に従 って、確実に登録 され、適切 な文書管理が可能になる。

⑨ 管理基準表による文書管理

現在、地方公共団体にお けるマニュアル による文書管理では、文書管理基準表の利用

が普遍的である。 この基準表 によって、文書の発信者、分類付 けや コー ドの付与、取扱区

分(秘 、公開 ・非公開等)、 保管 ・保存の条件等、文書管理の基本的作業内容が規定 され、

いわば、文書管理 の基本台帳のよ うなものである。 この基本台帳的な機能は、文書管理シ

ステムにおいても当然、必要 とされる し、システムによって この基準表に基づ く文書管理

がさらに効率的にかつ適切に実行 され る必要がある。

⑩ 入力後の文書管理

各課において収受 された文書は、文書担当者 によってター ミナルか らホス ト・コンビ三

ー タへ入力 され る
。この入力処理後、端末側のプ リンターに、 「文書処理カー ド」と、 「文

書発収縛」が出力 され、それ らは当該文書に添付 され、文書収受の決裁 を受けることとな

る。

起案文書は、起案者が起案年月 日、文書分類、文書名、件名等 をター ミナルか ら入力 し、

そのプ リンターから起案用紙が出力 され、その後 の起案、決裁過程で使われ る。 このよう

に、起案段階か ら文書を登録す ることに したのは、文書の登録漏れをな くす ことにある。

この段階において登録 もれがあると、後にそれ を探 し出 し、登録す ることは極めて困難に

なるおそれがある。

⑪ 保管 ・保存 ・廃棄管理

組織内の文書は原則 として、それ を作成 した課において保管 し、一定期間が経過 したも

のについて、集 中的な保存担当部門へ送ることとなっている。 したがって、現在或 る文書
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が何処に存在す るかについて探索する際に、上記の検索 システムは重要な役割 を果たす こ

ととなる。登録か ら一定期間を経過 して保存へまわった文書の所在管理 を行 うとともに、

当該文書の保存年限を過ぎた時点で廃棄を行 うとい う一連のプロセスを 自動的に処理する

機能が必要である。従来は、保存文書の管理は、毎年度の文書整理期間に、 「保存箱カー

ド」に保存文書を登録 して行 っていた。 これを新 しいシステムでは、保存す る箱 の番号を

フォルダー単位にター ミナルの画面か ら直接、入力する方式を採 っている。これに よって、

毎年度、文書担当者がまとめて保存箱に文書名 を手書きす る手間が省 けるよ うになった こ

と、文書を探す場合に、文書名から保存箱の番号が容易に検索できるとい うメ リッ トがあ

る。

また、毎年度 の文書整理期間に、 「保存箱」 に物理的 に整理 ・保存 されてきた文書を

コンピュータによる文書管理システムでは、ター ミナルか ら廃棄処分の命令を打ち込むだ

けで消去できる。場合によっては、 この廃棄命令 を出さず に、期限がきた時点で コンピュ

ータに自動的な消去処理を行わせ ることも可能 である。 しか しなが ら、公文書の廃棄は慎

重 さが求められ ることから、 自動処理は リスクが大きいかも知れない。いずれ にして も、

コンピュータ処理による文書管理において、セキュリテ ィの必要性がでて くることとなろ

う。

(3)新 しい文書管理事務

上記の ような新 しい文書管理システムによって、従前の文書管理事務は変更 され なけ

ればな らない こととなる。主な変更点は以下の とお りである。

① 発収簿

文書登録処理 を行 うことによって、発収項 目が記録 されることか ら、それ をプ リン ト・

アウ トすれば、発収簿 とな り、今までの手作業が省力化 され る。また、起案文書の登録 も

発収簿に記載 され、文書の登録モ レが防げることとなる。

② 起案

起案書は手書き を廃止 し、起案文書 を登録 した段階で、起案書兼文書処理 カー ドを打

ち出す ことによって、起案文書の登録モ レを防ぎ、すべての文書の利用要求、開示請求に

対応できることとなる。
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③ 廃棄処理手続

廃棄等対 象文書 が システ ムか ら自動的 に打 ち出され るので、 各課は それ を確 認 し

て、ター ミナル か ら置 き換 えた り、保存 した り、廃 棄 した りの指 示が で きる。 これ

に よ り、 従来 か ら使 われていた保 存箱 カー ドは廃 止 し、 文書基 準画面(文 書 番号等

が表示され る)、 文書照会 画面(保 存場所 が表 示 され る)で 処 理がで きるよ うにな

った。

④ 文書検索

各部局か ら、庁内の文書、情報の相互利用や情報公開のための窓口等 に端末を設置 し、

上記の入力情報のキーワー ドを利用 して文書が検索で きる。

(4)シ ステムの拡張

電子文書管理システムは、単 に文書の管理 を行 うだけではな く、今後は、文書を情報 と

してとらえ、行政施策の策定に利用することにしてい くという考え方があ り、今後はその

目標に向けて、システムを拡張 してい くことが必要である。特に、統計情報 については、

情報が既 にデジタル化 していることか ら、これ ら、情報 と文書管理システムへの入力 との

関係が未だ確立されていないこと、 また、この統計情報の文書管理への入力の範囲につい

て も選択の問題が残っている状況にあ る。

これ ら公文書の閲覧 という形態での公開に加 え、公開 された情報 を利用 し易い形で提

供することを促進 する必要があろう。 また、情報公開の手続 による開示請求を待たず、国

民 にとって重要で、役 に立つ情報を積極的に広報、提供 していくことと、そのための仕組

みの構築も今後の課題であると考え られる。

① 情報の蓄積方法の多様化

光デ ィスク ・ファイル ・システムを活用 して文書をそのまま入力 し、ター ミナルから検

索できるようになっていたが、実際は光デ ィスクへ入力する文書の範囲が不明確であると

いう問題がでてきた。電子文書管理 システム以前の原本や台帳は光デ ィスクへ入力するこ

とが多いが、全文書を光ディスクへ入力するのも無理がある。一方で、庁 内では最近、ほ

とんどの文書がワー ドプロセ ッサやパー ソナル ・コンピュータで作成されてい る状況があ

り、これ ら既 に電子化された情報の入力 と併せて、総合的な文書管理システムの構築を図
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る必要がある。

このよ うな ことか ら、文書 を光デ ィスクヘイメージ として入力 ・蓄積す る方法 と、庁

内で作成 され るワー ドプロセ ッサ等 のデジタル情報を適宜、使 い分 けられ るシステムの構

築が必要 となろう。

② 操作性の向上

最近の ウイン ドウズ環境では、 さらにユーザフレン ドリーな画面構成 による使 いやす さ

が追求 され る。特に、文書情報の入力、検索、照会等が画面 を通 じて簡単にで きるように

す る必要がある。 この画面を使 うことによって、コンピュー タ技術 を要せず、 しかも誤 り

が少ない入力、検索ができ、どの部局のだれでもが簡単に操作 し、情報 にアクセスできる

ことが求められるのである。

③ 端末か らの操作

以上の一連の文書管理は基本的にはター ミナルか ら実行で きるようになっている必要が

ある。 さらに、最近の情報技術では画面による操作が主流になってきてお り、 この機能 を

活用すれば、専門的な情報技術 を必要 とせず、文書管理 システムの利用ができるし、その

よ うに設計 されなければな らない。特に、文書情報の入力は各原局課において実行 され る

必要があることか ら、この画面操作 による簡易な操作性 を確保す ることは重要である。

(5)電 子文書管理 システム構築上の課題

情報技術 を活用 した文書管理システムの構築は、省庁内の情報インフラの整備が進み、

現実的になってきた。システム構築 において検討すべき課題は以下の とお りである。

① 情報 の蓄積媒体

情報公開用のシステムに文書を蓄積す る際に、その文書の量にも拠 るが、 どのよ うな媒

体 を利用す るかが判断 されなければな らない。そのために全文デジタルデータかイメー

ジ ・データの選択肢があるがまた、両者の混合 したシステムも例がある。それぞれに特徴

があ り、 どちらを採用す るかは、その後の情報公開文書管理システムの運用、維持の容易

さに大きく係わって くる。
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② デジタル ・データとして蓄積

組織内に既 に設置されているホス ト・コンピュータかサーバーに対象文書の情報 を全文

デジタル化 してデータベースへ入力す る方式である。 この方式に拠れば、全文が検索の対

象 とな り、キーワー ドの設定が不要にな り、検索モ レがな くなるとい うメリッ トがある。当

然、処理スピー ドも早 くなる。 しか しながら、文書によってはボ リュームが大きく、全文

を入力することは事実上不可能か、非効率であるものがあろ う。特に、資料や報告書等は

全文入力には馴染まない ものが多い筈 である。一方において、最近は大半の行政機関にお

いて起案文書、その内容がワー ドプロセ ッサやパーソナル ・コンピュータで作成 されてお

り、 これ らを活用すれば、デジタル ・データとして全文デー タベースの構築へつなげるこ

とが可能になってきている。

③ イメージ ・データ として蓄積

最近、光ディスクの容量が急速に大 きくなってお りまた、検索システムも充実 してきて

いることから、これを活用 した情報公開のための文書管理 システムの構築がかな り有効 に

なってきている。情報の入力には、デ ジタル ・データのよ うに1文 字つつ入力す る必要が

ないため、特に、大量の文書を入力 ・蓄積す る方法 としては適切であろ う。検索システム

は、光デ ィスク ・ファイル ・システムに内蔵 されてお り、この機能 を使 えば、通常のキー

ワー ド検索は可能である。 しか しなが ら、この光ディスク ・ファイル ・システムの場合は

スタン ドアロン ・システムとな り、既存の他の情報システムやデー タベース との関連は図

れないこととなる。

④ 両者の組み合わせによる蓄積

上記2つ の方式の特長 を併せ活用す る方式 も考 えられ る。対象文書の全文をデジタル

化 して入力す るのは無理であるが、データベースに関 しては従来の文書管理 システムとの

連携 を図 りたい とい うよ うな場合、この混合システムの採用が考え られ る。すなわち、ボ

リュームの多い文書の本体は光ディス クヘイメージとして入力 し、文書管理用の項 目を組

織内に既設のホス ト・コンピュータ又はサーバー上に構築するのである。 このことによっ

て、例えば、入力項 目の うち、抄録やキーワー ドをホス ト・コンピュータやサーバーのデ

ータベースへ入力できる し
、組織内の文書全体の管理 システムへ拡張できるであろう。
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⑤ 文書管理 との関係

一般的に組織内で発生 し
、収受する文書は大量であ り、これ らを文書管理のためだけに

システムに入力するのは非効率である。また、システムの開発、維持に必要な経費、労力

に比べ、システムによる文書管理の効果はそれほ ど期待で きないという問題もある。元々、

文書管理システムは、内部の管理の適正化 を目標 とするとともに、内部 における情報利用

の円滑化を推進することや、外部への閲覧 ・提供への便宜を図るという目的を持つもので

る。さ らに、保存 され る文書の管理特 に、廃棄についてもシステムで管理することによっ

て適時に誤 りな く処分できることとな り、組織内の文書の適正な管理が保証 され ることと

なる。

また、組織 内の文書管理方法や文書事務の流れも、文書管理 システムの導入によって大

きく変わることが想定 される。例 えば、文書管理システムの導入にともなって、起案段階

において文書をあらか じめセンターのシステムへ登録 する方式 を採用する例があ るが、 こ

れは従来の文書作成 ・管理方法か らは大きな変化である。

⑥ 文書規定の改訂

文書管理 システムが構築 されると、既存の文書管理事務 の流れに変更がでて くること

は当然であ り、そのこと長い伝統 を有するいわゆる、文書管理規定 の改訂を必要 とする

こととな ろう。発収縛の作成は、文書登録 によって自動的に実行され ることにな る し、

起案文書は、作成前 の段階で登録 し、 システムから出力され る用紙 に記載 することにな

る。また、文書の保管、保存、廃棄 もシステム上か ら自動的に指示が表示され る等、従

来の事務 の流れ とは大 き く変わ り、 そのための従来の規定 も改 訂が必要 となろう。公文

書は適切、厳密に管理 されなければな らない し、必要に応 じて容易 に検索 されなければ

な らないか らである。

⑦ 情報の更新/改 ざん

公文書の場合、決裁 ・供覧が終了 した後の変更は比較的少ない という特徴がある。場合

によっては、変更 自体が許されない。このことは、文書管理 システムの情報の追加、修正、

削除等の作業は特定の職員に権限 を与え、責任 を持たせて行 う必要があ り、また、そのた

めにパスワー ドの設定、管理が重要になることを意味 している。このようなセキュ リテ ィ

をシステムに導入することによって、不用意な変更や意図的な改ざんを防 ぐことができよ
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う。例 えば、廃棄処分対象の文書の廃棄 日時を誤 った り、廃棄文書 自体を誤 ると、未だ存

在 しなければな らない文書を、消去 して しま うこととなる。

これ ら廃棄処分をシステム上で容易 にできるようになるだけに、今 まで以上の注意が

要求 されることはもちろん、そのよ うな処分をできる職員の限定をシステム上で適切にで

きなければな らない。特に、今後、庁舎内のLANに よって各課がネ ッ トワー ク化 され、

これが文書管理システムと連動す ることは当然 になると考えられるが、 この場合、多 くの

端末か ら文書へのアクセスが容易にな り、それだけに不用意な又は権限を有 しない職員に

よる情報の変更が行われ る危険性が高まることになる。

⑧ 文書の所在情報

行政機 関が保有 している情報資源 は民間では収集で きない価値があるものが多い とい

われなが ら、従来、利用請求件数がそれほど多 くないとい う理由の1つ に、当該行政機関

にどのよ うな情報が保有 されているかが不明であることが挙げられてい る。また、利用請

求があ り、行政機 関側で探 したが、該 当文書は不存在であるとい うことが判明 したとい う

非効率なケースもあろ う。

これ ら問題 の解決 として、当該機 関が保有 している文書 の一覧が容易に閲覧できるこ

とが望ま しい。 しか しながら、 この場合、当該機関に存在す る文書の所在情報が適切、完

壁 に作成 されていることが前提にあ る。

この所在案内システムの構築 、情報の更新は、文書管理システム と連動 して、登録、

更新、保管 ・保存、廃棄等の記録が 自動的に行われるようにしておかないと、運用を維持

することが困難であ り、更新モ レや登録モ レが発生 し、所在情報の信頼性に問題 をもた ら

す こととなるだけに重要である。

⑨ 全庁的 な情報管理システムへの展開

文書管理 システムが、庁内の公文書の管理に とどまっていたのでは、費用対効果の面で

十分ではないことは容易に推測できる ところである。 したがって、 この文書管理システム

を、公文書の利用 ・管理、情報公開への対応か らさらに、庁内の情報資源の有効利用へ と

発展 させていく構想が必要 とされ る。多 くの地方公共団体で、既 に統計情報 を含め様々な

データや情報がコンピュータ処理 され、蓄積 されている筈である。 これ ら情報資源を行政

運営の効率化や施策の適正化に有効に活用するこ とが必要であろ う。



最近の情報技術 によってハー ドウェアの価格が低廉化 し性能は向上す るというユーザに

とって望 ましい状況へ向か っている。 また、ネ ットワークの構築が安価で容易にで きると

いうのも最近の情報技術の成果であろう。これ ら技術動向を、庁 内の情報イ ンフラの基盤

整備 に活用する方向で各省庁の情報化が進みつつある。このことは、文書管理 システムも

この情報基盤を活用 して組織 内の情報資源総体の利用 ・管理 という観点か ら構築 され る可

能性 が高 まっているのであ る。

この ような統合情報システムの一環 として文書管理 システムを構築 する際には、既存

のデ ジタル ・デー タがベースにな っている部分 との融合が うま く図 られ る必要がある。

特 に、行政機関の場合、 このデ ジタル ・デー タと文書 を中心 とするイメー ジ ・デー タの

混在は避 け られないと考 えられ ることか ら、両者の特徴 をうま く活か したシステムの構

築が望 まれ る。

⑩ 光デ ィスク ・ファイル ・システムの活用

大量のイメージ ・データをシステムへ入力す るとなると、全文 をデジタル ・デー タで

入力するよ りは、テキス ト部分は光デ ィスクへ入力 し、検索用のデータをデジタルで入力

する方式が考慮され るべきであろう。全庁 的なシステムとして構築する場合には、 この光

ディスク ・ファイル ・システムをスタン ドアロン ・システムではな く、庁内LANを 経 由

したサーバー ・マシンと連携 したシステム として構築される必要がある。

従来 はこの光デ ィスク ・ファイル ・システムはどちらか というとスタン ドアロン的に

使用 され ることが普通であ ったが、最近では、この光デ ィスク ・ファイル ・システ ムを

組織内の情報の構築の中心に据え、 ここの情報資源を組織全体で有効活用する という、

いわばグルー プ ・ウェアの概念 も具体化 しつつある。注 目すべ き技術動向であろうと考

えられる。

一方で、各省庁及び地方公共団体 において最近、ほ とん どの文書がワー ドプロセ ッサや

パーソナル ・コンピュータで作成されている状況があ り、これ ら既 に電子化 された情報 と

文書管理 システムで管理 され る情報 との連携も重要な課題 の1つ である。理想的には大半

の情報がデジタル ・データ として作成され、それ らが 自動的に文書管理 システムへの入力

デー タになるのが望ま しい。光ディスク ・ファイル ・システムによるイメー ジ ・データと

しての管理 と、デ ジタル ・データと しての文書管理システムの混在は当分は避け られず、

両者の棲み分け、調和が求め られよう。
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⑪ セキュ リテ ィ

文書管理 をシステ ム化 し、作成 、登録、検索、更新 、保管、保存、廃棄等 をター ミ

ナル等か ら自動 的に実行で きる環境 がで きると、文 書管理 が容易 になる反面、 安全性

の確保が重要な課題 にな る。特に、公文書 の場合 には厳 重に管理、保管され なければ

な らない し、不用意な流失、滅失、 変更、追加、消去 又は悪意 の改 ざん、消去 、変更

等 が起こ らないような系統 的な システム、手続が必要 であ る。さ らに、庁 内LANに

よる文書管理 システムの活 用 となれば、 システ ムの安全性 に加 え、ネ ヅトワー クのセ

キュ リテ ィも必要 にな る。特 に、 ネ ッ トワー クの場合、庁 内のネ ッ トワーク ・セキュ

リテ ィよ りむ しろ、外部 ネ ッ トワークか らの不法 な侵入 とい う、 よ り大 きな問題 が発

生す る危険性 があ る。

⑫ 電子媒体による開示 ・提供

情報公開が本格的に機能 し、国民等か ら開示請求が多 くなることは想定 され るし、 そ

れが情報公開法制定の狙 いでもある。開示請求件数が増加 し、開示 された情報の利用方

法 も多様化するにつれ、従来 のような紙 による閲覧、複写では対応できない事態が早晩

くると考え られる。それでな くとも、現在、複写料金が高 く、開示 された情報の入 力を

断念するという事態が生 じてお り、 この問題は折角の情報公開制度 を導入 して もその趣

旨が活かされないということにな りかねない。

このような問題の根本的な解決は、電子媒体 による情報の開示、提供の推進が一番有

効であると考え られる。 しか しなが ら、 このためには、各省庁で保有 され る開示対象の

文書の大半が電子化 されて管理されている必要があ ることはいうまでもない。既 に述べ

たように、多 くの行政機関でワー ドプロセ ヅサやパーソナル ・コンピュー タの普及 が進

み、大半の文書が電子媒体上 に作成されている状況は、今後の情報公開の電子化 に期待

をもたせている。逆 にいえば、各省庁 の行政機 関側 はその期待に応える必要があるとい

うこととなる。

⑬ 所在案内システム

現在、情報公開制度が導入されたが、開示請求件数が多 くないという状況がある。この

ことの理 由の1つ に、当該行政機関がどのような情報 を保有 しているかが不明であ るとい

う点が挙げ られている。請求側にあ らか じめかな りの情報や知識がないと行政情報の開示
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請求ができないという状況である。この案内システムによって、請求側は どのような情報

がどこに存在するかをあ らか じめ知 ることができ、無用な開示請求 を行 って不開示の回答

を得 るという無駄 を省 くことができよう。また、この案内システムに登録 されている文書、

情報 については逆に、行政側は不開示回答をだせないことにもな る。

この種の所在情報案内システムは、必要性がいわれなが ら成功例が少ないものの1つ で

もある。所在案内システムを本体の文書管理 システムと別個 に開発、運用 するのではな く、

文書管理 システムの運 用の中で自動的に作成、更新 されなければな らないのであ る。例え

ば、文書管理システムへの登録 が、同時に所在案内システムへの入力になるという仕組み

が求め られよう。

⑭ ネ ッ トワー クの活用

行政機 関の文書、情報がネ ヅ トワークを介 して、企業や家庭 か ら直接 アクセスで き、

入手できるというのが、理想であ り、ネ ッ トワーク社会の進展、情報基盤の整備 が進む中

で可能性がある筈である。行政機関における文書の大半が電子化されてお り、情報技術特

に、庁内LANを 介 して利用されている場合に、そのネ ッ トワークの延長上に外部ネ ッ ト

ワークがあれば、そこからアクセスすることは困難ではないのであ る。問題は行政機関内

のネ ッ トワークに直接 アクセスする場合のセキュリティであろう。

この問題に対 する技術 的な検討は、さらに推進 されなければな らない。 また、技術 的

な解決の方向に加え、 ネッ トワークそのものを分離 して、国民等がアクセスで きるネ ヅ ト

ワークを別に構築することも検討され るべ きであろう。また、現在は多 くの商用パ ソコン ・

ネッ トワークが普及 してお り、インターネ ットのユーザ も急速に増 ええている状況にあ り、

これら既存のネ ットワークを活用する方法も考慮 されるべ きであろう。

2-5グ ループウェアの活用

(1)文 書管理におけるグループウェア

パソコ ンが個人的な利用か ら事務の効率化 の主役 になるには、それ 自体の性能ア ップ

とともに、 このパソコ ンを活用 したアプ リケーション群の登場 が背景にあ る。これ らのソ

フ トウェア群は、従来 のメインフレーム環境下のアプ リケーションと異な り、エ ン ド・ユ

ーザ向けにパ ッケージ化 され、学習 し易 く、使 いやすいもの となっている点に特徴があ る。

主なアプ リケーションとしては、文書作成、表計算、デー タベースの3つ が挙げ られ、
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最初の段階では、 これ らの ソフ トウェア ・パ ッケージの大半はスタン ドアロンで利用 され

ていた。LANの 普及 ・定着 に併せ、 これ らスタン ドアロンのアプ リケーシ ョン ・ソフ

トウェアとは別に、IAANネ ッ トワー ク上で共有 される統合アプ リケーシ ョンの製品化、

いわゆる、グループ ウェアの普及が始まっている。

組織にお ける事務 処理においては、文書の作成、伝達、更新、利用 、保管、保 存、廃

棄 とい う一連の文書管理が、作業の多くの部分 を占めることか ら、 これ ら作業を トータル

に管理す るシステムが求め られるようになり、組織内の情報インフラの整備 とあいまって、

グループウェア ・ソフ トウェア ・パ ッケージが、組織内における文書管理の効率化を推進

す る上で、有効な機能を提供するもの と期待 され、利用が進み始 めている。

(2)グ ループ ウェアの主要機能

グループ ウェアは事務処理に必要な複数の機能を統合 した ソフ トウェアであ り、個人

的な利用にとどま らず、組織 における様々な資源 を有効利用す ることを目的 としている。

行政機関における事務処理の要である文書管理に関連す るグループ ウェアの主な機能は以

下のとお りである。

① 電子メール

行政機関において手元にパ ソコンが存在 し、それ らがLANを 介 して相互に接続 される

とい う環境が整備 されるに至って、この電子メール機能が急速に普及す ることとなった。

電子メールがグラフィカル ・ユーザ ・インタフェースを活用 し、いわゆるエン ド・ユーザ

に とって操作 し易いもの となった ことも普及に拍車をかけた といえよ う。

行政機関における情報流通、情報利用の主要な部分を占めている文書(テ キス ト、メ ッ

セージ)の 伝達は、従来のコンピュータ化で取 り残 されてきた一番重要なものであった と

いってよい。 このテキス ト伝達を簡易にサポー トして くれ る電子メールがその使いやす さ

も相まって、普及す る素地は十分あったとい うべきであろう。最近では、マルチ ・メデ ィ

ア技術の進展に併せ、テキス トだけではなく、画像データや表計算用の ワークシー ト等、

コンピュータのファイル として保存 されている情報をテキス トに添付 して送受できるよ う

になっている。 さらに、電子 メール を相手のファクシミリ端末に出力 した り、電話の音声

として聞 くことができる機能 を提供 している製品もある。 この よ うな機能 と簡易 さを併せ

持つ電子 メールが特定グループ内の情報伝達に とどまらず、イ ンターネ ットを介 して国際
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一
的な規模で利用され るに至ったのも当然であろう。

各部局、各省庁 内で閉鎖的にな りがちな行政機関で、電子 メールによる情報伝達、交流

が円滑化 される効果は大 きいと考えられる。電子メールのメ リヅ トは、水平、垂直の情報

伝達を容易に行えることにあ り、距離、時間の制約か ら解放 され るというメ リヅ トがあ る。

特に、上意下達の組織構造になっている行政機関では、本省庁 か ら一斉に情報が伝達され

ることが多いが、この場合電子メールの一斉 同報機能 を活用すれば、容易に情報伝達がで

きる。受信 した側でも、当該文書、情報に処理 を加え中央 に返送することが多いことか ら、

これ ら情報伝達 を電子情報で行うことのメ リットは大きい筈である。

部局間、省庁間の情報交流もこの電子メール機能で促進され る。現在、霞が関地域では、

紙 レベルの各省庁間文書交換が行われているが、 これに加 えて、電子メール機能 を活用 し

た電子文書交換センターの構築が進められてい る。情報流通は各省庁間にとどまることな

く、官民の情報流通にこの電子メール機能を活用することも考えられ るべ きである。

② 電子掲示板機能

電子メールが特定の者に宛て られた情報伝達であるの と対照 的に、電子掲示板は相手を

特定 しない情報伝達機能 を提供するものであ り、グループ内で共有されるべ きメッセージ

を簡便に知 らせ る方法 として普及 している。掲載の容易さ、掲示内容の即時性、掲載内の

分類等による読む側 の便利 さ等か ら、パソコンの普及の進展に伴い、電子メール と併せ普

及拡大 しつつある。従来の掲示板は見 る側の利便性のためには、複数箇所に掲示 しなけれ

ばならない。掲載文書の複数作成、掲示、短期更新の不便 さ等があ り、あ まり有効 に活用

されていない状況 にある。結局、紙による文書を多 く作成 し、配付するという方法に拠 ら

ざるを得ない。これに対 して電子掲示板では、1つ の文書 をワー ドプロセ ッサ等 を使 って

作成すればそれがそのまま電子掲示板されることから、複数か所 に電子掲示板す る手間が

省ける、更新頻度の高い掲載 にも問題ない し、見る側 も掲示板があ る場所へ出掛ける必要

がない。多 くの部門に紙で案 内を配る手間が省け、紙の省資源化 にも貢献すると期待 され

ているグルー プ ・ウェア機能の1つ である。

この電子掲示板機能はグループ内(省 庁内)に 限定する必要はな く、各省庁間の情報交

流にも使 うべ きであ るし、掲示内容によって掲示板 を分ける等の方法で広 く民間への公

示 ・公告等 にも活用 されるべ きであろう。各省庁間の連携が不十分であるとされる現在、

この掲示機能によって、各省庁情報伝達、流通が円滑化することの意味は大 きいと考えら
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れ る。

電子掲示板機能の具体的な活用内容 については、グループ内(省 庁内)で は、週間、月

間、年間予定(会 議、審議会、イベ ン ト等)、 国会情報(開 催予定、質問 ・答弁作成状況、

国会進捗状況等)、 速報性が要求 され るアナ ウンス、冠婚葬祭情報等が挙げられ る。各省

庁間情報流通では、イベ ン ト情報、人事異動情報があ り、民間への情報提供 として、告示、

公告等の公表、イベ ン ト情報があろ う。特に、対民間では官報を中心 とす る広報活動に加

え、 このよ うな新 しい情報技術を活用 した方法 も採用 されるべきである。

③ スケジューラ

スケジューラは、グループ内の各 メンバーのスケジュールをカ レンダーに登録 して管理

す る機能 を提供するものである。 この機能によ り、各メンバーの所在 の有無を知 ることが

できるとともに、会議の 日程 を決める際に有効に活用できる。すなわち、開催予定の期間

及び参加予定メンバーを入力すれば、その期間の各メンバーのスケジュールが表示 され、

会議開催者 はそれを見なが ら最適な 日時を決定できる。場合によっては、各メンバーに電

子メール を使って確認、意見を得て最終的な決定 を行 う。その結果 を各メンバーに電子 メ

ールで知 らせ るとともに
、参加 メンバーのカレンダーに書き込まれ る。特 に、幹部職員は

そのスケジュール を常に明 らかにしているのが普通であ り、そ うでないと会議 の設定や決

裁等において支障を来す こととなる。スケジュー ラに登録す るスケジュール内容について

は、すべてを明らかにす る必要はなく、スケジューラでグループ内のメンバーが 自由に見

れ る内容は、基本的には特定時間帯の在 ・不在 が明 らかであればよい。

以上のような状況から、スケジューラ としては当面、グループ内(省 庁内)の 幹部職員

のスケジュール を対象 として管理 し、グループ内の誰でもそれを知 ることができるよ うに

し、そのことによって、会議 日時の設定も容易になるような仕組み を構築す ることとなろ

う。 このような一連の機能を実現す るために、スケジューラは電子 メール機能 のパ ッケー

ジと統合 されていることが多い。

④ 施設予約機能

グループ内で共有 している施設の機能 、設備内容、予約状況を見て、予約、取消等 を簡

易に行えるシステムである。具体的なものとしては、会議室、駐車場、公用車、特定機器、

備品等が挙げられる。 この施設予約機能を活用 して、上記の会議 日程の決定 と決定す るこ
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とも有効である。すなわち、メンバーのスケジュール と会議室の空 き状況を勘案 して 日時

を設定することがで きる し、 日時が決 まればそれをこの施設予約 システムに自動的に書き

込むことも可能であろう。

これ ら共有資産の利用を効率的に行 うためのツール としては有効である。それぞれの資

産の利用制限(利 用者、利用 目的等)の 有無、性能、収容能力等を勘案 して、希望する期

間の利用可能性が一覧され、予約できることは、従来の電話、台帳書 き込みに比べてはる

かに効率的である。特 に、会議室の予約がスケジューラと連動 していれば、一連の手続が

自動的に行えるというメ リッ トがある。

⑤ ワークフロー管理機能

ワークフロー管理は グループ内で行われ る作業やその手順、作業者、関連 するデータ

等の構造をモデル化 し、 これに基づいた電子メール ・システムを構築することによって事

務処理の流れ、進捗 を管理、モニターするものである。グループ内で実行 されてい る主要

事務処理のうち、定型的で事務処理手続が規定されてい るものについて、 このワークフロ

ー管理 を活用することは有効である。特に、特定グループ内の作業が、個々のメンバーの

事務処理の積み上げで成 り立 っているような場合で、 しかもそれ ら作業内容が所定の手続

に基づいて行 われるような場合 には、このワークフロー管理の機能 も有効になると考え ら

れる。PLAN(計 画)、DO(実 行)、SEE(評 価)、FOLLOWの マネジメン ト ・サイ

クルを基本 とし、マニュアルに基づいて仕事の進める米国流の方式 には適用 したツール と

考え られる。

この機能 によって、作業 のモ レ、重複、ムダ、遅延等が的確 に把握 される。現在 のと

ころ日本では未だ普及 が進んでいないが、組織的な作業環境 が必要 とされ る行政機 関にお

いて、普及する機能 であることは間違いない。ある意味ではグルー プウェアの代表的なア

プ リケーションであ り、システム的な文書管理 を実現する主要な機能であると考え られる

ものである。

ワー クフロー管理の場合、単 にアプ リケー ションをグループ内で共有するとい うこと

ではな く、一連の事務処理 をグループ内のメンバーがワークフロー管理上で適宜実行する

という、事務処理、手続の共有へ と発展 しているのであ る。例えば、物 品購入手続の場合、

メンバーの購入要求が出てか ら入手までの一連の手続を終了するには、関連各課のい くつ

かの事務処理 を経てい る。それ らの事務処理の進捗 に応 じて責任部局が必要な手続 を行い、
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次の部局に送ることとなる。その一連の流れ を共通のグループウェアで管理、実行、モニ

ターすることができる。

グループウェアの具体的なアプ リケーシ ョンとしては、起案文書の作成 ・管理 ・決裁、

公文書の発受信管理、特定アプ リケー ションの処理(給 与共済事務 、出張事務処理(計 画 ・

旅費計算 ・支給 ・報告))等 が挙げ られ る。今後、ワークフロー管理 のグループ内の活用

はLANの 普及に応 じて進んでいくこ ととなろうが、そのためには、その前提 となる手続

の正規化、マニュアル化が必要であ り、従来の事務処理手続規定の中で何処まで可能か、

要修正部分は何処か とい う議論 も必要であると考えられる。

⑥ 非 リアルタイム電子会議

参加者が同 じ時間に同 じ場所 に集 まる必要がない会議形態 も、複数 のメンバーか ら構成

される組織 においては極めて便利 であると考え られ る。会議 で時間が とられて仕事の能率

が上が らない とい う声はよく聞くところである。事実、会議への参加 は強制的な割 り込み

であることは間違いない。 これ に対 し、非 リアルタイム電子会議は、一定の時間帯に、 自

分の意見を書き込み、会議 の進捗をフォローすればよい とい うメ リッ トがある。なにより

強制的な拘束がないのがメリッ トである。その意味では、グループ内 といっても、特定の

狭いグループとい うよ りは横の広が りのあるグループ会議、省全体での 「会議」で、比較

的 「会議時間」が長いものが適 していると考 えられ る。具体的には、広報誌、白書等の作

成 、庁内合議、国会答弁書作成等が想定 され る。

⑦ リアルタイム電子会議機能

電子メール機能を使 って 「会議室」に情報、メッセージを送付 し、会議内容を読みだす

とい う非 リアル タイム型(蓄 積型)電 子会議 を リアルタイム化 したもので、メッセージの

や り取 りをリアルタイムで行 うことによって、あたか も会議に出席 しているよ うな感覚で

会議 を開催す る機能である。遠隔地か ら参加 した り、会議室に出掛 けずに 「出席」できる

とい う場所的な制約か らの解放 とい うメ リッ トの他に、 「発言」内容が表示 されるので曖

昧 さがないこと、予め用意 しておいたテキス トを発言 として送付できること、会議の議事

録が自動的に作成 されるとい うメ リッ トがある。テ レビ会議の ような特別な部屋を用意す

る必要がない し、 「会議」の設営が容易である等のことから、実務的な会議、打合せには
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r般 に行政機 関にお いては会議が多 く、会議室の予約確保が困難であるといわれている。

これ ら会議には、伝達要素の強い定例会議 と、特定テーマに関する会議がある。前者では、

情報伝達とそれに対する若干の質疑が主であ り、この電子会議機能で十分であると考えら

れる。その場で配付 される資料等 も大半はワー ドプロセヅサ、パ ソコンで作成されてお り、

電子会議で 「配付」することは容易であ り、参加者も必要に応 じハー ド・コピーを作成す

れば済み、無駄なコピーをな くすことができるし、それ ら資料の編集、加工も可能である

とい うメリヅ トがある。また、本庁 と地方支分部局 との会議でもこの電子会議の活用は有

効であ り、上記のメ リットに加え、出張に伴 う経費、時間の節減 にも効果があるであろう。

議論が期待される特定テーマを持 った会議においても、参加者の習熟によって リアルタイ

ムの会議を効果的に進めることは可能であると考えられる。

⑧ 協同執筆機能

この機能は、非 リアルタイム電子会議 と類似の機能であるが、関連部局 が協同 して、又

は調整 しなが ら文書 を作成 してい く際に有効なものである。通常このような協同執筆、調

整 しながらの執筆を行 うと、途中過程での修正が錯綜 し、数回の コピーを余儀な くされる。

例えば、1か 所 を修正 した場合、関連部分 を修正 しなければな らない し、その修正によっ

て今 までは意見がなか った ところか ら新 しく意見が出て くる等の波及がある。それをグル

ープ内の共通なテキス トに書 き込 まれた意見、コメン トを集約 し、責任部局が一定時期 に

修正案を提示 し、それに基づいて再度コメン トをもとめるとい う一連の作業が効率的にで

きる。

協同執筆管理機能は、上記のような作業をネ ットワーク上の複数のメンバーが協同 して

進める処理 を支援 するものであ り、文書のバージョン管理、アクセス権管理、コメン ト添

付機能等が挙げられ る。利用形態 としてリアルタイムと、非 リアルタイムのものとの2種

類がある。

非 リアルタイムの システムでは、例えば、ワー ドプロセッサで作成 した文書をサーバー

のデ ィスクに格納 しておき、ネ ッ トワークのメンバーがそれに対す るコメン トを書 きつけ

てい く。 この方式の場合、コメン トの重複がな くなるし、第2次 案場合によっては第3次

案の提示及びそれに対するコメン トという一連のプロセスが迅速化 されるというメリッ ト

がある。

リアルタイム形態 の場合は、 この一連の作業 をネ ットワーク上のコンピュータに表示さ
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れた内容を見ながらリアルタイムで意見交換、修正、追加、削除を行ってい くことを実現

する。リアルタイム電子会議の場で文書 を協同 して作成するということと同 じ結果になる。

行政機関におけるグループウェアの協同執筆管理機能の具体的な適用 としては、広報誌、

報告書、 白書等の作成、報道機関への発表、国会答弁書作成等が挙げ られる。

⑨ 画面の共有

この機能は、電子メールの一斉同報通信機能 と類似のものであ り、送信側 から画面を一

斉に送 り、その画面に基 づいて、説明、コメン トを送 った り、逆に判断を求めた りするこ

とを可能 にするものである。上記の機能の大半はテキス トのグループウェア内での利用、

共有であるが、コンピュータ上に表示 された画面を、グループ内の他のメンバーに送るこ

とによって、情報伝達、交流 を進める機能である。これによって、遠隔地の状況 をモニタ

ー した り、問題の発生時において、その画面を見ながら適切な措置 について指示を与える

ことができる。この機能は、グループ内メンバーの研修実施の際においても有効なもので

あると考 えられ る。

マルチ ・メデ ィア技術が進み、画面の精度が上がってきている状況で、適用業務 として

は、グループ ・メンバーへの研修、遠隔操作、診断(特 定機器類の状況 を送 り、判断を仰

ぐ)等 が想定される。

⑩ 情報の共有

グルー プウェアの最大の 目的は、 グルー プ内の資産の共有をサポー トすることであ り、

そ してグループ内の最も重要な資産は情報であると考える。グルー プ内の情報 を共有する

ために、蓄積された情報の検索、編集 ・加工等を容易にする機能である。グループ内の情

報の共有は、ここでいうグルー プウェアで初めてでて きた概念ではない。データベースは

まさにこの情報資源の共有を目指 したものである。従来の共有デー タベースに加 え、デー

タ構造に拘束されないで情報を共有す ることを目指すものである。 この機能が充実 し、定

着することは文書管理 システムの構築、利用の推進の重要な要素 となると考えられる。

このような長い歴史のある情報の共有が、 グループウェアのアプ リケーションとして再

度登場 している背景にはIANの 普及 とOA化 の進展があると考えられ る。すなわち、メ

インフレームを中心としたネ ッ トワー ク ・システムでは、一般のユーザが自由にデータを

手元で利用する環境が整備 されていなかったのである。多 くの職員がパ ソコンを利用する
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よ うにな り、グループ内でそれ らがネ ットワー ク化 されているとい う状況は、いわゆるエ

ン ド・ユーザが情報を 自由に駆使す る環境を提供 しつつあるのである。

この ような考 えられ る整備 されつつある状況において、各省庁では このLANを 介 して

どのような情報が共有 されるのかむ しろ、今後の検討課題 となっていると考えられる。今

までのメインフレーム環境では、政策情報システム、総合情報 システム、統合データベー

ス等 と様々な概念で省 内共有データベースの構築が進め られてきたが、未だ本来的な効果

が十分上がっていない とされてい る。 グループウェアにお ける情報 の共有は、ネ ッ トワー

クやOA機 器 の整備 とい う点では従来の限界 を解決 しつつあ るのであるか ら、今後はそ

の環境でいかなるデー タ ・情報が共有されるのかを詰める必要がある。

具体的な情報内容 としては、官房系統の共通情報(予 算、会計、人事、総務、法令等)、

各省庁の審議会答 申、報告書等、各種資料 ・統計、経済情報 、各国の動向、国際関係情報、

新聞 ・雑誌 ・書籍等が挙げ られ る。

(3)文 書管理へのグループ ウェア適用の考え方

行政機 関における情報の利用のベースが 「文書」である ことは今後 も基本的には変わ

らない もの と考え られ る。 この文書 とい う場合 には情報が紙に表現 された状態 を指 してい

る。媒体 としての紙のメ リッ トは大きく、それ故にOA化 が進み、ペーパー レスがいわ

れなが らも、行政の事務処理、情報の利用が依然 として紙ベースであるとい う現実がある

のである。 この文書又 は紙による情報の処理、利用、管理 を効率化す ることができるかに

かかっているといえよう。文書管理の基本的基本的な視点は、紙の媒体 としてのメリッ ト

を活か し、ディメ リッ トを克服することであろう。 グループ ウェアを活用 した文書管理 の

目的、適用の考え方は以下のとお りである。

① 情報資源 の有効利用

グループ ウェアによって情報資源 を共有することは大 きな 目標であるが、その共有す

る者の範囲を省内に限定 した り、行政機関内部にとどめた りす ることは、折角の効率化の

効果を半減 させて しま うことにも留意するべきである。行政機関に蓄積 されている情報資

源は本来、行政の適正 な運営を妨げない限 り公開、提供 され るべきものである。元々、行

政情報資源は官民で共有 され るべき国家的な財産なのである。情報技術 を活用 した文書管

理 システムの構築に よって、これ ら資源が広 く、使いやすい形態で民間に提供 されるよう
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な仕組みの構築が促進され ることが必要であ り、 グループウェアはそのための有効 な機能

を提供することがで きよう。

情報資源の利用は庁内の情報の有効利用と対民間への提供の2つ の側面 を持 ち、双方と

も重要な課題である。 また、 内部の情報管理によって、庁内における情報の有効利用を促

進するということに加え、今後益々要求が高まる情報公開への対応 も容易になるという面

がある。情報公開に迅速、適切に対応 するためにも、行政機関内部の文書、情報管理がで

きていなければならないことは当然である。

② 行政の生産性 向上

行政事務の非効率性がいわれてか ら久 しく、なお依然として改善の余地を多 く残 したま

まであるとされている。行政の公共性、厳密性等 が求め られるとい う特徴か ら、ある程度

の非効率さは止むを得ないかもしれないが、情報技術の進歩や情報インフラの定着が進む

中で、行政事務処理、中でもその中核 となる文書管理の非効率性 をいつまでも正当化する

ことはで きないであろう。

③ 開かれた行政の実現

最近の行政改革 の大 きな 目標 の一つに開かれた行政の実現が挙げ られ、情報公開法の

制定が進められている。ここで要求 されることは、組織内に管理 されている情報、文書が

必要に応 じて、適時に、適当なものが検索され、提供又は開示され るような仕組みを確立

することであ り、文書管理はそれに対応するためにもシステム的な機能を持つもの として

構築 されなければならない。

現行の文書管理 は各省庁の大半の組識 において、紙を媒体 とする文書のマニュアル管

理によって実施 されてい る。そのため、文書の存在、ステータス(決 裁過程、保管 ・保存

等、どのような処理状況にあ るか)、 保管 ・保存場所、文書の性格(不 開示、秘密、保存

年限等)を 組識全体 として適切 に管理することが容易でないとい う問題があ る。今後の開

かれた行政の実現に向けて、組織内の文書の組織的、システム的管理が必要 とされ ること

は明 らかである。

(4)行 政機関における文書管理へのグループウェアの適用業務

組織内の各種資源 を共有す ることをサポー トすることを 目的とするグループ・ウェアは、
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今後 の文書管理の合理化、効率化の中核 となるものである。現在、各省庁、地方公共団体

においては、LANの 敷設が進みつつあ り、これ を庁 内のインフラとして有効に活用す る

ことが今後の課題 となっている状況において、このグループ ・ウェアの活用は重要 なアプ

リケーシ ョンとな ると考えられ る。現在時点で、行政機関においては このグループ ウェア

の普及 ・定着はそれほど進んでい る状況にはない。今後の事務処理の効率化、そ こにおけ

る文書管理 の位置づけ等の展望を明らかに し、そのための具体的なニーズ を確定 し、構想

を固め ることが必要であろ う。いずれに しても、現在推進 されている行政の情報化 とその

ためのイ ンフラの整備 とい うながれの中で、文書管理 システムの構築構想 を明 らかに して

お く必要がある。複数のアプ リケーシ ョン機能 を統合 したグループウェアによる文書管理

を中心 とした適用分野は表2-1の とお りである。

表2-1行 政機関におけるグループ ウェアの適用分野

グ ノレ プ ウェア ・アブ.リケーション 適用分野概要

電子メール

特定メンバー、部局間の事務連絡。本省庁 と地方支分部局間の

情報伝達。一斉同報通信。各省庁間メッセージ交換、情報伝達、

情報交流の円滑化。各省庁間電子文書交換セ ンター機能。民間

か らの問い合わせ、相談、意見、要望、苦情等の受信回答

電子掲示板

週間、月間、年間予定(会 議、審議会、イベ ン ト等)。 国会情

報(開 催予定、質問 ・答弁作成状況、国会進捗状況等)。 人事

異動情報。冠婚葬祭情報。各省庁間情報流通。告示、公告等 の

公表。速報性が要求 され るアナウンス。

スケ ジ ュー ラ 幹部職員の週間、月間 日程。

施設予約
会議室予約。駐車場、公用車の予約。特定共有機器、備品等 の

利用予約。

ワー ク フロー管 理

物品購入(要 求か ら入手までの一連の手続)。 給与共済事務。

起案文書の作成、管理、決裁。公文書の発受信管理。特定アプ

リケーシ ョンの処理手続。出張事務処理(計 画 ・旅費計算 ・支

給 ・報告)。

非 リアルタイム電子会議
広報誌、白書等の作成。庁内合議。各省庁合議。国会答弁書作

成。

リアルタイム電子会議
各部局実務担 当者連絡会議。中央 ・地方支分部局合同会議。 特

定プロジェク ト会議。

協同執筆
広報誌、報告書、白書等の作成。報道機関への発表。国会答弁

書作成。

画面の共有 研修の実施。情報の一斉伝達。

情報の共有
予算事務(作 成、執行状況管理)。 情報 ・通信技術最新情報、

マニュアル等。
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第3章 制度運用面の課題及び方策

最近の行政機 関における課題である情報公開法の制定が現実的になって きているが、

この制度の運用は、行政機関にとって従来の文書管理では対応 しきれない内容を含むもの

である。例えば、情報公開法において、開示対象の文書の範囲が一挙に拡大する、請求に

対 して原則 として開示 しなければな らない、情報化社会の進展 に応 じて開示方法の多様化

が求められ る等、法の運用段階においては、従来の文書管理では十分対応で きない状況に

至ると考えられる。

文書管理は本来的には内部事務処理のバ ックボー ンとなるものであ り、行政運営の簡

素化、効率化の推進上の大きな課題である。ネ ッ トワー ク社会における行政文書の管理の

電子化推進に係 る制度運用面の課題について、解決に向けた基本的な方向をまとめてお く

必要がある。

3-1文 書管理手続の在 り方

行政 の運営は文書を基礎 としてなされている。行政が強い公共性 を要求され、公平で適

正なものであることが必要 とされる限 りにおいて、文書主義は今後 も維持 される筈である。

それだけに、文書の管理は行政にとって重要な事務であ り、各行政機関は、それぞれ文書

管理規程等を整備 し、それに基づいて運用 しているのである。

(1)文 書管理の流れ

文書管理の流れ行政機関における文書は、外部機関か ら収受するか、内部において起案、

作成するかによって 「発生」 し、回議、合議、決裁、供覧等の 「流通」を経て、保管、保

存、移管等の 「保存」か ら、最後の 「廃棄」に至る一連の流れにおいて管理 されている。

この文書管理の流れは一直線ではな く、輻接 し、分岐 した経路 をたど り、廃棄に至 るのが

普通である。

この文書管理の流れは、それぞれの機関が規定 している文書管理規程や文書管理方法(フ

ァイ リングシステムの機能、コンピュータシステムの利用等)に よって異なるが、 メイン

の流れは、収受、起案 ・作成、決裁 ・供 覧、施行、保管、保存、廃棄であることは共通 し

ている(資 料1.「 総務庁文書管理規 則」参照)。 ファイ リングシステムと連結 した文書

管理の流れの例 として、図3-1の ようなものが挙げられる。本図では、主な流れのみを表

現 しているが、実際には多 くの枝別れがあ り、錯綜 した管理が必要とされることは間違い

ない。
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収受文書 図3-1文 書管理の流れの事例
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(2)文 書のライフサイクル管理

文書の性質や管理方法の違いによって、文書の流れ、管理の手順は異なるのは当然 とし

て、重要な ことは、文書が発生か ら廃棄までのさまざまなプロセスにおいで一貫 した手続

によって管理 され ることである。すなわち、文書のライフサイクルを通 じて、 ここの局面

において適切 に管理するとともに、一貫 したシステム的な管理が必要であることを意味 し

ているのである。

紙の文書の管理においてこの一連の文書の流れをライフサイ クル として管理することは

容易でない。適切なライ フサイ クル管理が行われていない と、検索が困難で必要な文書が

必要な時に取 り出せないとい うことになるし、文書の一部が文書管理の流れの中で紛失 し

た り、廃棄 してはな らない文書が不注意で廃棄 された りとい う事態 を生 じかね ないのであ

る。公共的責任を負 う行政の運営においてはこのような事態は許 され ないことであるし、

今後の情報公開法の運用段階において も、開示請求に適切に対応できないことになる。

(3)ラ イ フサイ クル管理の原則

文書のライフサイクル管理の原則 は、必要な文書を必要なときに、即座 に利用できるよ

うに、文書の発生か ら処理、活用、保管、保存 を経て廃棄に至るまでのライ フサイクル に

おいて、文書を合 目的的に管理 ・統制する積極的かっ継続的な管理活動であるとされてい

る。この原則は、文書の発生か ら廃棄 までの各ステ ップを一貫 したルールに基づいて管理

す るためのものであ り、文書の私物化 を招いている仕組みの改善を図 り、不要文書 を計画

的に廃棄す る仕組み を構築するためのものである。

(4)文 書の電子化 とライ フサイ クル管理

行政機関において大半の文書が ワープロ、パ ソコンで作成 されるよ うになった ことか ら、

文書の電子的な管理が可能性を持つに至 り、システム的なライ フサイクル も現実的な課題

となってきている。すなわち、文書の作成段階における電子化だけではな く、その後の伝

達、決裁 ・供覧、施行、更新、保管、保存、廃棄 までの一連の手続の実行 をいわゆるペー

パー レスで実行す ることが技術的にも、情報イ ンフラ整備の観点か らも可能 になっている

のである。

通常、文書管理の流れは輻接 し、複雑な分岐 をた どることは既述の とお りであるが、 こ

の多様な文書管理の流れをライフサイ クル を通 じて効率的に、適切にサポー トす るべース
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を確立す るとい う点で、文書の電子化が期待されるのである。 このためには、パ ソコンの

1人1台 に近い普及や省庁内1.AANの 敷設が大きく貢献 している ことは間違いない。

3-2フ ァイ リングシステム運用上の課題

文書管理の古典的 な方法 として、 ファイ リングシステムがコンピュー タ技術の利用以

前か ら普及 し、活用 されてきた。特別な技術や機器を使わないで、書類整理ができるとい

うメ リッ トがあ り、それが一般のオフィスにおいて普及 した もの と考 えられる。行政機関

においても、多 くの導入例があ り、普及、定着 してい る。 この実践的なファイ リング ・シ

ステムの延長上に、最近の新 しい情報技術を活用 した文書管理 システムの構築、運用も開

始 されている。逆にいえば、文書のライフサイ クル管理 を適切に実施す るためには、既存

のファイ リング ・システムを活用す ることを考慮 しなければな らないことを意味す るもの

である。

(1)フ ァイ リング ・システム導入の背景

ファイ リング ・システムの導入は、それ以前のいわゆる、簿冊方式のデメ リッ トを改善

す るために進め られ てきた。従来の簿冊方式の文書管理の問題 として上げ られ る点は以下

のとお りであ り、今後の文書管理 システムの構築、運用上考慮 しなければな らない事項で

ある。

① 不要文書、重複文書の氾濫

元々、ファイ リング ・システムの基本的な考え方は米国連 邦政府 において確立 され、普

及 してきたもの といわれている。そのもっとも中心 となった考え方 は、不要あるいは重複

文書を如何に減少 させ るかにあった。すなわち、1950年 に制 定され た「連邦記録管理法」

の 目的は、各省庁 は記録の管理に関す る計画(retentionschedUle)を 策定 し、重要文

書の保護 を図るとともに、不要文書の堆積を防ぎ、文書の新陳代謝 を促進 しよ うとい う点

にあったのである。

日本の行政機関においても、国、地方の機関を問わず、不要文書の堆積、重複文書の存

在等が文書管理上の大きな課題 となってきた。特 に、保存年限の明確化 と文書の保管、保

存形態の整合性が図 られてお らず、保 存期間が過ぎた文書 と、未だの文書が1つ のファ

イルに混在 しているため廃棄が適切 に行われなかった り、書庫の奥深 く保存 されているた

め、廃棄処分作業が大変になっている等の問題がある。 また、高性能の複写機の普及,OA
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機器の利用 によって、 コピーが大量になされ、職員が重複 して保有する文書量は膨大にな

っている。これ らの状況がオフィスにおける文書の氾濫を招 き、執務環境の悪化させてい

ることか ら、ファイ リング ・システムの導入は切実な問題 となったのである。

② 文書の公私明確化

一般に
、個々の職員が自分で保管す る文書量が多 くな り、自己管理文書 と組織管理文書

の区分が不明確 になって くる。組織管理文書が個人によって管理 されていることによって、

文書の紛失、散逸 という問題が出て くるし、担当職員が不在の場台は必要文書が探せない

という事態も少な くないという状況がある。この組織管理 と個人管理の文書の混在は、今

後の情報公開法の運用にお いて、 「組織的に用いるものとして行政機関が保有 しているも

の」という規定 に対応 しなければならないことか ら、問題 となる。

③ 書庫の雑然化

文書の作成段階か ら、流通、保管、保存 という一連の管理が適切 に行われていないと、

必然的に書庫の雑然を招 くこととな る。その ことは、保存中の古い文書の探索、廃棄期 日

に達 した文書の処分等 に支障をきたすことになる。それ ら作業に要する労力も無視で きな

いものになる。

行政機関では一般 にあ まり意識されないが、民間企業にとって保存スペースは即 コス ト

であ り、保存文書の整理、縮 小に熱心にな らざるを得ないのであ る。 ファイ リング ・シス

テムの普及、運用の徹底が民間企業において精力的に実施 されている所以である。

④ 文書検索、探索の困難化

オフィス内における文書の氾濫、組織管理文書 と個人管理文書の混在、書庫の雑然化等

は、必要なときに必要な文書の検索を困難 にしている。存在するはずの文書が探 し出せな

いという事態も招 きかねない。この散策に要する時間、労力 も民間企業 にとってはコス ト

とみなされ、これらハ ン ドリングの効率化 に熱心である。また、情報公開においては文書

の存否が厳 しく問われ ることか ら、該 当する文書の適時検索は、重要になることは間違い

ない。
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(2)フ ァイ リング ・システムの課題

ファイ リング ・システムの効果は上記のような問題の解決 を図ることに尽 きるが、実際

のファイ リング ・システムの運用には以下のような課題があ る。

① 運用の労力

ファイ リング ・システムの導入時における作業量もさることなが ら、運用段階に入った

後に要求 される労力は少な くないが、この労力を維持することは容易でない。導入時にお

いては、職員全体 が維持、運用 に努力するが、その労力を維持 することが徐々に困難にな

るのが普通である。 ファイ リング ・システムの持続的運用が実行 されなければ、文書管理

の適正化は期待で きず、 システム導入の意味はな くなる。

② 普及 と徹底

ファイ リング ・システムの全組織的普及は、本システムの正否 を決めるものであ り、導

入当初か ら、運用段階に至る過程でかな りの研修、説明会が必要である。さらに、一定期

間の後、 ファイ リング ・システムが適切 に維持運用されているかを点検することも重要で

ある。通常、以下のような研修 が行われている。

1)文 書取扱主任研修

各課室の文書取扱主任は、各部署におけ る文書管理の責任者 として、中心となる重要

なものである。ファイ リング ・システムも、この主任が運用の リー ダー として機能する

ことが必要であ り、 そのための研修が重要になる。

2)職 員研修

文書取扱主任による、各課室の職員に対する研修も、ファイ リング ・システムの定着、

維持運用には不可欠であ る。実際 には各職員がファイ リング ・システムの運用に協力 し

ないことには、システムは機能 しないのであるか ら、職員全員に対 する実務研修がなさ

れなければならない。

③ 組織的取組み

ファイ リング ・システムを導入 して文書管理 を行 うことによって、図2・2の ような文書

管理の流れができる。 この文書管理の手続、手順 を職員全員が理解 し、実施にあたって協

力、実践 しなければな らない。この新 しい文書管理の普及、徹底のためには、継続的な研

修に加え、組識的な取組みが要求 され る。主な取組みは以下のとお りである。
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1)置 き換え ・移 し替え

ファイ リング ・システム特有の作業 と して、毎年度末 に1回 、キャ ビネ ッ ト内ファ

イルの置 き換え、移 し替えを行 う必要がある。これによって、新旧ファイルの入れ替え、

保存文書の廃棄等をシステム的に実行 できることになる。通常、毎年度末にこの作業の

ための説明会、研修 を開催 し、趣 旨の徹底 と実施 を図る必要がある。

2)点 検 ・評価

毎年度1回 、各課室 におけるファイ リング ・システムの実施状況に関 して点検評価

を行 う。この場合、大規模なファイ リング ・システムの場合、外部のコンサルタン トを

活用する。チェヅク リス トによる自己点検用を行 った結果を提 出させ、それに基づ き実

地検査 を行い、要改善点 を摘 出 し、改善指導を行 うという一連の活動を指導 してもらう

のである。

3)運 用管理組識の設置

文書管理担 当課だけで ファイ リング ・システムの運用、維持 を普及、定着 させ、徹

底化を図るのは困難であ り、各課室の代表か らなる委員会のようなもの を発足 させ、組

識全体での取組み体制 を確立する必要がある。 この組識 を通 じて、広報、研修、点検評

価等の活動を推進する。

4)広 報活動

ファイ リング ・システムの普及 ・定着のための広報活動も欠かせない。他の行政機関

や企業等における先進事例の報告や新 しい技術の動向等 に加え、組織 内における点検評

価結果 についても報告する必要があ る。民間企業によっては、点検評価結果から、優秀

部門の表彰を行った り、その反対 にペナルティーを課 してい るところもあ り、 これ ら結

果を広報することによって、 ファイ リング ・システムの定着へのインセ ンテ ィブとして

いるのである。

5)規 定類の整備

ファイ リング ・システム導入以前の文書管理規定は伝統的な文書整理方法を前提 とし

ていることから、システム導入に伴 い手続、様式、作業手順、管理体制等の大幅な変更

を必要とするはずであ り、その意味で既存規定の見直 しが必要 となろう。

④ マニュアルによる限界

ファイ リング ・システム自体、手作業をベース とするものではあるが、文書の大半がパソ
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図3・2フ ァイ リング ・システムにおける文書管理の流れ

軽易なもの
「一一 ー一 寸

|

ー

Φ
Φ
ー

取

得

文

書

作

成

文

書

1 保 管一 一
|
一 一

| (フ ァイ リングキャビネ ット)
受 収 1

⊥

配 回

// 永年・10年
保存文書
哀
一

永 年 ・10年 ・→ 一 ●

、 本
一 一

書 5年 ・3年

領 受 布 覧 フ 〔 一 引 保存文書

一 一 一 一 ア
一

収受印の押印 イ 現年波文書及び
常時使用する文書

5年・3年
繍
雇
存 継 一 庫

廃

』 ル b一 一

記載
基 口 箱

一回答時の処理を要するもの

{ 準
現年度文書及び 移 _一 マ イ ク ロ フィ ぎ

にマ キ マ
一 一 一 一 一 一

表 常時使用する文書 し ルム対象文
「一

霧 壱多
〈替 ネ ロ

起 回 決 清 公 施 に え
← 一

フ
一
ッ フ

一

よ
一

(嬬10 ル ㌧し一 一 一 一 一
文書 一 ム ム

案 議 裁 書 印 行
り

前年度文書 1年 保存文書
分 ,● 常時使用する文書

一 一 一 一 一 一 類郵送 一 棄
逓送 ●一

定
蘇

7
合

直渡し
三 整

理
前年度文書 / な文書

τ

のに せ 事務処理上特に必要 ツ

、

フ ァイ リングキ ャビネ ッ ト
カ

作よ 　 .

|
一

成ら 報 に収納することが不適
左 告 当 な 文 書 は 、 ロ ッカ ー 、 等

い 等 書棚等に収納する。 一
一 一 焼却、裁断

溶解等

出典:「 文書管理に関す る調査研究報告書」(昭 和61年6月 総務庁行政管理局)



コンや ワープロによって作成 され、電子媒体に記録 され るよ うになってきてい る状況にお

いて、手作業ベースだけのファイ リング ・システムは行政機関における文書管理の実状 に

合わなくなる。逆にいえば、新 しい情報技術を活用す ることによってマニュアル ・ベース

のファイ リング ・システムか ら、コンピュータ ・ベースのファイ リング ・システムへの移

行が考えられ るべき時点に達 してい るといえよ う。 コンピュータ機能を活用 したファイ リ

ング ・システムが必要とされる主な背景は以下のとお りである。

1)分 類 と検索

従来のファイ リング ・システムでは、文書の分類段階で、 どの項 目に分類するべきかで

悩み、ファイル、フォル ダーにどの ように統合す るかを考慮 しなければな らなかった。分

類段階での考慮が検索段階 と必ず しも同一ではないことか ら、必要 な文書が検索できない

とい う結果になることも少な くない。分類体系を整然 と構築すればす るほどその分類体系

の維持、それに基づ く分類、検索が要求 され、それが結果において機能 しきれない とい う

事態を招 くのである。

文書が紙 とい う物理的媒体に記録 されている限 り、検索は容易でないこととなる。保管 ・

保存文書量が増 えれば増えるほ ど、文書が古 くなるほど、検索は困難 にな り、存在するは

ずの文書が入手できない とい うこともあ りえるのである。

2)保 管文書の移動

ファイ リング ・システムにおいては、毎年度末に、保管文書の移 し替え作業が必要 とさ

れ る。古い文書を徐々に書庫に保存 し、オフィス内の文書の新陳代謝 をよくす るために必

須の作業 となっている。 しか しなが ら、この移 し替え作業は、物理的な文書を所定の場所

へ移動 させ るとい うことであ り、この作業を各現場の部署 に毎年度励行 させ ることは困難

であり、そのために、移 し替えのための研修、説明会を開催 した り、点検評価を行 ってい

るくらいである。

電子媒体に記録 されている文書の保管はスペースを取 らないだけではなく、年度毎の物

理的な移動を必要 としないとい う大 きなメ リッ トがある。アクテ ィブなデ ィスクに保存 し

てあるファイルを必要に応 じ、フロッピー等のオフライン媒体にコピー し、デ ィスクのデ

ータはボタン1つ の操作で消去すれば済むのである。 この作業量の違いは実に大きいも

のである。
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電子媒体の容量 も、技術の急速な進歩によって大きくなってお り、保管、保存管理が極

めて容易になっているのである。例えば、もっとも簡便な記録媒体であるフロッピーに加

え、4cm四 方のスマー トメデ ィアにフロヅピー8枚 分が記録 できる し、光磁気デ ィス ク

1枚 にはフロヅピー640枚 分が記録できる状況に達 してお り、 これ らの記録密度は益々、

大き くなる傾向にある。フロヅピー640枚 分という量はA4版 の紙 の約25万 枚分に当た

る。書庫から埃をかぶ った文書か ら、必要 とされるものを探 し出すという作業はまった く

といっていいほ ど不必要になるのである。

ノ

3)廃 棄

保存期間が経過 した文書の廃棄処分について も、上記の保管、保存 と同様に、紙の物理

的な記録においては、大 きな労力を要するものである。特に長期間の保存を義務 づけ られ

ている文書が多量にある場合には、その文書の廃棄は、該当する文書の探索だけでも大変

な作業量が必要 とされ ることが実状である。それに比べ、電子媒体の場合は、文書作成段

階においてあらか じめ廃棄年月 日を記載 してお くことによって、年度毎に廃棄すべ き文書

が自動的にリス トア ヅプされ、ボタン1つ で消去できるというメ リッ トがある。

廃棄 という処理は元 々、 当該文書の存在価値がな くな っているという意味 と、大量の

長期保存文書のためのスペース、ハ ン ドリング等の作業の効率化の2つ の面があると考

えられる。特 に、後者の場合 において、廃棄作業が容易 に実行で きるならば、物理的に廃

棄する必要はな く、 システム的なにゴ ミ箱に「廃棄」することによって廃棄処分が完了 し、

何かの事情によって、廃棄 した文書の再現も容易にで きるとい う安心さもある。公文書館

への移管も同様の処理機能によって容易に実施できることが明 らかであ る。

4)ス ペース削減

ファイリング ・システムにおいて、ファイ リングが適切 に実行 されても、文書の物理的

な量は減少するわけではない。電子媒体への記録によって保管 ・保存スペースが極端に削

減できることは上記の とお りである。保存期間が過 ぎた文書の廃棄も容易にで きることか

ら、不要文書を廃棄 しきれずに保存 して書庫のスペースを占拠 するとい う心配もまった く

な くな るのである。
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(3)フ ァイ リング ・システムの発展

手作業 をベースとした伝統的な文書管理方法 とされるファイ リング ・システムは、最近

の情報技術 を利用 したものへ と発展 している。む しろ、今 までのファイ リング ・システム

の手続、手順の成果 を活か しながら新 しい情報技術 を活用 して、よ り適切で、効率的な文

書管理を目指すべ きであろう。

① ライフサイクル管理 とファイ リングシステム

文書管理は本来的にライフサイクル を通 じてなされなければな らないものである。ファ

イ リング ・システムは、手作業ではあるが一連の手続、作業 によってライフサイクル管理

を実現 しようとするものである。 しか しなが ら、マニュアルベースの文書管理ではなかな

か困難であることも事実である。コンピュータ技術の進展、記録媒体の容量の拡大等によ

って、ファイ リング ・システムによる文書の効果的、効率的ライフサイクル管理が可能に

な りつつあるのである。

② 光ファイ リングシステム

コンピュータを活用 した文書管理の場合は、文書をデジタル化することが必要である。

最近は多 くの文書がワー プロ、パソコンを使 って作成されているため、デ ジタル化 してい

るが、未だ紙の文書形態のものも存在することは間違いない。また、文書の性格か らその

内容がデジタル化され、文字単位での処理を必要 としないものが多い、要するに文書単位

で利用、保管、保存 されるものが存在することか ら、イメー ジ情報 として、簡便 に、効率

的に管理で きればよいとい う事情 もある。さ らに、一定の手続が終 了した文書はその後保

管、保存 され、廃棄まで変更がない、またはむ しろ変更 してはな らないという性格の文書

も大量 に存在する。

このような背景で、光ディスクを活用 した文書管理、ファイ リング ・システムが登場 し

て きている。すなわち、文書に記載 されている情報量が多 く、 しかも文書の中の文字単位

の処理 を必要としない場合、文書をイメージとして容易、かつ大量に蓄積できる技術が普

及 してきたのである。文書か ら、書誌的事項、索引事項 をキー ワー ドとしてコンピュータ

による検索 を可能に し、保管、保存、廃棄までの一連の手続 を容易に しているのである。

特 に、記録密度が高 く、1枚 のデ ィスクに数万枚の文書が蓄積できるので、保管、保存ス

ペースの改善は極めて大 きい。

一72一



従来、この種の文書はマイクロフィルムに保存されていたが、光デ ィス クはマイクロフ

ィルと比較 して、記録密度がきわめて高いこと、記録作成に専門的技術が必要ではな く容

易であ る、保存性がよい、秘密保持がで きる等のメリヅ トがあ り、イメー ジ情報 としての

保存は光デ ィスクへ移行 している。

③ 情報技術の活用

光デ ィス クはイメージ情報 として容易に大量の文書情報 を蓄積で きるメ リッ トがあるが、

文書内の文字、数値等は処理できないデメ リッ トがあ る。これに対 してデジタル化 して蓄

積 すれば、データ単位で処理ができる し、処理速度も早いというメ リッ トがある。従来は

文書のデータ量は莫大であ り、デジタルで蓄積 するには、記憶媒体の容量 に限界 があった。

しか しながら、最近の媒体技術の進歩によ り、安価で高速のデ ジタル蓄積媒体がでて きて

お り、情報量が膨大であることが光デ ィスクでの保存を必然と しな くなって きた。

デジタルデータの場合、光ディスクとは異な り、入力の手間がかかるという問題も、各

省庁 において文書作成での情報機器の使用が進んでいることから、従前ほど大 きな障害で

はな くなって きてい る。

特 に、 ファイ リング ・システムとの関連で見 ると、 ファイ リング ・システムの概念であ

る、 ファイル、フォルダーがパソコンソフ トの代表的なWordで も、 ファイル、 フォル

ダー と同 じ概念 と言葉が使 われている。それだけに、 ファイ リング ・システムの伝統的な

考え方、手続、作業 が情報技術 を活用 した文書管理システムへ移行 することが比較的スム

ーズにで きることを意味 しているといえよう。

3-3文 書管理 システムにおける公印の扱い

行政機 関の文書に公印が押されていることは当た り前になってお り、 それは一種 の文

化にさえなっているが、ネ ヅ トワー ク社会における文書を考 えたときに、この伝統的な印鑑

が必然ではな く、む しろ、円滑な文書交換の支障になりかねな くなってきている現実がある。

(1)公 文書の定義

公文書は一般に、 「国または地方公共団体 の機 関、 または公務員がその職務上作成 した

文書」と定義 されるが、刑法155条 の公文書偽造の対象 となる公文書は、以下のように、

よ り厳密に定義 されている。
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公務所又は公務員の印章若しくは署名を使用して公務所又は公務員の作るべき文書又は

図画

この定義で明 らかなよ うに、行政機関が作成 し、公印が押 されているものを公文書 とい

い、公印の存在が前提 となっている。 この刑法の定義では、印章若 しくは署名 として、印

鑑だけではな く、署名で も公文書足 り得 るとしている点は注 目すべ きである。

(2)公 印の押印

行政機関における文書の施行において、例えば、総務庁の文書管理規則では 「文書取扱

主任は、施行文書 に、公印を管理する者か ら公印及び契印の押印を受ける。」としてお り、

署名でも可 とはされていない。 この規定は各省庁共通のものであ り、各省庁か ら施行 され

る公文書で公印ではな く、署名のものは皆無 といって よい。

(3)公 印の省略

文書の施行において、公印を省略す ることは可能である。実際、各省庁か ら施行 され る

文書の中には、事務連絡的な要素が強 く、公印が必要でないことが明 らかなもの も少なく

ない。総務庁の文書管理規則 では、 「施行文書の うち、官房長又は部局の長が、公印又 は

契印の必要がない と認 めるものについては、前項の押印を省略す ることができる。」 とし

ているが、実際には、事務連絡的な軽微 な公文書 にお いても公印を省略 していないのが現

実であ り、その ことは国 ・地方の行政機 関を通 じていえることであろ う。

省略とは異なるが、印影を印刷 して押印に代 えるとい うことは頻繁に行われている。総

務庁の文書管理規則 では、 「公印の印影を印刷 して押印に代えるときは、長官等及び長官

官房に係 る公印については官房長の、その他 の公印については各部局の長の承認 を受 けな

ければな らない。」 としている。逆にいえば、内部の承認 を得れば、施行文書の公印を1

件毎に押印することなく、あらか じめ公印の印影を印刷 しておくことによって済ませ るこ

とができるのである。

(4)押 印の見直 し

公印の省 略に関連 して、平成9年7月3日 付 けの事務次官等会議 申し合わせで、押印の
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見直 しに関す るガイ ドラインが出されている。

このガイ ドライ ンの趣 旨は、 「申請負担軽減対策」(平 成9年2月10日 閣議決定)に

基づ き、各省庁が国民、法人に求めている押印の在 り方の見直 し、廃止 を含めた合理化 を

目指すことにある。押印の廃止が、申請 ・届出の電子化、ペーパ レス化 に資する点にも留

意することがうたわれてい る。ガイ ドライ ンの主な内容は以下の とお りである。

① 見直 しの対象

各省庁が法令又は通達等 によ り、国民 に求めている認 印の押印について、下記の方針

に基づき見直 しを実施する。この認印は、個人における登録 され た実印及び法人における

登録された代表者印は除かれる。

② 見直 しの方針

記名(自 署が義務づけ られていないもの)に 押印を求めている場合 と、署名(自 署が義

務づけ られていもの)に 押印を求めている場合 とに分けて見直 しを進めこととし、後者に

ついては、原則 として押印を廃止 し、署名のみでよいことにする。

記名に押印を求めている場合、押印を求める必要性や実質的意義が乏 しく、押印廃止 し

ても支障のない下記のような事項については、記名だけで よいこととする。

*閲 覧、施設の利用 申込書等で、対象が不特定の者であ り、押 印を求めてまで本人を確

認する必要がない もの

*履 歴書、住所変更届、廃業届等で、単に事実 ・状況 を把握することのみを目的 として

いるもの

*国 の学校 における学生の場合のように、国 と継続的な関係にある者からの届 出 ・報告

等で、当該本人か らのものか どうかについて紛れのないもの。

*受 験願書、更新 申請書等で、当該本人であることの確認が、一連の手続の過程で運転

免許証、パスポー トを始めとする公的証明書の提示等、他 の手段 によ り可能なもの。

③ 見直 しの手順

*ガ イ ドラインに沿 って平成9年8月 末 までに見直 しを行い、見直 し終 了後1年 以内

に具体的措置を とる。

*総 務庁は、各省庁の見直 し結果 を取 りまとめ、公表する。

*総 務庁は各省庁の見直 しの参考 に資するため、国の法令又は通達等に基づき、地方公
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共団体が国民に対 して求めている認印の押印につき、地方公共団体における見直 しに

っいての意向その他の参考資料 を可能な限 り各省庁 に提供する。

④ 特殊法人

各省庁は所管する特殊法人 に対 し、 当該法人が国民に対 し求めてい る認 印の押 印につ

いても、 このガイ ドラインの趣 旨に沿 って、本年8月 末 までに見直すよう指導する。総

務庁は、その見直 し結果 をとりまとめ、公表する。

⑤ 地方公共団体

各省庁は、地方公共団体 に対 し求めている押印について も、地方公共団体の負担 を軽

減する観点か ら、本年8月 末 までに見直 しを行 う。総務庁はその見直 しの結果 を取 りま

とめ、公表する。

⑥ 周知徹底

各省庁は、見直 しの結果、現行 どお り押印を求める必要があるものについては、その必

要性 を窓 口の職員にまで周知徹底す る。

このガイ ドラインに基づ く押印見直 しの結果は、以下の ように平成10年1月12日 に

公表され、国が国民に対 し求めてい る認印については下記の5,457事 項 の合理化がされる

こととな った。

*記 名押印を求めていたものを記名だけでよいとすることとするもの:1,282事 項

*記 名押印を求めていたものを記名押印又は署名のいずれかでよい選択制 とするもの:

4,048事 項

*署 名押印を求めていたものを署名だけでよいこととするもの:127事 項

上記の事項数は各省庁が国民 に求めていたものであ り、国立学校等 が学生に求めていた

押 印の合理化は別途、5,202事 項ある。

特殊法人が国民に対 し求めてい る認印の合理化は612事 項、国が地方公共団体に対 し

求めている認印の合理化 は298事 項 になっている。
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以上の結果か ら、1万 事項以上の押印が見直され、合理化 されることとなったが、以下

のような限界が指摘 される。

*こ れ ら認印は、元々あま り必要性が高 くなかった ものであ り、それを明確 に省略 して

もよいという方針 を明 らかにしたにとどまる。

*各 省庁が国民 に対 し求めている押印で見直された数は5千 件強にな っているが、これ

ら以外 にどれほ ど押印が求め られているかが不明である。

*上 記のうち、押印を省略できるものがなお存在するのではないか。

*各 省庁が国民 に対 し求めていた認印の合理化であるが、各省庁 内の押印についての見

直 しについてはなされていない。

(5)公 印の規定

公印に関 しては内閣訓令によって厳密に規定されている。公印の形状 については、方形

であること、サイズ については大臣、官房長、局長等のランクによって縦横の大 きさが ミ

リ単位で規定されているのである。ただ し、朱肉での押印は規定 されていない。

印影のもって公印に代えることについては、大量の文書である場合、 「あ らか じめ公印の

印影を印刷 してお くことがで きる。」としている。この規定は、年金給付の告知書等、国民

に対する大量の文書の個々に押印することは大変な作業量であ り、文書の内容、宛先等がコ

ンピュータ処理されている場合、 これ ら文書に押印することは、コンピュータ処理の効率性

を損なうことになって しまうという事情を勘案 したものと考えられる。事実、各省庁、県、

市町村において国民へ施行される大量の文書の公印を印影で代えているケースは少なくない。

(6)電 子文書における公印

公文書が電子媒体で作成、蓄積され、ネ ットワークを介 して伝達されるようになると、

今 までの公印はどう扱 うべ きであるかは大 きな課題となる。既に、通商産業省、郵政省に

おいて省内文書の決裁回覧等 を電子化 し、LANを 介 して省内に伝 達されるシステムの運

用 を試行 しているし、総務庁 において各省庁間電子文書交換 システムの構築を進めている

ことから、このようなシステムにおける公印の問題は喫急の課題である。

(7)電 子印

公文書一般における電子印についての規定は未だないが、住民票の写 し、印鑑登録証明
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書に関 しては、地方公共団体における利用が多いことから、電子印に関す る自治体か らの

要求が強 く、平成2年 に東京都総務局行政部長からの照会 に対 して、 自治省行政局振興

課長名で以下のような回答が出されてお り、現在のところ電子印に関する唯一の見解、解

釈 となっている。

(照会)住 民票の写 し等 における公 印の押印について、下記のとお り疑義 があ りますの

で、よろしくご教示の程お願 い します。

記

1.住 民票の写 し等の認証 を行 う際に電子計算機に公印の印影の画像 を記録させものを打

ち出すことによって、公印の押印とすることとして差 し支えないか。

2.印 鑑証明書については どうか。

(回答)上 記照会について下記の とお り回答する。

1.差 し支えない。ただ し、次の諸点 に留意すること。

① 公印に関する規則、規定等 を整備 すること。

② コピーによる偽造を防止するため、複写をすると 「複写」等の文字が浮かび出るよう

な工夫を要 しに施す等の措置を講ずること。特 に、カラーコピー機 によ り複写 した場

合にも、文字が浮かび出ることを確認すること。

③ 市町村長か ら直接 に住民票の写 しの交付 を受けた者でな くとも、 当該住民票の写 しが

真正に作成されたものであることを推察することがで きるよう、用紙に模様 を印刷 し

た り、透か しを入れ る等の措置を講ずること。

④ ②及び③の措置を講 じた用紙の管理 を適切 に行 うこと。

⑤ 公印の色は朱色であるとい う認識が一般的であることか ら、印影 を黒色にする場合 に

は、住民等の関係者に対 してその旨の周知を図ること。

2.1と 同様に考える。

なお、印鑑登録証明書の偽造は、その不正使用によ り、金銭債権、不動産所有権等の権

利義務関係に重大な影響 を与えるものであることか ら、1の ②か ら③ までに掲げ られた

点について特に留意する必要がある。
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(8)電 子印の拡張

上記の回答か ら、 しかるべき措置を講ずることによって、印鑑の電子化、この場合は、

印鑑の印影をイメー ジ情報 としてコンピュータに蓄積 し、文書の作成 に合わせ、 「押印」

することが認められた と考えてよいであろう。このような見解、解釈 が今後の住民基本台

帳のネ ヅ トワー ク ・システムの実現につなが っていくことになる。

各省庁間電子文書交換 においても、今 までの公印に代わる電子的な押印手続が必要 とさ

れるであろうか。

第1に 、公印は上記の回答 にもあるように、朱色であることが 「一般的な認識である」

が、それは、朱色でなければな らないことを意味するものではない。ネッ トワーク上で電

子媒体の文書を交換す る場合、公印に朱色を要求することは余計な機能 を必要 とすること

になろう。

第2に 、電子印にな った場合、今まで 「公印の管理」 とい う物理的な責任体制は どの よ

うに変化 してい くか、その管理の仕組みをどうするか等について、技術的、制度的観点か

ら明 らかにする必要があろう。

第3に 、電私文書がネ ットワー クで伝達される場合、従来のような公印のイメージを付

す必要があるかということも議論 され るであ ろう。

3-4情 報公開に係 る文書管理 システムの課題

情報公開法の制定が間近に迫 り、その運用段階においては、各省庁 において従来の文書

管理では対応できない事態 が発生することは想定されるところである。 また、国における

情報公開法の制定、運用は、地方公共団体 にとっても新たな対応 が迫 られる重要事項であ

ることは間違いない。すなわち、新 しい理念に基づ く情報公開制度の運用においては、行

政機関に保有されている文書は原則 として開示請求の対象 とな り、いつでも請求に応 じら

れるよう適切 に管理されていなければならないことになるのである。情報公開制度の運用

に関連 して、行政機関が整備、用意すべき文書管理システムの課題は以下のとお りである。

(1)対 象文書の範囲

新 しい情報公開法の理念では、行政文書は原則公 開とされるため、情報公開法の対象

となる文書の範囲が一挙に拡大す る。そのことは、紙の行政文書 に関 しては、開示請求の

あった都度、保管書庫や保存倉庫 で該当文書を探す文書量が多 くな り、その分作業量が増
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えることを意味する。情報公開法要綱案 において、行政文書の対象 として以下のように定

義されている。

行政機関の職員が職務上作成 し又は取得 したものであ って、当該行政機 関の職員が組織

的に用いるもの として、行政機関が保有 しているもの。

以上から、対象となる行政文書は、作成又は取得に関与 した職員個人の段階のものでは

な く、組織 としての共用文書の実質 を備えた状態、すなわち、当該行政機 関の組織におい

て業務上必要なものとして利用 ・保存されている状態のものを意味する。組織的に管理さ

れているか否かがポイン トとなるのである。逆にいえば、組織内において文書が適切に管

理 されていない と、開示請求があ った文書が対象のものであるか、個人管理 レベルの文書

であるかが不明確になるおそれがあ り、開示対象のものである場合、どこに保管されてい

るのかが、厳 しく問われることになるのである。そもそもあるべ き行政文書がなかった り、

その所在が明確でない状態では、情報公開法は的確に機能 しない。 このため、行政文書の

管理が適正に行われることにな り、その意味で情報公開法 と行政文書の管理は車の両輪で

あると言ってよい。

(2)不 開示事項

情報公開法の理念でい うすべての公 的情報は原則公開であ るが、下記のような行政文

書はその適用除外 として、不開示が認め られる。それだけに、個 々の行政 文書が、各不開

示事項 に該当するか否かについて、適切 に管理 されている必要になる。

1)個 人情報

個人情報 を不開示とする原則は、行政機関の保有する電子計算機処理 に係 る個人情報の保

護に関する法律(以 下 「個人情報保護法」という。)と の関連か ら明らかである。個人情報

の範囲は個人情報一般であるという点は個人情報保護法と同一であるが、情報公開法の場合

には、個人情報を含む文書全部が不開示になるわけではな く、一定の官職の者は個人という

よ り、公人としての性格が強いことか ら開示対象にな り得ることが想定されている。

個人情報保護法 にお いて、個人情報 を保有する機 関の長 に対 し、安全確保義務が規定

されてお り、この規定は情報公開法の運用にも直接的に関係するものであるが、上記の理

由か ら、個人情報保護法 としての個人情報 と情報公開法とレての個人情報 に違いがでて く
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]

ることとな り、情報管理 がやや煩雑 になる。

2)企 業情報

企業情報 も開示対象か ら除外す るが、その範囲を 「競争上 の地位、財産権 その他 の利

益等実質的な保護 に値する情報」 としてお り、限定的である。このことは、企業情報であ

れば、すべて不開示になるわけではないことを意味 している。また、公益の観点か ら例外

的に開示する場合 を検討 し、明確に規定するとしていることも同様 の趣 旨であると考え ら

れる。また、非公開前提で提供 された情報又は任意に提供 された情報については、情報提

供者 との信頼関係に留意する必要があるとしている。文書、情報管理が適切 に行われてい

ないと、開示請求 に応 じて しまい、信頼関係 を失 いかねない。一度信頼関係が失われると、

以降の情報収集 に支障を与えるだけに、慎重な配慮が求められよう。

3)意 思形成過程情報

諸外国において不開示 とされている意思形成過程の情報の開示については、 「行政部内

の率直な議論の保護、未成熟であることによる誤解、将来の意思決定の阻害等」を考慮 し

て、不開示 とすることができると規定 している。 この事項は、決裁が終了 しているか否か

ではな く、開示することの適否によって判断され ることになることを示 している。今 まで

の情報公開条例の大半が決裁 ・供覧が終 了したものを対象 とするという点で、対象文書が

限定的であった ことか ら大 きく変化 し、拡大 され ることを意味 している。 したがって、決

裁が終了 し、整理保管 された文書、情報だけが対象にな るのではないのであるから、極論

すれば、文書の作成段階からいつの時点で開示請求があって も対応で きるような文書管理

が必要になることになる。

4)部 分開示

一つの行政文書 に様 々な情報が記録されてお り
、開示請求 に係 る行政文書に不開示情

報が記録されているといって も、それが一部分に とどまることがあ り得る。そこで、不開

示情報が記録 された部分が、一つの行政文書の中の他の部分 と容易に区分することがで き

るときは、行政機 関の長は、不開示情報が記録された部分を除いた部分を開示 しなければ

ならないこととになる。

紙の文書の場合、一部分 だけを除いて開示す ることは通常、容易ではない。閉 じ込ん
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である場合は、事実上不可能であるか ら、該当部分のみをコピーするという作業 が必要に

な るし、1ペ ージ内の部分的削除を行 うには、悪評高い墨塗 りを しなければな らないこと

となる。該当文書が電子媒体 に記録されてい る場合は、上記 のいずれの作業 も極 めて容易

に削除で きる。逆 に、痕跡を残 さず部分削除が可能なため、どの部分において、何ベージ、

あ るいは何行、削除 したか を明記す る必要がある。

(3)手 数料

手数料 も情報公開制度 の具体 的な運用上、無視で きない問題である。特 に、最近 にお

いて、開示請求は認め られたが、その開示された文書の複写を行 うために必要な費用が大

きすきて、結局情報入手を断念 した という事例がでている。情報公開制度によって開示 さ

れた文書の複写が入手で きないのでは、情報公開の意味が半減することにな りかねない。

しか しなが ら、開示する側 にとって も、文書の量が多い場合、それ らを全部複写すること

は大きな負担になることは間違いない し、 これ ら複写を無料化 して、経費の負担 まで増加

させることは、受益者負担の原則か らも限界がある。現在、便宜的な方法 として、複写文

書が大量の場合、複写実費の単価 を下げて、全体の負担を軽減する方法を採用 している地

方公共団体もい くつかある。

情報公開法の要綱案では、 「行政文書の開示 に関す る手数料 は、実費 を勘案 し、制令

で定めるところによるものとする。」 としてお り、何 らかの手数料、複 写の実費が必要 と

されることになることは間違いな く、大量請求等に対する何 らかの方策が必要と考えられ

る。諸外国における情報公開法 においては、大量の文書の請求の場合、手数料 を減免する

ことを規定 している例 が少な くない。要綱案では、 「行政機関の長は、経済的困難その他

特別な理 由があると認め られ るときは、その手数料 を免除 し、又は減額 することがで き

る。」 としてお り、手数料の減免が規定 され ることとなろう。但 し、 その範囲、減免の程

度 については、ここの行政機関の長の裁量に任されている。各省庁共通の指針 の作成等 が

必要 とされよう。今後の検討を待つ課題である。

これ らの問題 を根本的に解決する方法は、開示請求された情報が電子媒体に記録されて

いて、それを電子媒体に複写することが考え られる。すなわち、文書の全文が電子化 され

ていて、開示請求された文書をフロヅピーディスクに複写する場合な らば、複写の手間も

かからず、1枚 のフロッピーディスクに記録で きる文書量も多いことか ら、上記のような

複 写に係 る作業の負荷、複写の実費 に伴 う料金の問題 を解決で きるのである。現在、開示
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請求文書について、この形式の複写を実施 している地方公共団体はない状況である。今後

の課題であると思われる。

(4)開 示から提供へ

「政府は、この法律に定め る行政文書の開示のほか、情報の提供その他の情報公開に関

する施策の充実を図 り、国民に対する情報公開の総合的な推進に努める」として、従来の

情報公開制度における閲覧、複写 という伝統的な開示方法にとどまらず、 「提供」 という

概念への拡大についても言及 している点は注目されるところである。

従来情報公開制度で検討 されて きた範囲で、情報の開示に情報提供 を含むのかという点

はかな らず しも明 らかではなかった。一般に、紙 による文書の開示とその複写の入手 とい

うのが、情報公開における情報の開示 と理解されてきたもの と考えられる。しか しながら、

最近の行政 の情報化の進展 によ り、大半の文書が電子化 されてお り、その電子媒体での開

示が認め られれば、複写に伴 う手数、費用が大幅に軽減 され、入手 した情報 も活用 し易い

とい うメ リットがある。情報公開制度もこれ ら新 しい情報媒体技術 を活用すべ きであると

考え られる。現在のところ、情報公開法の検討方針では、この電子情報 も開示の対象 とし

てお り、総合的な情報公開の推進、行政に関する基礎的な情報の提供促進方策 を検討する

ていることから、いわゆる、電子情報公開へ と向かうことが期待される。 しか しながら、

地方公共団体において既 に制定されている情報公開条例のほとんどは、 この電子媒体上の

情報対象としていないとい う点で、国の新 しい情報公開法 との違いがあ り、 この整合性確

保は必要となろう。

(5)行 政文書の管理

要綱案では、行政文書の管理に関す る根拠を法律に置いた上で、各行政機関の長が、政

令で定めるところによ り、行政文書の管理に関する定めを制定 し、これを公 にするととも

に、当該定めに従 った適切な行政文書の管理を行 うもの とした(第23)。

政令で規定すべ き内容としては、例えば、行政文書の系統的な分類に関する事項、その

作成の責務に関する事項、保存期間に関する事項、廃棄に関す る事項等、行政文書の管理

につ き、行政機関を通 じて共通的な取扱いをすべ き重要事項が考え られる。
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(6)情 報公開に向けた文書管理規定

情報公開制度を運用するにあたって、従来の文書管理規定では対応で きな くなる部分が

生 じて くることが想定され、 これ ら既存規定の見直 しは、情報公開制度運用及びその情報

化の前提 となる筈である。情報公開制度 を情報公開条例 で既に運用 している、地方公共団

体における、情報公開の実施に伴 う文書管理規定の見直 し、改正状況は以下のとお りであ

る。今後、情報公開条例等を制定 し、情報公開を実施する地方公共団体や国の行政機 関の

今後の制度化に向けた準備 に参考 となるもの と考えられる。

① 「文書」の範囲

情報公開条例では、開示対象の 「行政情報」又は 「公文書」の範囲として、文書(ほ と

ん どの場合、写真、図面等 を含 んでいる)、 マイクロ ・フィルム、磁気テープ等が挙げら

れているが、文書規定 では旧来のまま、 「文書」のみを管理対象と してお り、条例 と文書

管理規定にズレがある状況である。

② 起案様式

内部の起案様式に、情報公開制度関係の事項を記述 している例 が多いが、その内容は少

し異なっている。例えば、 「公開 ・非公開」の別 を記述 する欄を追加 しただけのも、それ

に、 「非公開の解除年月」、 「文書審査委員の審査欄」及び 「電算入力の要 ・不要欄」等

を追加 したもの等がある。特に、電算入力との関係は、 まさに情報化 と情報公開の関連で

重要であ り、情報公開制度の運用にあたって情報化 を積極的に推進 している団体の状況を

表 しているといえよう。庁 内の文書管理を光ディスク ・ベースに していることか ら、情報

公開との関連において、 「光デ ィス クへの入力の有無」を追加 しているものもある。非公

開についての秘密区分 を 「全部秘」、 「部分秘 」、 「時限秘」に区分 し、 「時限秘」につ

いては、解除予定年月日欄 を設けている例 もある。

③ 文書の分類基準

文書のファイル基準表を見直 し、改正 している場合 と、既存のファイ リング ・システム

の基準表で対応 している場合がある。光ディスクへの入力する文書分類事項 を別途、定め

ている場合もある。
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④ 文書 目録

情報公開制度に関する情報化があま り進んでいない地方公共 団体では、 ファイル 目録

を作成 し、県政情報室や情報セ ンターに備え置 くという方法を採 っている。情報化が比較

的進んでいる団体では例 えば、5年 以上の保存文書はコンピュータ入力されてお り、自動

検索がで きるようになってお り、1年 、3年 保存文書は、ファイル基準表 と文書保存台帳

で文書を手動検索するとい う2系 統の方法を採っている。

⑤ 文書の集中管理

文書の保管はどの組識 においても原局原課で行 うのが普通であるが、保存 に関 しては、

原課における分散管理 と官房文書課等における集 中管理 との兼ね合 いが問題になる。情報

公開法の運用段階で開示請求への対応 という観点から、2つ の方式の区分が明確にされて

いる必要がある。作成の一定期間後、例 えば、2年 間は原課で保管 し、その後、文書課で

集中管理 する方法 を採 るという方式も考えられる。一定期間後、例 えば、保存期間が経過

した文書について、廃棄処分にするか、公文書館等へ移管す るかの基準 も設定 することも

必要 とされよう。

⑥ 保存年限

保存年限表の作成 を義務づけている場合や、保存年限に関 して記述はない場合がある。

公的文書は国民を含めた国全体の財産であるという考え方もあ り、国民の立場か らみた利

用価値についても配慮するよう、通達で指示 している例 もある。最近、情報公開条例で開

示請求が頻繁に行われ、行政監視機能がいわれる中で、行政運営の透明化 と逆行する形で、

保存年限 を短縮 し、廃棄処分 にまわ して しまうという傾向がでて きているが、これは本来

の文書管理、公的文書の有効利用 という観点からは望ま しくないものといわれている。い

ずれに しても、文書の作成段階から、保存期限を明確に しておき、適正な手続 を経て、廃

棄処分又は公文書館への移管等を行 う必要があろう。

⑦ 文書管理体制の整備

いずれの組識においても、従来から文書主任が設置されてお り、基本的にはこの主任が

文書管理の中心になるが、各課の課長の文書管理上の責任を明確 にしている場合や、文書

主任 に加え、各課を横断的に管理 する文書総括主任を設置 している例 もある。文書主任 に

一85一



加え、文書公開審査員の設置 し、開示請求 に対応 している地方公共団体 もある。

⑧ 公文書館 との関係

公文書館については、歴史的価値 を有する文書 を保存するとしている場合 と、文書の価

値の有無 を直接記述せず、長期間保存文書の公文書館への引 き継 ぎ義務 をづけている例や、

10年 経過 した行政文書は公文書館へ管理 を委任するとしてい る場合 もあ る。通常、公文

書館へ委任された行政文書について も、情報公開条例の対象 となる。

⑨ 目録の作成 ・文書の登録

組織 内の部局、他の機 関、国民等か らの情報提供要求 に積極的 に応 じようとい う傾向

は、情報公開制度の導入が近 くなっているだけではな く、行政機関が保有する情報は国家

的な資源であ り、有効に活用されるべ きであるという認識 も高 まって きている。 これ らニ

ーズに応えるためには、行政機関にどのような文書が保管、保存されてい るかを知る手段

がなければな らず、行政機関が保有 している文書の目録の作成義務 を規定することが必要

となる。

文書の 目録作成は、実際は文書の登録の結果であるといえよう。文書の登録は、文書

のライフサイクル管理 と関連 して、重要な手続である。 これが適切に実施 されていること

によって、様々な開示請求、情報提供 要求に対応できることとなろう。

文書の登録に関 して、外国政府の例 として以下のような規定があ る。

1)公 文書は、公共機関がこれ を受理 し又は作成 したときは、当該文書 が当該機関の活

動にとって重要度が低いことが明らかな場合 を除 き、遅滞な く登録 するもの とする。

2)行 政機 関の決定の対象 となる案件 に関 して、案件の決定 に影響 があるとみ られ る事

実 について、公的機関が口頭による情報を入力 した場合、あ るいは その他の方法で

その ような事実を知 りえた場合、情報の内容 について記録 しなければな らない。 し

か しなが ら、その情報 が当該案件 に関連する書類 に含 まれている場合には、 この限

りではない。

しか しながら、文書の登録は、作成段階で 自動的、 システム的に行われ るように しな

一86一



]

いと徹底 しない し、作業量 としてもその手続の維持は大変である。その意味で、不要な登

録作業 を省略 して作業負担 を軽減するための措置も採 られる。例 えば、外国の例で以下の

ような規定がある。

1)た だ し、守秘規定の適用されない文書であって、その文書が受理 され又は作成 され

たか どうかを容易に確かめ られるように保管されている場合 にお いては、当該文書

の登録は省略することがで きる。

2)特 別 な理由があるときは、公共機関の内部 に大量 に保存 され る特定の種類の文書に

関 して、政府は前項に基づ く登録義務の免除を規定することができる。

3-5電 子文書管理システム構築運用上の課題

行政機関 をめ ぐる環境の変化 が進み、行政 に対 して透 明性が求め られる状況の中で、

文書管理 のシステム化が必要になってきている。 しか しなが ら、伝統的な文書管理方式か

ら電子的な文書管理へ移行、発展 させるためには、い くつかの課題を解決 しなければな ら

ない。主な課題、解決方策の考え方は以下のとお りであ る。

(1)計 画的推進

電子文書管理 システムは、関連部局が多 く、最終的には組織全体に及ぶ こと、それだけ

にコス トが大 きいこと、運用 ・維持のための労力が大 きい等の特徴から、計画的に推進 さ

れなければならない。国の行政機関の場合には、行政の情報化に関する基本計画が閣議決

定されてお り、文書管理の電子化はその一環に位置づけ られている。この基本計画はネヅ

トワークの構築 による、紙の文書の電子化 を基本 としてお り、その上で、行政サー ビスの

向上、オ フィス環境の改善、情報の有効利用等 を基本課題 としてお り、その意味では電子

文書管理 システムの概念を実現するものであると考えることもで きる。行政機関における

文書管理の電子化推進 に関する計画 として挙げられるべ き視点は以下のとお りであ る。

① 行政サービスの向上

本来、行政の情報化は行政事務の効率化 を通 じて、行政サービスの向上を図るためのも

のであるといってよい。従来の大型特定アプリケーションはそのような観点か ら行政サー
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ビスの迅速化、キメ細かさ、便利さ等において貢献 して きた。 しか しながら、文書管理 の

電子化の場合 ともすれば、行政 内部の事務処理の改善、コ ミュニケーションの円滑化、情

報資源の共有等に終わる可能性 がある。 しか しながら、情報公開に典型的に見 られるよう

に、組織 内の文書管理の適切化、効率化はと りもなおさず、情報公開や公的情報資源の提

供 という行政サー ビスの質の向上につながるはずである。

② 情報資源の有効利用

電子文書管理 システムの構築によって組織 内の情報資源 を共有することは大 きな 目標

であるが、その共有する範 囲を1つ の省に限定 した り、行政機関内部にとどめた りする

ことは、折角 の文書管理の電子化の効果 を半減 させて しまうことにも留意するべ きであ

る。行政機関に蓄積 されている情報資源は本来、行政 の適正な運営を妨げない限 り公開、

提供 され るべ きものであ る。元々、行政情報資源は官民 で共有 され るべき国家的な財産

なのである。電子文書管理 システムの構築 によって、 これ ら資源が広 く、使 いやすい形

態で民間に提供 されるような仕組みの構築が促進 され るこ とが必要であろう。上記の行

政の情報化基本計画においても、官民 を通 じた情報資源 の有効活用は大 きなテーマ とな

っているのであ る。

③ 行政の生産性向上

行政事務の非効率性 がいわれてから久 しく、なお依然 として改善の余地 を多 く残 したま

まであるとされている。行政の公共性、厳密性等の使命の特徴からある程度の非効率さは

止むを得ないかも しれないが、行政の簡素化、合理化 が求め られている状況において、非

効率性 を正当化することはで きない。行政の非効率性の代表は紙の文書の扱いにあ るとい

われている。行政情報化推進基本計画において紙から電子へ という大 きな 目標が掲げられ

ている所以であ る。

④ 既存アプ リケー ションとの連携

文書管理の電子化推進 において、開発対象 とな るアプ リケーションと しては、情報 の

外部提供、情報公開への対応等の行政サー ビスに関係 するアプ リケーションや情報の有効

利用を目指すものが多 くなるであろう。国の行政機関の場合 には、国民 との直接的な接点

があるアプリケーションはそれほど多 くな く、それ らのほ とんどが既 にコンピュー タ化さ
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れている状況 にあるため、 これ ら既存 システムと今後の電子的な文書管理 システム との連

携をどう確保するかが課題 とな る。

文書管理 システ ムにおいては、その性格上、行政内部の事務処理の高度化 を目指 すア

プ リケー ションが中心 となって くる傾向にある。 しか しなが ら、この場合 においても、対

国民、民間企業 との関係で官民双方が利便性 を享受できるような情報化を推進する必要が

あ り、電子文書管理システムもそのためのものとして位置づけられ るべ きであろう。

地方公共 団体の情報化は国の場合 とは対照的に国民 との接点の多いアプ リケー ションが

大半を占めていることか ら、今後の電子文書管理システムの推進においてもこの点を配慮

する必要 がある。特に、住民情報 システムを中心 とする総合的な情報化は既に多 く稼働 し

ているところであるが、今後の電子文書管理 システムはこれ ら基幹アプリケーション ・シ

ステムと新 しい電子文書管理システムの有機的な連携 を確保することが求め られるところ

である。

情報資源の利用は庁 内の情報の有効利用 と対民間への提供の2つ の側面を持ち、双方と

も重要な課題である。また、内部の情報管理 によって、庁内における情報の有効利用を促

進するということに加 え、今後益 々要求が高 まる情報公開への対応も容易になるとい う面

がある。情報公開に迅速、適切に対応するためにも、行政機 関内部の文書、情報管理がで

きていなければならないことは当然である。

⑤ 情報機器の導入計画

情報機器の導入計画では、全庁的なネ ットワークの構築、庁内LANの 構築が中心 とな

る。各省庁では1人1台 のパソコンの設置と省庁 内IANの 敷設に重点 を置いて きてお り、

既に本省庁 レベルでは全省庁 においてこのインフラが出来上が っている状況 にある。電子

文書管理 システム構築、運用の推進には、ネッ トワークの構築 とそれを活用するパソコン

の普及 が前提であるか らである。現在、各省庁においては積極 的に推進 されている状況に

あるが、国、地方のいずれ においても財政事情は良 くな く、今後情報環境整備の推進 に限

界がでて くることも考え られる。特に、地方公共団体においては、パソコンの導入台数が

少な く、今後電子文書管理 システムを推進 する上で支障 になると考 えられることか ら、行

政内部の トップ、財政当局の理解を得るぺ く努力するとともに、住民の理解、協力が得 ら

れるような方向を示 しつつ システム化を推進することが必要であろう。
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⑥ 推進体制の確立

今後 の電子文書管理システム化 の推進体制 としては、従来の ようなOA化 推進部門を

中心 とする方式 と情報システム部門 を中心 とする2つ の系統に分けられるであろうが、省

庁 内文書管理は本来的に、統合的システムが必要 とされ るという観点か らは、原局、文書

管理部 門、情報 システム部門の3者 の連携 が特 に必要 となろう。 また、大 きな 目標設定

を行 うために、委員会方式 も重要な役割を果たすことになるが、 その責任者のポジション

も重要である。国の行政機関でいえば、官房長、地方公共団体でいえば、知事や市長が委

員会 の トヅプになるぺ きであろう。電子文書管理システムは単に特定部局の特定業務の情

報化 を目指すものではないからである。

(2)電 子文書管理 システム実現への課題

電子文書管理 システムの推進を図る上での課題は、システムの対象が広範囲になるため、

様々な内容になる。検討すべ き主な課題は以下のとお りである。

① 対象の拡大

今までの情報システム化の対象業務 が事務処理全体の一部にとどまってお り、そのために

事務処理の効率化が思うように進展 しなかったという事情がある。その背景には、事務処理

全般の機械化、コンピュータ化を実現する技術の不十分さがあったことは確かである。また、

この技術的な限界に加え、行政事務 自体が機械化、コンピュータ化、文書管理の電子化の推

進を妨げるような仕組み、手続の下で執行されているという本質的な問題 もある。さらに、

文書管理の電子化のベース ともなるべきエン ドユーザ ・コンピューテ ィングが行政機関にお

いてはあま り進んでいなかったという状況もある。庁内LANが 構築され、情報資源を共有

する環境が実現する中で、各部局におけるエン ドユーザ ・コンピューティングが定着 して く

れば、電子文書管理システムの普及は比較的スムーズに進むであろう。その意味では、組織

内職員全体の電子文書管理システム化推進に関する意識の改革も必要となると考えられる。

文書管理の電子化が従来のように、文書作成 と伝達、保管等 を中心として事務処理の一

部であるうちは、組織全体 としての情報資源共有の レベルまで達することは困難である。

電子文書管理システムをサポー トす るソフ トウェアの1つ であるグループウェアのアプ

リケーションでは、 この組織 内の情報資源を含む各種資源の共有やコ ミュニケーシ ョンの

円滑化等を トータルに実行するものが多い。行政機関においてもこれ らグループウェアの
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サポー トも考慮に入れて電子文書管理 システムの実現を図ってい くことが必要であろう。

② 費用対効果

電子文書管理システムの構築には、多 くのコス トが必要であるのに比 し、その効果が個

別業務の効率化を目指 したコンピュータ化 と異な り見えに くいという点を考慮す る必要が

ある。特に、電子文書管理 システムの構築の場合には、 トップの理解や財政 当局の理解 を

得ることが必要なだけにこの問題は重大である。効果 を定量化 し、経費削減 と見合 うとい

う分析 ができれば よいが、文書管理のような基本的な事務処理の電子化の多 くの場合、費

用対効果の点で、定量化 しに くい効果が多いだけに、費用対効果のメ リッ トを挙げること

は困難である。例えば、執務環境の改善等の定性的な効果 について、説得力のある理論武

装が必要にな ろう。

③ 組織的な対応

電子文書管理 システムはまさに全庁的なシステムであ り、この推進に関 して トップの理

解、積極的な関与は極めて重要である。 トヅプや管理者の理解を得た上で、関係部局の連

携がさらに重要になる。例 えば、基幹情報 システムの開発、運用 を行っている情報システ

ム部門と電子文書管理システム化推進部門との連携は最 も重要であるし、ユーザである一

般部局の積極的な参画を引き出すための努力が必要になることも当然である。そのために

は、電子文書管理 システムを構築、推進する部門の機能、権限を明確 に位置づけてお くこ

とも重要であろう。

④ エン ドユーザへの配慮

電子文書管理 システムの場合、運用対象者は全職員に及び、対象業務 にも広が りがある

ため、多 くの部門 との連携に配慮 しなければな らない。特 に、エン ドユーザの意見 を反映

し、使いやすいシステムを構築することがシステムの普及、運用の定着に必須の条件 とな

る。例えば、ライフサイクルを通 じた文書管理 を目的とする場合、現局課の職員との意見

交換 ・討議 を通 じコンセンサスを得て意思統一 を図 り、推進 してい くことが求め られる。

⑤ 普及への方策

理想的な電子文書管理 システムを構築 しても、それを利用 するユーザ側の運用、維持に
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対す る積極性が欠如 していては普及、定着は望めない。特に、電子文書管理システムの場

合はユーザの範囲、層が広いだけに、ユーザ教育は負荷が大きい作業であるが、重要な点

である。 このよ うないわゆる情報 リテ ラシーの向上を図るため研修、教育を充実するとし

ても、システム自体が使いやす くできていることが普及促進への大きな要因である。操作

の簡便 さ、 ソフ トウェアの使いやす さと有効 さ、情報 の検索、加工編集、保管 ・保存、廃

棄等 さま ざまな文書管理作業の容易 さ等が求め られ る。操作手引き書、 ドキュメン トの整

備等の整備 も重要である。また、特に、電子文書管理 システムの導入によって、従来の事

務処理方式に変更がもたらされ るよ うな場合には、十分な研修が必要な ことはい うまで も

ない。

⑥ 技術的な配慮

電子文書管理 システムは文書管理全般 の電子化 を目指すだけに、要求 され る機能が多種

に及び、必ず しも現在の情報技術、製品ですべてカバーできるとは限 らない。 当面は不十

分な技術の範囲で構築 し、その後の技術発展 を採 り入れつつ拡張 していくことが必要 とな

ろ う。そのためには、システムの構築段階で予め拡張、ハー ドウェアや ソフ トウェアの切

り替え等を見込んだ柔軟性のあるシステムにしておく必要がある。最近の情報技術の成果

の1つ である、オープン ・システム環境や共通プラッ トフォームの構築等はシステムの柔

軟性に寄与す るであろうし、ウイン ドウズ環境 もシステムの互換性確保 には有効であろう。

電子文書管理システムの実現によ り、組織内での各種文書、情報資源 の共有が可能にな

るにつれ、システム ・セ キュ リティが重要になる。 また、今までのコンピュータ化で重要

性がいわれながらなかなか実現 しなかった ドキュメン トの整備 も、システムが全組織的 に

なることか ら看過できない要素である。 また、最近のネ ッ トワーク技術の進歩は急激であ

り、この技術進歩に対応 してシステムを運用、維持 してい くことも考慮 されなければな ら

ない。特 に、ネ ッ トワークの運用 ・管理に関す る技術 を有す る職員は極 めて限 られている

ため、外部の技術力に依存 しなければな らない部分があることは、 このシステムが組織内

文書全般 を扱 うだけに、十分配慮 しなければならないことを意味す るものでもある。

(3)文 書管理システムの ミッションの変遷

情報技術の進展、ネ ッ トワー クの普及は文書管理の在 り方 を大きく変えつつあ る。今

後の文書管理システムを拡張、発展 させ てい く中で、文書管理システムの ミッシ ョンが変
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遷 してい る。すなわち、一般 にオフィスの事務処理の生産性向上 とい う目的で開始 された

文書管理が最近の情報技術、特にネ ッ トワー クの普及によって、文書の作成、検索、保管、

伝達等を中心 とす るものか ら、組織内の コミュニケーションの高度化やデータベースの構

築 ・利用へ と範囲を拡大 してきているのである。

電子文書管理システムの拡張、発展については民間企業にお いて積極的 に進め られて

きている。 これは、いわゆる戦略的情報システムとの連携で、企業の競争力 を高める観点

か ら、事務処理の生産性 向上、情報の活用を 目指 して進められてきた もの と考えられる。

このような状況か ら今後の電子文書管理システムの基本的な方向 として以下の4点 が挙げ

られ る。

・ 個人作業から組織 的な活動へ

・ 単機能か ら複合機能へ

・ 事務処理から知的生産活動へ

・ 省力化か ら高度化へ

① 個人作業か ら組織的な活動へ

数年来、ほとんどの部局においてパ ソコンや ワー ドプロセ ッサが導入 されて事務処理の

効率化に活用 されてきているが、その大半は個人 レベルの作業のためのものであ り、処理

の内容 は、簡単でデータ量の少ない集計 ・分析や文書の作成 ・更新が主であった。 ワー ド

プロセ ッサで作成す る文書様式が個人的であった り、フロッピーの管理 も個々に行われて

お り、情報機器や情報 自体の共有ができていない状況があった。 このよ うな状況は、文書

管理システムが組織 レベルへ発展 しない とい う結果をもた らす。 この文書管理 システムの

初期の段階か ら、ネ ッ トワークの使 いやす さが進み、特にLANの 普及によって、個人 レ

ベルでの文書管理 システムか ら全組織的内電子文書管理 システムへ と発展することとなっ

た。

② 単機能から複合機能ヘ

パ ソコンや ワー ドプロセ ッサが上記のように個人 レベルの作業 を中心に利用 されている

ことは、それぞれの機能は単独に利用 されていることを意味す ることで もある。アプ リケ

ー ションは個別に開発 され、それに必要なデータベースもアプ リケー シ ョン毎に構築 され

るとい う状況であった。メイ ンフレームを中心 とするシステムが構築 されている場合でも、
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これ らパ ソコンや ワー ドプロセ ッサは独立 して利用 されていることが多かった。 このよ う

な縦系列の複数単機能 システムから、複合機能の要求が顕在化 し、ネ ッ トワークの普及が

その実現を可能に した。すなわち、文書の作成か ら、伝達 、処理、利用、更新、保 管、保

存、廃棄等の文書のライフサイクルにおいて、一貫 した管理 を可能 にす るシステムが求め

られ、実現性が出てきたのである。

③ 事務処理から知的生産活動の支援へ

文書管理の適正化、効率化 を目的に構築 され る電子文書管理 システムは、部局内の情報

機器の普及、ネ ッ トワーク構築の容易 さ等か らより高度な利用へ と進む可能性が高まって

きた。各原局課における個別の文書管理か ら、情報資源等 の組織内の資源 を共有すること

によって、知的活動支援機能を実現 しつつある。 また、電子 メールや電子掲示板機能 も、

組織内の今までにないコミュニケーシ ョンを可能に してお り、新 しい知的活動の可能性 を

高めてい る。

④ 省力化から高度化へ

文書の作成、更新、保管、伝達等の事務作業の効率化 を目指 してきた文書管理 システム

が、情報の活用による意思決定の支援や判断資料の作成を容易に しつつある。この傾向は、

コンピュータ利用の初期 において、省力化を 目指すアプ リケーシ ョンが中心に開発 された

後、徐々に情報の利用 とい うステップへ発展 させてきた経緯 と類似 している。ただ し、メ

インフレームにおける情報資源の共有 と異な り、広い範囲の職員が技術バ リアーな しに自

由に、容易に利用できるとい う環境ができつつある。 これ らの状況を実現す るには、組織

内にパ ソコンが普及 し、省庁内のネ ッ トワークに容易に接続できるとい うインフラが整備

されている必要がある。

(4)電 子文書管理システム導入のアブn－ チ

文書管理 システムには、 コミュニケーシ ョン先行型、データベース整備先行型、文書

情報蓄積 ・利用先行型の3つ のアプローチがある。各アプローチはそれぞれ独立、排他的

な ものではなく、む しろ複合 して導入 され、利用が進む中で拡張発展 していくものであろ

う。それぞれの考 え方、概要は以下の とお りである。
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① コミュニケーシ ョン先行型

コミュニケーシ ョン先行型 の文書管理システムのアプローチは、組織内で電子 メールや

電子掲示板等の新 しいコミュニケーシ ョン ・ツールを活用 した情報インフラ ・ス トラクチ

ュアを整備 しつつ、個人 レベルの管理 システムを組織全体 にお ける文書 のライフサイ クル

管理へつなげてい くとい う方法である。 これ らを具体的にサポー トす るソフ トウェアの1

つ としてグループ ウェアが普及 しつつあ り、ユーザに とって この ような コミュニケーシ ョ

ン先行型 の文書管理 システムの実現が容易になっている。グループ ウェアの機能 としては、

情報 の共有を目的 とする文書情報の保管 ・管理 を行 う機能が中心 となる。組識内における

コミュニケーションであるか ら、文書によるものが中心 となるが、統合化の進展に応 じて、

図表 も対象 とな り、最近では音声 によるメッセージの蓄積 、伝達等 も取 り込むシステムが

登場 している。また、電子掲示板の活用もコミュニケーシ ョンの円滑化に大 きく貢献す る

可能性があ り、単な るメッセージの伝達やアナ ウンスにとどまらず、組織 内の情報の共有、

知識 ・経験の共有や関連業務の連携強化までに発展す る可能性 が期待 されている。

行政機関で考えれ ば、官房の情報伝達機能や部局間の情報伝 達にこの電子 メールや電子

掲示板 を活用することが考えられ る し、会議のスケジュー リングや会議室の予約に活用で

きるであろ う。また、メッセージの伝達だけではなく、省庁内の情報の共有 も有効性の高

いもの と期待され る。 さらに、各省庁間の情報流通の円滑化やメ ッセー ジの伝達、広報活

動等へ拡張 した利用方法が考えられ る。

② データベース整備先行型

比較的多い方法 として、デー タベース整 備先行型があ る。 これは、基幹 となるデータベ

ースを中心にして
、各部門で 自分達の業務に活用できるような環境 を実現す るシステムで

あり、従来のメインフ レームを中核 とす る情報システムの延長上に構築す ることができる

ので、比較的容易に実行できるものである。 これ を実現す るために必要な情報機器 も大半

の部局で既に保有 され てお り、これ らパ ソコンや ワー ドプロセ ッサ をLANを 介 してネ ッ

トワー ク化すれば、エン ドユーザは 自分の必要性に応 じて文書情報 を検索 、加工 して活用

できることとなる。エン ドユーザ指向の電子文書管理システムの実現である。また、 この

方向は従来のメインフレームを中心 とす る集中システムに加え、部門毎のデータベースの

両方の存在を実現す るものであ り、 さらに垂直集 中システムか ら水平分散 システムへの移

行を可能 にす るものでもある。

一95一



行政機関の例 で考えれば、ほ とん どのデータベースや主要 アプリケーションが本省庁

における集中システムと して構築されて きた経緯があ り、この資産を活か しながら、組織

内の情報インフラ ・ス トラクチュアを整備するこ とが必要 とされ ることから、このデー歩

ベース整備先行型の文書管理システムの方向はむ しろ、現実的である。

③ 文書情報蓄積 ・利用先行型

行政機関の各部局において利用される情報はデジタルな数値 ・文字デー タは比較的少な

く、大半は文書 とい う形をとっている。文書管理 システムにおいてはこの文書という単位

での情報の管理 ・利用 が効率化、高度化されなければな らないとされる所以である。従来

のコンピュータ化はデ ジタルデータ処理であったため文書管理のシステム化がなかなか進

まなかったという事情があるが、最近のデジタル技術、マルチメデ ィア技術の進歩 によ り、

文書情報の処理の可能性が高まっている。 しか しなが ら、 この文書 を中心 とする文書管理

システムは、従来の情報システムとは必ず しも統合されず、併存の形 を採 ることが多かっ

たのである。

このような状況 に対 して、組織 内に存在する共通性 の高 い文書 を管理、利用するため

のシステム構築を行い、その活用か ら組織内の情報資源の共有を実現する方向を目指すこ

とも期待 されるようにな って きた。グループウェアのアプ リケーションで電子キャビネヅ

トという概念で提供されているもので、今 までの手作業によるファイ リングのイメージで

電子化 した文書の管理、利用、保管等 ができる。

文書の場合、データ量 が大 きいこともあ り、文書内の情報 をデジタルで蓄積すること

はコス ト、労力の点で困難であることか ら、最近普及が進んでいる光デ ィスク装置をこの

電子ファイ リング ・システムに組み込んで利用できるグループウェア ・ソフ トウェアも開

発されている。

行政機関の場合 には特にこの文書単位の処理が多いこと、その重要性が高いこと等の理

由から、この文書情報蓄積、利用、管理システムの有用性は高 く、使いやすいシステムの

実現が期待されているものである。い くつかの省庁では既 にこの種のシステムの構築を目

指 しているが、LANを 介 したグループウェアを使 った全省的な文書利用、管理 システム

の構築は今後の課題 という状況である。
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(5)電 子文書管理システム実現への基本方針

電子文書管理システムの構築は民間企業の先進ユーザが進めている段階で、行政機関に

おいては未だ構築例が多 くない状況にある。これら民間企業における先進事例から留意 さ

れた事項 を整理 し、行政機 関の実態を踏 まえて、電子文書管理 システムの構築に向けての

基本方針 をまとめると以下の ようになる。

① トップ及び関係者の理解

電子文書管理 システムで利用される情報の大半は非定型文書情報であるということか ら、

従来の特定アプ リケーションのコンピュータ化 とは異な り、利用者、関係者 が非常に広範

囲に及ぶ とい う特徴がある。そのことによ り以下のような困難な点 があ り、 それらの解決

が電子文書管理システム実現の前提 となる。

1)情 報化投資額が大 きい

特定のアプリケー ションの開発 とは異な り、組織全体のイ ンフラ ・ス トラクチュアの整

備が必要になることは、それ に必要な情報機器の導入、ネヅ トワー クの構築 に係 る経費が

大 きくな ることを意味するもので もある。また、文書情報の処理 という点から、追加的な

ファイル装置(従 来のデ ィスクに加え、光ディスク等のシステム等)が 必要 になる。

2)効 果の定量化が困難

業務処理のためのアプ リケーションの場合 には、省力、省時間等、効果 を定量化するこ

と比較的できるという状況であったが、非定型情報の処理やコ ミュニケーションの円滑化、

情報の共有等を主な目的 とする電子文書管理システムの場合 にはその効果 を定量化するこ

とが困難である。そのことは、費用対効果の観点からだけでは システム構築、運用の合理

化ができない ということを意味するもので もある。

3)定 着に時間がかかる

電子文書管理システムの場合 には利用者の範囲が広いこと、 しかも最終的には組織 内の

ほ とんどすべての職員が利用できなければならない(そ うでないとシステムの効果が半減

して しまう)こ とか ら、システムが組織内に定着するまでにかな りの期間がかかることと

なる。マニュアルベースのファイ リング ・システムにおいても、組識全体に定着するまで
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に多 くの期間が必要であった し、運用段階に入 った後もその維持 にかな りの努力が要され

ている。

② 定着への関係者の協力

上記のような問題を解決 しなければならないことは、電子文書管理 システムの導入、運

用のためには組織の トップ、関係者の理解 と協力が必須 となる。短期的に定着 し、投資額

も回収できるというシステムな らば トップの理解 を得 ることは容易であろうが、上記のよ

うな特徴 を持つ電子文書管理 システムの場合にはかな り困難な問題であろう。

民間企業の場合には、 トヅプの理解 を得 た後は、その電子文書管理 システムを全社的な

情報交流、伝達 システム として位置づけ、その使用を前提 とした業務運営形態へ移行 して

いけばよいので、そのシステムを普及 ・定着させることは比較的容易であろう。その場合

でも、 トップがシステムの運用、維持 にいたるまで後見人 として支援 してい くことが要求

されるであろう。行政機 関の場合には、 トップの理解は、投資効果 という点 よりは、必要

性、有効性、利便性等のいわば正当化 がなされることによって得 られると考え られ るが、

民間企業 と異なる点は、トップの号令一つで定着するということは考えにくいことである。

企業 と異な り、全社的な意識や企業文化の形成が行政機関では困難であ り、電子文書管理

システムのような省庁全体に及ぶようなシステムの利用、定着には民間企業以上の時間が

かかるものと考 えられる。

③ 段階的、計画的な推進

上記のように、投資額が大 きく、開発、運用に至るまでに長期間を要することから、電

子文書管理システム全体の構築のために、一度に多 くの投資 を期待することはで きず、計

画的に推進せざるを得ない。この計画的という意味はむ しろ段階的にということであ り、

例えば、情報機器の導入 ・配置 を、本省庁、 プロヅク機関、県 レベルの地方局というよう

に拡大 してい くことも考えられ るし、電子文書管理システムの対象 となるアプリケーショ

ン、共有する情報のデータベースの段階的な開発も必要であろう。

実現性の高いところ、具体的な効果が見やすい分野、積極的な協力が得 られる分野や部

局等か ら開始 してい くことが現実的な方向であろう。その場合でも、最終的な全体像は明

らかにな ってお り、当面の実施分野はその何処 に該当するのかとい う観点は常に見てお く

必要がある。いずれに しても、省内において、様々な要素 を勘案 して優先順位を決定 して
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おかなければな らないこととな る。

④ ユーザ の参画

電子文書管理 システムが組織全体の情報伝達、利用のシステムであ り、コ ミュニケー シ

ョンのツール とすることを目的としてい ることは、システムの利用者は一部の職 員で とど

まるということは意味がないこととなる。この電子文書管理 システムが組識の業務運営の

ための1つ の文化になるとさえいわれている。組織内の様々な資源を皆で共有す るのであ

るとい う意識形成が不可欠 とされる所以であ る。この ことは、電子文書管理システムの構

築にあたっては、実際の利用者である、可能な限 り広い範囲、分野からのユーザの参画 を

得ることが成否を分けることとなる。トップからの号令だけでは十分ではないで あろうし、

システム部門か らの押 し付けだけでは普及は望めない。ベ ンダーのお仕着せのシステムで

も定着は期待で きない。

組織 内の情報の共有、コ ミュニケーション様式の変革は極めて組織全体の課題であ り、

既存の組織風土 を無視 しては普及 しない。大型アプリケー ションの開発、維持 を主として

きた従来型の情報部門だけでも電子文書管理システムの構築は困難であ るとされ る所以で

ある。

⑤ 機会 をとらえること

組織全体に及ぶ電子文書管理システムの構築を実施するということは、 その組織 にとっ

て重大な決定事項でることは間違いない。また、行政機 関の場合では、それに必要な予算

を獲得するというプロセスが必要であ る。このことは、電子文書管理 システム構築の決定

を得 るにはそれな りのタイ ミングが必要であることを意味 している。民間企業 において ト

ップの承認を得 ることも、その企業 にとって、事業の大幅な拡大、全社的な組織や運営体

制の見直 し ・改革等、単なるオ フィスの生産性向上 という局面だけではない大 きな動 きが

必要 とされ よう。

行政機 関の場合では、庁舎の改築、新築の際に情報化計画を併せ実施する傾向がある。

特に、県 レベルで新庁舎建築時にいわゆるインテ リジェン ト化 を進め、その下に文書管理

システムを構築する例 が多 く見 られる。また、最近では景気対策の1つ として情報化投資

が緊急 に認め られるという事態があ り、各省庁はこれを機 に、省庁内のLANの 敷設を一

気に推進 した状況があった。さらに、 この数年間は、行政の情報化推進 について様 々な議
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論が提起 され、社会一般か ら行政の情報化の促進が要求された背景があ り、1994年7月

には行政の情報化の計画的推進が各省庁で合意され、1994年12月 には行政情報化基本

計画が閣議決定 され、1997年12月 には同計画の改定が行われるという、行政の情報化

推進に関 しては今 までにない環境ができていると考えられ、 これは各省庁 にとって、1つ

の大 きな機会であると考えて間違いない。
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資料1.

行政情報化推進基本計画
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行政情報化推進基本計画

平 成6年12月25日

閣 議 決 定

行政 をめ ぐる内外諸情勢の変化に的確 に対応 し、行政の総合性の確保、簡素化 ・効率化

の一層の推進、国民ニーズへの対応等 を図ってい くことが要請されているが、近年急速な

進歩を遂げつつある情報通信技術の成果 を活用 し、これらの要請 に一層的確 に対処 するた

め、政府 として、 「行政情報化推進基本計画」(以 下 「基本計画」 という。)を 策定 し、

行政の情報化 を総合的 ・計画的 に推進 する。

第1理 念、計画 目標

1情 報化推進の理念

行政の情報化は、行政のあ らゆる分野において情報通信技術の成果 を普遍的に活用 し、

行政の質の高度化、国民サー ビスの質的向上 を図ることを目的 とするものである。

この意味で、行政の情報化 を、効率的で総合的 ・対応力に富んだ行政の実現、国民ニ

ーズに即 した行政事務 ・行政サー ビス体系の確立及び情報の共有を基盤 とした円滑な国

民 と行政 との関係の形成に向けて行政の事務 ・事業及び組織 を通 じるシステムを改革す

るための重要な手段 として位置付け、その積極 的推進 を図ることにより、国民の立場に

立った効率的 ・効果的な行政の実現 を目指す。

2計 画 目標

情報通信技術の成果を財政状況等を勘案 しつつ行政のあ らゆ る分野 に積極的に導入 し、

情報 システムの利用 を行政の組織活動 に不可欠なものとして定着させ、行政内部のコ ミ

ュニケー ションの円滑化、情報の共有化による政策決定の迅速化 ・高度化等行政運営の

質的向上 と、国民への情報提供の高度化、行政手続の効率化等の行政サー ビスの質的向

上を図 るため、セキュ リティの確保等 に留意 しつつ、 「紙」による情報の処理か ら通信

ネヅ トワークを駆使 した電子化 された情報の処理への移行 を実現する。

3計 画期間

平成7年 度を初年度とする5か 年計画とする。
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4計 画の対象

国の行政機関を対象 とする。

5共 通実施計画及び各省庁別計画の策定

基本計画に定める共通実施事項を実施するための共通実施計画を別途定めるとともに

各省庁は、基本計画を踏まえ、各省庁別計画を策定する。

なお、基本計画及び共通実施計画並びに各省庁別計画を合わせて 「行政情報化推進計

画」と称する。

第2情 報化推進基盤の整備方針

各省庁は、以下の整備方針を踏まえ、行政の情報化を推進する。

1情 報化 の進展 に対応 した行政情報 システムの整備

(1)行 政情報の電子化 と高度利用

① 行 政 情 報 の 高 度 利 用 を推 進 し、 行 政 の 情 報 化 を 円 滑 に 進 め る た

め、行政事務処理 に伴 って発生する情報の広範 な電子化 を行 うとともに、 一

般行政事務 における文書の作成 ・保管 ・伝達等の事務処理 につ いて、情報 シ

ステム化 を総合的 に推進 する。

② 行政の組織活動 に情報 システムを不可欠なもの として定着 させ、行政の効率

化 ・高度化 を推進するため、職員一人一人がいつでもパソコン、 ワークステー

ション等の利用が可能 となる環境を整備する。

③ データベースの整備 について、外部データベースの活用 を含め効率的な整備

を推進する。

④ 許認可、登録、給付等各省庁固有の業務に係 る定型的業務処理 について、進

展する情報通信技術を活用 し、情報システム化 と既存 システムの高度化 を推進

する。

(2)行 政情報の流通の円滑化 と総合利用

① 省庁間の情報の共有及び円滑な流通 を図るため、データコー ド、データ項 目

等基本的項 目について標準化を行 う。

② 省庁の枠 を超 えた政策の総合的な企画 ・立案 を支援す るため、情報流通の円
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滑化 と迅速なコ ミュニケー ションを行 う省庁 間電子文書交換 システムな どの情

報システムを整備する。

③ 一元的 に開発 ・提供することが効率的なデー タベースについて、引き続 きそ

の整備 ・拡充 を行 うとともに、各省庁において個別 に整備 され他省庁 にも提供

可能なデータベースについて、省庁間利用を一層推進する。また、調査研究報

告書な ど各省庁が共通 して保有する情報を、統一的な考え方に基づ き、各省庁

で共同利用で きるデータベースとして整備する。

④ 複数の省庁 に関連する省際行政事務 に係 る情報 について、関係省庁間の調整

を図 りつつ、共同利用で きるデータベース としての整備 を推進する。

(3)行 政 サー ビスの高度化

① 各省庁か ら日々公表され る報道発表資料 などの情報について、情報通信技術

を活用 し、時 間的 ・空間的制約 を超えて国民等に提供する情報システムを省庁

間の整合性を図 りつつ整備する。

② 公開可能 な行政情報の社会 的活用 につ いて、国民等のニーズに応 じ、電子

的な手段 ・媒体 による提供 を公益法人、民間事業者等 も活用 しつつ一層推進

す る。また、 このため、民 間提供 に係 る要領 を策定す るとともに、デー タベ

ースなどのク リア リング(所 在案内)シ ステム等を整備 する
。

③ 国民等 との間の様々な行政手続等について、事案審査等行政機関内部の事務

処理 を合理化 ・迅速化 する情報 システムの整備 に合わせ 申請、届出、報告、相

談等の電子化 ・オ ンライン化 を業務内容に即 して推進するとともに、電子的縦

覧 ・閲覧を推進する。

なお、各種行政手続 を一元的 ・電子的に処理 する行政手続 システムの在 り方

を検討する。

(4)情 報システム及び執務環境の高度化

① 情報通信技術の進歩の成果を行政情報システムに活用 し、一層効率的かつ効

果的なシステ ムの整備 を図るため、政府全体 として、分散処理、マルチメデ ィ

アなどの新技術等に関する情報収集 ・評価機能を充実強化 し、具体的な適用等 ＼

のためのパイ ロット事業の実施等を通 じ、これ ら新技術等の普及を図る。また、

業務処理等の実態に即 して新技術等の積極 的な活用を図 る。

② 省庁内 ・省庁間で利用するデータベースなど部局 ・省庁 を超 えて総合的に整
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備することが必要な情報 システムについて、国際的な標準に準拠 した製品を導

入することによ り、オープンシステム化 を推進する。また、事業別 システムな

ど部局内システムについて、多様 な製品の選択等 による最適なシステムを構築

する観点か ら可能な限 りオープンシステム化 を推進する。

③ エン ドユーザ ・コンピューテ ィングの進展、組織 を超えたネ ヅトワークの広

域化の進展等に対応 するため、業務形態等に即 して情報システム面及び施設面

での安全性 ・信頼性対策を充実強化 するとともに、外部監査 ・評価の活用のた

めのパイロヅ ト事業の実施等を通 じ、システム監査 ・評価機能 を充実す る。

④ 情報 システムの開発 ・運用管理 について、各種支援 ツール等の積極 的な活用

などによ り効率化 ・省力化 を推進 する。

⑤ 施 設 の イ ン テ リ ジ ェ ン ト化 な ど行 政 の 情 報 化 に 対 応 した 執 務 環

境の整備 を推進する。

(5)通 信 ネッ トワークの高度化

① 省庁内の通信ネ ッ トワークについて、各省庁 や行政機 関以外の情報システム

と接続可能で柔軟な情報処理 が可能 となる施設内ネ ッ トワーク、いわゆるLA

Nの 整備 を推進 するとともに、本省庁 ・出先機 関等間を結ぶ通信 ネッ トワーク

の整備を推進する。 ・

② 省庁間の情報流通の円滑化 ・高度化 を図るため、各省庁の施設内ネ ヅ トワー

クを相互に接続する省庁間ネ ットワーク、いわゆる霞が関WANに ついて、ネ

ッ トワークの運用管理、接続方式等具体的な検討を行い、円滑 ・早期 に整備す

る。また、行政機 関のネッ トワークについて、進展する高速 ・大容量通信への

対応等を検討する。

③ 円滑な国民 と行政 との関係の形成、広範な情報流通の実現 を図るため、行政

機関のネ ヅ トワークと地方公共団体、民間等の各種周辺ネ ッ トワークとの間に

おける適切な情報交換手段の確保を図る。

2情 報化に対応 した制度 ・慣行の改善

(1)行 政内部 の意思の伝達 ・決定にかかわる制度 ・手続

① 情報の伝達、保管等の手続を定めている各省庁文書管理規則等や省庁間の情

報流通 に係aる取決めなどについて、施行文書の公印 ・契印の省略、電子的決裁
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方式の導入、セキュ リテ ィの確保等の措置 について技術面を含め検討 を進 めつ

っ、省庁間電子文書交換 システムの整備、各省庁 における文書管理 のシステム

化などの情報化の進展に合わせて、逐次見直 しを進める。

② 官庁会計事務、人事 ・給与関係事務等 に係 る文書な ど紙 による保管 ・提 出が

義務付け られている文書 について、これ らの事務の情報 システム化に合わせて、

その電子化を図ることとし、 これに必要な規定面の見直 しを進める。

(2)国 民等 との間の事務 ・サー ビス手続

① 国民等 との 間の各種許 認可等 の事務手続 につ いて、紙 による事務処理 を代

替 する技術 の進展、審査等事務 の情報 システム化の進ち ょく状況、国民等 の

理解 を考慮 しつつ、情報通信技術 を活 用 した申請 ・届出等 を行え るようにす

るための検討 を行 い、その結果を踏 まえて各種許認可等 に係 る法令等 の見 直

しを進め る。

また、各種 申請 ・届出等窓口の近隣化 ・一元化及び一つの手続で複数 の事務

手続を可能 とするいわゆるワンス トップサー ビス等の事務手続の簡素化 の在 り

方について、調査研究を進 める。

② 国民等に対する行政情報の提供、窓 口業務等について、情報通信技術 を活用

し、提供窓口の一元化、取扱時間の延長等を含む行政サー ビスの向上を図るた

め、これに必要な制度面の見直 しを進める。

3そ の他情報化を推進するための基盤整備

(1)組 織的基盤の充実

① 各省庁 における情報化 を組織全体 と して推進するため、省庁内に連絡会議等

を設置することによ り、企画調整機能の充実強化 を図る。

② 情報化 に関する計画の策定、実施等の責任者 として、各省庁の組織規模 ・形

態、所掌事務等 を勘案 しつつ、 トップ レベルの統括責任体制を確立す るととも

に、省庁 内に共通する情報 システムの企画立案、個別 システムの調整等につい

て、統括責任体制を補佐する中核的なスタッフ機能を整備充実する。

(2)人 的基盤の充実

① 限 られた人的資源 を有効に活用 し、 円滑かつ効率的なシステム運営 を行 うた

め、情報 システムの企画立案、開発及び運用管理 の各段階 において、業務形態
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等 を勘案 しつつ、コ ンサルタ ン ト、 システムインテグ レータ等の外部 リソー ス

の積極的な活用を図る。

② 情報 システム部門の要員について、職員研修等の一層の充実、情報 システ ム

部 門間や情報 システム以外の部 門との人事交流の推進などによ り、企画 ・調整

要員、 システム評価要員等、高度な技術を有 しつつ幅広 く組織運営の責務 を担

い得る要員の養成確保に努め る。

③ 職員の情報活用能力、 いわゆる情報 リテラシーの向上 を図る観点か ら、情報

システム関連研修等の一層の充実を図るとともに、セ ミナー、 シジポジウムな

ど種々の機会 をとらえて、情報モラルの普及啓発に努める。また、情報システ

ム部門との人事交流などによ り、ユーザー部門 における情報化 を リー ドする中

核的な人材の養成に努める。

(3)予 算及び調達の改善

① 計画的な取組が必要な大規模 システム開発な ど多年度 を要す る情報化プロジ

ェク トについて、円滑かつ効率的な実施 を推進するため、必要に応 じて国庫債

務負担行為制度の活用 を図る。

② コンピュータ製 品等の調達関連業務 について、具体的取 引価格等 に関する情

報の把握 ・流通方策、ソフ トウェアの評価 ・見積 り方策等 を検討 し、その一層

の効率化 ・適正化を図る。

第3共 通実施事項

各省庁 は、第2の 整備方針 に基づ き、共同 ・分担 して以下の事項 を実施 する。

1情 報化の進展に対応 した行政情報 システムの整備

(1)行 政情報の電子化 と高度利用

① りん議 ・決裁 システム、国会 関係事務支援 システム等各省庁 に共通 する事務

処理システムの整備

② 各省庁 が共同で導入 ・利用することが合理 的な外部データベースの活用方策

の検討

(2)行 政情報の流通の円滑化 と総合利用

① 省庁間の情報の共有及び円滑な流通に必要 なデータコー ド、データ項 目等基

本的事項の標準化
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② 省庁間の円滑な情報流通 と迅速なコ ミュニケーシ ョンを行 う電子文書交換シ

ステム、電子 メール システム等の整備

③ 一元的に開発 ・提供することが効率的なデータベースの整備

④ 白書 ・年次報告書、調査研究報告書等各省庁 が共通 して保有 する行政情報の

データベースの整備

⑤ デー タベースの省庁間利用の一層 の推進 に必要な省庁 間利用要領 の策定並び

にク リア リングシステム及びデータベース相互利用 システムの整備

(3)行 政サービスの高度化

① 報道発表資料等各種行政情報の通信ネ ッ トワー クによる国民等への提供 シス

テムの整備

② 行政情報の社会的活用の一層の推進 に必要な民間提供要領の策定及びク リア

リングシステム等の整備

(4)情 報 システム及び執務環境の高度化

① 分散処理、オー プンシステム、ネ ヅ トワー ク、マルチメデ ィアな どの新技術

や国際的な標準の普及のためのパイロヅ ト事業の実施及び導入指針の策定

② 業務形態等 に即 した情報 システム面及び施設面の安全性 ・信頼性確保方策 に

関する指針の策定

③ システム監査 ・評価機能の充実のための外部監査 ・評価 を活用するパイ ロッ

ト事業の実施

④ 行政の情報化 に対応 した施設面の システム環境整備指針の策定

(5)通 信 ネ ヅトワークの高度化

① 省庁間で総合的に運用す る共通事務処理システムの円滑 ・適切な運用が可能

となる各省庁 における情報 システムの整備

② 各省庁の施設内ネッ トワークを相互に接続する霞が関WANの 整備

③ 行政機関のネ ッ トワーク と地方公共 団体、民間等の各種周辺 ネッ トワー クと

の間における適切な情報交換手段の整備

2情 報化に対応 した制度 ・慣行の改善

(1)行 政 内部の意思の伝達 ・決定にかかわる制度 ・手続

① 施行文書の公印 ・契印の省略、電子的決裁方式の導入、情報 の伝達、保管等
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一
に係 るセキュ リティの確保等の技術面を含めた検討

② 電子文書 交換システムの整備等文書事務手続の電子化の進 ちょくに合わせた

各省庁文書管理規則等の見直 し指針の策定及 び省庁 間の情報流通 に関する取決

めの見直 し

③ 官庁会計事務、人事 ・給与関係事務 等に係 る文書の電子化に対応 した規定 面

の見直 し

(2)国 民等 との間の事務 ・サー ビス手続

① 国民等か らの各種 申請 ・届出等の手続 について、電子化 に対応 したもの とす

るための見直 し指針の策定

② 各種 申請 ・届 出等窓 口の近隣化 ・一元化及び ワンス トップサー ビス等 の事務

手続の簡素化の在 り方に関する調査研究の実施

③ 国民等 に対する各省庁の行政情報の閲覧 ・提供 システムの整備に対応 した制

度面の見直 し指針の策定

④ 情報通信技術 を活用 した行政情報提供窓口の一元化、窓口業務の取扱時間の

延長、休 日サー ビスの実施等のための制度面の検討

3そ の他情報化を推進するための基盤整備

(1)人 的基盤 の充実

① システムイ ンテグレータ等の外部 リソースの活用に関する指針の策定

② 情報システム専門職、中途採用等情報 システム要員の採用 ・養成 ・処遇面の

検討

③ 各省庁 の職員 を対象 とする各種研修等 の情報化の進展 に対応 した内容 の充

実 ・高度化

(2)予 算及び調達の改善

① コンピュータ製品及びサービスの各省庁の具体的取引価格等 に関する情報 の

省庁間流通システムの整備

② ソフ トウェアの価格 を的確に評価 する見積 り方策 に関する指針の策定

③ コンピュータ製品の機能 ・性能 を比較 ・評価 する技術評価機能の検討
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第4推 進体制の充実強化

我が国内外の情報化 の進展 に対応 しつつ、行政の情報化を政府全体 として着実かつ円滑

に推進するため、「行政情報 システム各省庁連絡会議」(以 下 「各省庁連絡会議」という。)

と情報化に関する各種推進機関 との連携を図るとともに、必要に応 じて有識者の意見を反

映 させ る方策 を講ずるなど、行政情報化推進体制の充実強化 を図 る。

第5地 方公共団体 との連携 ・協力

行政の情報化を一層効果的なもの とす るとともに国民等に対する総合的な行政サー ビス

を確保するため、国 ・地方公共団体 を通 じた連携 ・協力の在 り方を検討する。

第6行 政情報化推進計画の見直 し及び進ち ょく状況の公表

行政の情報化の進展 と今後の状況変化を踏 まえ、基本計画は必要に応 じ、共通実施計画

は毎年度見直すとともに、各省庁別計画は各省庁が必要 に応 じて見直すもの とする。

また、各省庁連絡会議は、毎年度、行政情報化推進計画の進ち ょく状 況を取 りまとめ、

公表 する。

なお、情報システム等の実態を的確に把握 し、行政情報化関連施策の充実強化 に資する

ため、各種調査の充実 を図るとともに、行政の情報化の進度 と成果を的確 に把握 する方策

を検討する。
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行政情報化推進基本計画の改定について
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行政情報化推進基本計画の改定にっいて

目
20月

央

12年

義

9

三
。

成

匡

行政の情報化については、 「当面の行政改革の推進方策にっいて」(平 成6年12

月25日 閣議決定)の 別紙行政情報 化推進基本計画 に基づき、平成7年 度(1995年

度)を 初 年度 と して 、総合的 ・計画的に推進 しているところであるが、同計画の進

ちょくに伴 い、ネッ トワーク基盤を始めとする情報通信基盤の整備は大き く進展 し

て きている。この整備された基盤を活用 し、より一層の事務 ・事業の効率化 ・高度

化、国民サービスの質的向上につなげる具体的な施策の展開を図るべき状況に至 っ

ている。

また、行政の情報化を取 り巻 く環境は、インターネッ トの急速 な普及 、電子商取

引の実用化の動き等の社会の情報化の進展、申請 ・届出等手続に係る国民負担軽減

に対する要請の顕在化などを始め として、大 きな変化をみせてきており、また一方

では、行政 を含む公共分野の情報化 にっいて、高度情報通信社会の構築に当たって、

先導的役割を果たすことが求め られているとともに、行政の情報化に関するG7共

同 プ ロジ ェク トへの参画等国際 的な取組への対応も必要となっている。

このような状況を踏 まえ、行政情報化をよ り一層強力に推進するため、行政情報

化推進基本計画について、下記のとおり改定する。

記

第1計 画の枠組

1行 政 情報化の理念

行政の情 報化 は、行政のあ らゆる分野への情報通信技術の成果の普遍的な活

用 とこれに併せた旧来の制度 ・慣行の見直 しにより、国民サービスの飛躍的向

上と行政運営の質的向上を図ることを目的とするものである。

この意味で、行政の情報化を、新時代 に対応できる簡素で効率的な行政の実

現、国民の主体性が生かされる行政の実現、国民に開かれた信頼 される行政の

実現及び国民に対する質の高 い行政サービスの実現を目指す行政改革を実施

していくための重要な手段と して位置付け、その積極的な推進によ り、国民の

立場に立った効率的で効果的な行政の実現を図る。

2計 画 目標

行政の情報化によ り、事務 ・事業及び組織の改革を推進するとともに、セキ

ュリテ ィの確保等に留意 しつつ、 「紙」による情報の管理からネッ トワークを

駆使 した電子化された情報の管理へ移行 し、21世 紀初頭 に高度 に情 報化 され

た行政 、すなわち 「電子政府」の実現 を目指す。
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3計 画期間

計画期間 は、平成10年 度(1998年 度)か ら14年 度(2002年 度)ま での5

か年 とす る。

4計 画の対象

計画の対象 は、国の事務 ・事業 とする。

5地 方公共団体等 との連携協 力

行政 部門における行政の情報化を総合的、一体的に推進するため、地方公共

団体、特殊法人、認可法人等との連携協力を積極的に推進するとともに、地方

公共団体 に対 し行政の情報化の推進を要請する。

6共 通実施計画及 び各省庁別計画

第2に 掲 げ る行政情 報化推進 の基本 方針に定める事項の うち、各省庁が共

同 ・分担 して実施する事項について 「共通実施計画」を策定するとともに、各

省庁が実施する事項について 「各省庁別計画」を策定する。

なお、基本計画及び共通実施計画並びに各省庁別計画を合わせて 「行政情報

化推進計画」と称する。

第2行 政情報化推進 の基本方針

1社 会 の情報化の進展 に対応 した行政情報化の推進

(1)社 会 全体 の情報化の進展に対応す るとともに、国民に対する情報通信技術

の成果を活用 した広範な行政情報の提供、行政手続に係る国民負担の軽減へ

の要請に的確に対応 していくため、整備が進展 しつつある行政内外の情報通

信基盤を活用 し、行政サービスの質的向上を図る。その際には、官民の役割

分担、規制緩和、地方分権の観点からの事務 ・事業の必要性に留意するもの

とする。

ア 行政情報の提供等

① 日々公表される報道発表資料、国民生活に必要な各種の行政情報など

について、広範にインターネッ ト・ホームページを活用 しオ ンラインに

よる提供 を進めるとともに、提供内容の充実、タイム リーな提供を一層

推進する。また、国民からの意見、要望 、問い合わせの受付等にインタ

ーネッ トを活用する
。

② 白書 ・年次報告書等の行政の現況を国民に知 らせることを目的とした

行政情報について、インターネッ ト、CD-ROM等 の 電子 的 な手段 ・

媒体 による提供 を一層推進する。

③ 各種の統計情報等社会的利用価値の高い行政情報 について、国民のニ

ーズに応 じたデータの標準化等 を行いつつ、電子的な手段 ・媒体による

提供 を推進する。

④ 地理情報システム(GIS)の 効率的 な整備 、相互利 用の促進及びそ

の利活用分野の拡充を図る。

⑤ 国民に提供可能な行政情報の所在案内について、 「行政情報の社会的
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活用のためのクリア リング(所 在案 内)シ ステムの統一 的な仕様 にっ い

て 」(平 成8年6月18日 行政情報 システム各省庁連絡会議了承)に 基 づ

き、平成11年 度(1999年 度)ま でに総 合案内 ク リア リングシステム及

び各省庁ク リア リングシステムを整備するとともに、当該 システムの内

容の充実、タイム リーな掲載等を推進する。また、総合案内クリア リン

グシステムの一環として、各省庁がインターネッ ト・ホームページで提供

する行政情報の検索、案内サービスを行 い、アクセスの利便性の向上を

図る。

イ 申請 ・届出等手続の電子化

① 申請 ・届出等手続について、 「電子化に対応 した申請 ・届出等手続の

見直 し指針」(平 成8年9月2日 行政情報 システム各省庁連絡 会議了承、

9年7月18日 改定)に 基 づき、原則 と して平成10年 度(1998年 度)末

まで に可能 なもの か ら早期 に電子化を行 う。また、手続のオンライン化

に当た り本人確認等の課題の解決を要する手続については、早期にその

課題の解決を図 りオンライン化を実施する。

② 電子化に当たっては、自動受付等による受付処理時間の延長 ・24時 間

化の推進や 、システムの ネッ トワーク化等による申請地制限の緩和 、ア

クセスポイン トの拡大の推進などの利便性の向上を図る。

ウ ワンス トップサービスの実施

国民生活、企業活動等に必要な行政手続、行政情報の提供等について、

地方公共団体等 との連携 ・協力を図 りつつ、情報通信技術を活用 した手続

の案内 ・教示、必要な行政情報の提供 、各種施設の利用案内 ・予約、申請 ・

届出等の受付、結果の交付等の行政サービスを総合的 ・複合的に提供する、

いわゆる 「ワンス トップサービス」 を制度的、技術的課題の解決 を図 りつ

つ段階的に実施する。

① 総合行政サービスシステムによるワンス トップサービスの実施

i)国 民 に対 して 、イ ンターネ ッ トを活用 し、一つの画面で各種の行政

手続、行政情報の提供等のサー ビスを提供する総合行政サービスシス

テムを整備する。その整備に当たっては、行政手続の案内・教示、様式

のオンライン提供等を先行 して実施す るとともに、本人確認等の課題

の解決を図 りつつ手続のオンライン化 を実現する。また、システムの

利便性を一層向上させ るため、複数の機関に関連する手続について、

関係機関におけるシステム間の連携を図 り、手続の一括処理 を推進す

る。

ii)電 子的 なアクセス手段 を持 たない国民に対 しては、身近な場所で 、

上記 システムと同様のサービスの提供 が可能 となるよう必要な方策 を

講ずる。

② 特定分野の手続を対象とするワンス トップサービス

特定分野を対象とし複数の機関に関連する手続であって、業務の形態、
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行政客体の態様によ り上記①の対象 とすることが適当でないものについ

ては、関係機関におけるオンラインによるシステム間の連携 を図 りつつ、

手続の一括処理を推進する。

(2)電 子商取 弓1の実現の動 き等 国の 内外の情報化の進展に対応 して、調達手続

の電子化等の民間部門との整合性の取れた情報化を推進する。

ア 調達手続の電子化

各調達機関が実施する調達手続について、世界貿易機関(WTO)に お

け る検討の推移 をも踏 まえつつ、情報提供等の電子化を段階的に推進する。

イ 歳入歳出の電子化

① 歳入歳 出事務について、官庁会計事務データ通信 システムの導入によ

る統一的な官庁会計事務処理体系の早期確立を図る。

② 現在紙媒体によって行われて いる国庫金の口座振替について、国と金

融機関との間の手続の電子化を推進する。特に、歳入金に係 る口座振替

に係 る委託データについては早急に電子化を図る。

2情 報通 信技術 の活用 による事務 ・事業の簡素化 ・効率化及び行政運営の高度

化

情報通信技術の成果、民間の能力を活用 しつつ、内部管理業務 、各種許認可

等業務などを含めた広範な業務の見直 しを行いシステム化を図ることによ り、

事務 ・事業の簡素化 ・効率化を推進する。

また、りん議決裁のシステム化、行政情報のデータベース化を含む総合的な

情報管理のシステム化などによる意思決定の迅速化、的確な情報管理を図るな

ど、行政運営の高度化を推進する。

ア 個別業務のシステム化、機能の高度化及びシステム間の連携

① 各種許認可等に係 る事務 ・事業について、申請 ・届出等手続のオ ンラ

イン化、ワンス トップサービスの実施 を念頭に、関連するシステムとの

連携等に留意 しつつ事務処理手順等の見直 しを行い、業務の システム化

及び既存 システムの機能の高度化を推進 し、事務 ・事業の簡素化 ・効率化

を図る。

② 人事、会計等の内部管理業務にっいて、セキュリテ ィの確保 、関連業

務 との連携に留意 しつつ事務処理手順等の見直 しを行い、LANを 活用

した システム化 を推進 し、事務の簡素化 ・効率化を図る。

③ 省庁間で実施されている制度官庁等への各種報告、官報掲載手続、法

令等の協議などの業務について、霞が関WANを 活用 したシステム化 を

推進 し、事務の簡素化 ・効率化を図る。また、国の事務 ・事業に係 る国 ・

地方間の連絡 ・報告等の業務にっいて、霞が関WANの 活用 等に よるシ

ステム化 を推進す る。

④ 情報公開の制度化に対応 し、制度の的確で円滑な運用に資するため、

LAN、 霞 が関WANを 活用 したシステム整備 を進め る。
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イ 文書の管理 ・流通のシステム化

① 日々作成 ・入手される文書について、業務の処理手順 、関係規程等の

見直 しを行 いつつ、電子文書 を含む文書のライフサイクル(作 成 、入手 、

決裁 等事案 決定手続 、施行、保存、利用、廃棄)を 通 ず る総 合的 な文書

管理 システムを平成11年 度(1999年 度)ま でに整備す る。

特 に、保 有文書の的確な管理 、必要な情報流通を促進するため、文書

目録及び文書のデータベース化を推進する。

② 省庁間の文書交換について、省庁間電子文書交換システムを平成11年

度(1999年 度)ま でに整備 する。 また、当該 システムを活用 して、本省

庁 ・地方支分部局間や特殊法人、地方公共団体等 との間の電子文書交換

を推進する。

ウ 情報共有の推進

① 法令 ・通達 、白書 ・年次報告書、基礎的統計情報その他の各省庁にお

いて利用価値が高い情報について、省庁内部、省庁間の連携を図 りつつ

データベース化を進め、共有を推進する。また、商用データベースの効

率的利用 を推進する。

② 政策支援データベース等既存のデータベースについて、LANを 活用

した運用が可能 とな るよう必要な見直 し、再構築を進める。また、他省

庁に提供可能なものについて、霞が関WANに よ る省庁 間利用 を推進 す

る。

③ 省庁内部 ・省庁間の情報共有を支援するため、1(1)ア ⑤ に掲 げるク リ

ア リングシステム を活用 しつつ、省庁内部 ・省庁間におけるク リア リン

グ機能を整備する。 ・

エLAN等 情報通信基盤の活 用 によ る業務 の効率化 ・高度化

①LANに 組み込 まれた電子 メール システ ム、電子掲示板 、データベー

ス機能等グループウェアの各種機能を最大限に活用 し、紙媒体の配布 を

制限する等の措置を講 じつつ、LANに よる業務 の簡 素化 ・効率化 、 コ

ミ ュニケーションの円滑化 ・高度化等を推進する。

② 本省庁 ・地方支分部局間等離れた行政機関間において、事務 ・事業の

形態に応 じ、テ レビ会議 システムの導入を図 り、時間と経費の節減、業

務の効率化 ・高度化を推進する。

③ 情報通信技術の活用による業務の効率化、労働生産性の向上を図るた

め、事務 ・事業の形態に応 じ、サテライ トオフィス勤務 、在宅勤務等の

テ レワークの導入について調査研究等を進める。

オ 民間へのア ウトソーシング等の推進

① 既存の情報システムについて、事務 ・事業の形態に応 じ、一括 して民

間に委託するアウ トソーシングを含め、運営管理の各般 にわたる外注化

を積極的に行い、運営の簡素化 ・効率化 ・高度化を推進する。

② 業務の新たな情報システム化に当たっては、事務 ・事業の形態に応 じ、
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運営管理 を一括 して民間に委託するアウ トソーシングを積極的に推進す

る。

3行 政情報化推 進の ための基盤整備

(1)行 政部門総体 と して総合的 な情 報化を推進するための共通基盤 として、パ

ソコン等情報機器、LAN、 省庁内 ネ ッ トワークを整備 す るとともに、霞が

関WANの 活用 によ る行政部門 を通ず る汎用性の高 い総合的 ・広域的な行政

情報通信ネッ トワークを整備する。

ア 省庁内ネッ トワーク基盤の高度化

① 地方支分部局等を含め、引き続 き、必要な職員へのパソコン1人1台

の配備 を進 める とともに、業務形態に応 じ、庁外業務のためのモバイル

端末等情報機器の整備 を推進する。

② 地方支分部局等を含め、弓1き続 き、LANの 整備 を進 める とともに 、

本 省庁 、地方支分部局等のLANを 接続す る省庁内 ネ ッ トワー クの整備

を進める。

③ 既設のLAN及 び省庁 内ネ ッ トワークについて 、業務形態に応 じたマ

ルチメデ ィアへの対応等機能の高度化を推進する。

イ 行政部門を通ずるネットワーク基盤の整備

① 霞が関WANに ついて、高度 なアクセス制限機 能、セキュリティ確保

機能に関する技術の導入等によ り、一層の機能の高度化を推進する。

② 行政部門を通ずる情報交換、情報共有の推進、ワンス トップサービス

の実施等を図るため、霞が関WANの 活用 によ り、地 方公共 団体 、特殊

法人、認可法人等を結ぶ汎用性の高い総合的 ・広域的な行政情報通信 ネ

ッ トワークシステム(ADMIX)の 整備 を推進す る。

③ 個 別事業 の広域ネッ トワークについて、情報通信技術の進展、国民へ

のサービス向上の要請に対応 し、機能の高度化を推進するとともに、業

務形態に応 じて、関連する他のネッ トワークとの相互接続性の確保を図

る。

ウ 行政部門 ・民間部門間のネッ トワーク基盤の確立

① 社会の情報化の進展、民間部門のニーズの多様化に対応 し、行政情報

の提供 、申請 ・届出等手続を実施するため、インターネッ トの活用を図

ることと し、地方支分部局等を含め、インターネッ ト・ホームページの整

備 を推進する。

② 個別業務システムについて、申請 ・届出等手続、データ交換等のオンラ

イン化を実施 してい くため、業務形態に応 じて、専用ネッ トワーク、イ

ンターネッ ト等の活用により、民間部門との間のネッ トワーク化を推進

する。

(2)情 報 システムについて、関連す る他のシステムとの接続や柔軟なシステム

の構築を容易にするための国際標準又は事実上の標準(以 下 「国際的 な標準 」

という。)の 採用 によるオープンシステム化の推進 、効率的で高度 な情報 シ
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ステムとするためのシステムの最適化等、情報 システムの高度化 ・効率化を

推進するとともに、広範な分野への情報システムの展開に応 じた安全性 ・信

頼性、個人情報保護に関する施策の一層の推進を図る。

ア オープンシステム化の推進

情報システムについて、業務形態に応 じ、国際的な標準の採用によるオ

ープンシステム化を推進する。

イ 効率的 ・効果的な情報システムの構築

情報 システムについて、汎用機 システムからクライア ン ト・サーバシス

テムへの転換、集中処理か ら分散処理への転換等、業務形態に応 じたシス

テムの最適化を図り、効率化 ・高度化を推進する。

ウ 安全性 ・信頼性対策の充実

情報 システムについて、ネットワークの広域化、関連システムとの連携

を考慮 しつつ、安全性 ・信頼性対策の充実強化を図る。

特に、LANに つ いて、利 用者の範 囲が広 いというシステムの特性を踏

まえつつ、業務全般のシステム化 とその円滑な運用を図るため、利用者へ

の啓発 、アクセス制限、コンピュータウイルスからの防護、運用管理規程

の整備等の安全性 ・信頼性対策の充実強化を図る。

工 個人情報保護対策の充実

ネットワーク化の進展等新 しい情報化の進展状況を踏 まえ、個人情報保

護の充実強化を図る。

オ システム監査 ・評価の実施

情報 システムについて、安全性 ・信頼性の確保、業務処理の効率性の向

上等を図るため、外部監査 ・評価機能の活用を含め、システム監査 ・評価 を

実施 し、その結果を省庁内部における一層の情報化の推進に活用する。

力 情報化の進展に対応 した執務環境の整備

引き続 き施設のインテ リジェン ト化を進めるとともに、文書の重複保有

の解消等による執務スペースの確保等情報化の進展に対応 した執務環境の

整備 を推進する。

(3)行 政部 門における広範 なネ ッ トワーク化を実現 し、必要な情報交換、情報

共有を進めるとともに、民間部門との円滑な情報交換を図るため、各般の標

準化を推進する。

ア ネッ トワークの標準化

行政機関のネッ トワークについて、ネッ トワーク間の相互接続性 ・相互

運用性 を確保するため、通信 プロ トコルはインターネッ ト・プロ トコル(T

CP/IP)の 採用 を基本 とす る とともに、メールプロ トコル等上位のプ

ロ トコルについても、国際的な標準を採用する。

イ 電子文書等の標準化

① 行政文書の うち必要なものについて、文書の検索 ・編集の容易性を確

保するため、流通性の確保 に留意 しつつ、構造化された形式による電子

化を推進するものとし、文書構造形式に係る国際的な標準(SGML等)
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を採用する。また、構造化に必要な文書型定義の作成を進め、パソコン

の更新等に合わせて、作成 された文書型定義の利用が可能なソフ トウェ

アの導入を進める。

② 情報 システムにおいて使用 している外字について、JIS第3水 準 及

び第4水 準の制定 を待 って その解消 を図るとともに、この場合において

も残る可能性のある外字について、交換のルールを策定する。

ウ デ一夕コー ド等の標準化

① 行政部内の情報共有及び円滑な流通を図るため、データコー ド、デー

タ項目等基本的事項について標準化を推進する。

特に、行政組織コー ドについて、広範な利用を視野に入れつつ、電子

文書交換システムの整備 にあわせ策定する。

② 社会的利用価値の高 い行政情報について、国民等のニーズに応 じたデ

ータ等の標準化を推進する。

③ 申請 ・届出等手続の電子化を円滑に進めるため、共通的な記載事項等の

標準化を推進する。

④ 地理情報 システム(GIS)に つ いて、デー タ様 式の標準化 等 を促進

する。

(4)各 省庁 における総合的 ・計画的な情報化を推進するため、情報化推進の統

括責任体制を確立するとともに、これを補佐する中核的なスタッフ機能を整

備充実する。

ア 省庁内情報化推進体制の確立

① 各省庁における総合的 ・計画的な行政情報化を推進するため、各省庁

官房長等 を情報統括責任者に指名するなどにより、省庁内部の情報化に

関する企画、実施等の責任体制の明確化を図るとともに、情報統括責任

者等を補佐 し行政情報化推進の中核となるスタッフ機能の整備充実を図

る。

② 省庁内部の整合性の とれた情報化を総合的に推進するため、各部局 を

横断する情報化推進委員会等の機能強化を図る。

イ 人的基盤の強化

① 情報 システム関連研修の充実等により、職員の情報 リテラシー、情報

モラルの向上を図る。

② 情報 システム部門の要員の活用、情報システム関連研修の充実等によ

り各課室単位等に核 となる人材の配置を進める。

③ 情報 システムの運用管理に係る技術的支援要員について、民間技術者

の活用 を図る。

(5)行 政情報化 の一層の推進 のため 、電子文書の原本性、ネットワーク上での

本人確認等の共通課題について、国の内外における検討の推移を踏 まえつつ、

制度面 ・技術面の検討を進め、早期の解決を図る。

ア 電子文書の原本性
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紙媒体の原本から電子媒体の原本への移行を実現 し、情報管理の効率化

を推進するため、技術動向を踏 まえつつ、電子文書の原本性 を確保する方

策を講ずる。

イ 申請者等の認証

① 電子文書の交換等において必要 となる行政部内における文書の受発信

者の認証機能について、省庁間電子文書交換システムの整備に合わせ整

備する。

② 申請 ・届出等手続のオンライン化に当たって必要となる行政部門と民

間部門間の認証機能について、国の内外における検討を注視 しつつ、制

度化が検討 されている住民基本台帳ネッ トワークシステム及 び商業法人

登記制度に基礎を置 く認証 システムの利用可能性を視野に入れ、早期に

申請 ・届出等手続のオンライン化 を可能とするよう所要の準備 を進める。

また、行政手続の電子化に当た り、ICカ ー ドの利用方策 の検討 を進め

る。

ウ 手数料等の納付

不特定多数を対象とする申請 ・届出等手続などのオ ンライン化を可能 と

するため、国の内外における電子商取引の実用化の検討を注視 しつつ、手

数料等の印紙の貼付に代わる納付方法について検討を進める。

工 行政情報の提供の対価

行政情報の電子的手段 ・媒体による提供において対価 を必要とする情報

について、引き続 き適正な対価の在 り方について検討 を行 い、提供料金の

整合性の確保 を図る。

第3行 政情報化の総合的な推進

1省 庁間の連携

(1)行 政情報システム各省庁連絡会議の活用

行政情報化推進計画の総合的 ・計画的な推進を図るとともに、行政情報シ

ステムに関する基本的事項を検討するため、弓1き続き、行政情報システム

各省庁連絡会議を活用する。

(2)特 定事項の情報化のための省庁間連携

複数の省庁に関連する申請・届出等手続の電子化、特定分野の手続を対象

とするワンス トップサービスの実施等省庁間で調整が必要な事項について、

関係省庁間の連携の強化を図る。

2高 度情報通信社会推進本部との連携

高度情報通信社会構築に向けた社会的課題を総合的に検討する高度情報通信

社会推進本部との連携を強化 し、我が国社会全体の情報化との整合性を図りつ

つ行政の情報化を推進する。

3地 方公共団体との連携
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(1)情 報化推進 のための国 ・地方間の連絡調整

国・地方を通ずる総合的な行政情報化を積極的に推進するため、共通する

事項 に関する連絡調整の場を設ける。

(2)情 報化推進 のための国 ・地 方の連 携

ア 地方公共団体が扱う国の事務 ・事業の情報化の推進方策、国 ・地方を通ず

るワンス トップサービスの実施方策、制度化が検討されている住民基本台

帳ネッ トワークシステムの利用方策等について、上記の連絡調整の場を活

用するなどし、検討を進める。

イ 法令、条例、基礎的統計情報等の既存のデータベース等国 ・地方間にお

いて相互利用が可能な各種の情報について、上記の連絡調整の場等 を活用

し、霞が関WANの 活用等によ る国 ・地 方間の情報 の相互利用方策の検討を

進める。

4国 際的 な連携

行政 の情 報化 に関す るG7共 同プ ロジェク ト等の国際的 な取組について、積

極的な対応を進め諸外国との連携を図る。

5推 進状況の フ ォローア ップ等

(1)基 本計画等の見直 し

基本 計画は 、行政情報化の進ちょ く状況、社会全体の情報化の進展状況等

を踏 まえ、必要に応 じ見直す。

また、各年度における計画の進ちょく状況等を踏 まえ、毎年度 、行政情報

化の取組方針を策定するとともに、これを踏 まえ、共通実施計画及び各省庁

別計画を見直す。

(2)事 前評価 と事後検証の実施

効率的 で効果的な行政情報化の推進を図るため、各省庁に設けられた行

政情報化推進委員会等の活用を図 り、省庁内の情報化施策の事前評価及 び

事後検証を実施するとともに、基本計画の整合性の とれた着実な推進 を図

る観点から、総務庁において、その結果の報告を求め、所要の調整 を行う。

また、情報化の成果を定量的に把握 し評価するための指標の見直 しを必

要に応 じて行 う。

(3)情 報化 の成 果の公表

行政情 報 システム各省庁連絡会議において、毎年度 、行政情報化推進計

画の進ちょ く状況を取 りまとめ、公表する。
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情報公開法要綱案
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は じめに

情報公開法制は、ここ十数年来国民から要請 され続けてきた我が国の民主主

義の発展に欠かせない課題である。加えて、今 日、21世 紀の到来 を間近 に控

え、我 が国の行政制度 とその運営の在 り方が問われ、行政改革の推進が最重要

の政策課題 となっている。このよ うな状況において、情報公開法制は、国民か

ら信頼 される公正で民主的な行政の実現のための基盤的な制度であるとともに、

行政改革を推進する大きな原動力 となるものである。すなわち、情報公開法制

は、行政文書に対 し国民一人一人がその開示を請求す ることのできる制度(開

示 請求権制度)を 中核 とす る制度 であ り、政府の諸活動の状況を国民の前にあ

るがままに明らかにし、国民一人一人がこれを吟味、評価できるよ うにするも

のである。 これによって、公正な行政運営が一層図 られるとともに、国民の責

任 ある意思決定が可能 とな り、民主主義の下、望ま しい国民と政府の関係の確

立が期待 され る。そ して、政府においては、情勢の変化に対応 した効率的な行

政制度 ・運営が図られ ることとなる。

このように、情報公開法制の確立は、行政改革の推進の観点からも喫緊の課

題である。

本委員会は、平成6年12月19同 の設置後 直 ちに情報公開法制 の整備 について

の検討に着手 し、法制上の観点か ら専門的な検討を行 うため、行政情報公開部

会を平成7年3月17日 に発 足 させ た。 同部会で は、諸外国及び地方公共団体の

情報公開制度の運用状況や判例等の状況を調査 し、また、有識者 、関係団体等

か らの意見聴取を幅広 く実施す るとともに、中間的な検討状況を公表 し、国民

からの意見の反映に努めてきた。本委員会は、平成8年H月1日 に提 出 された

部会報告 を受 け、 さらに調査審議 を行った結果、 「情報公開法制の確立に関す

る意見」を決定 した。
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■

本委員会 としての見解は 「情報公開法要綱案」及び 「情報公開法要綱案の考

え方」に述べているとお りであるが、特に次の点を強調 しておきたい。

第一に、情報公開法制は、行政文書に対す る開示請求権制度を新たに整備 し、

政府の行政運営の公開性を向上させ、政府の諸活動を国民に説明する責務が全

うされるよ うにす るものである。 したがって、行政文書の公開範囲を可能な限

り広げる必要があることは、当然のことである。他方、行政文書の中には、個

人のプライバシー、企業秘密、国の安全に係わる情報等のように国民の利益の

ため保護すべき情報 も含まれてお り、これ らもまた適正に保護 される必要があ

る。本要綱案の不開示情報の各基準と原則開示 とい う枠組みはこのよ うな双方

の利益の適切な調整 とい うことに特に留意 して検討 した結果である。

第二に、不服審査会は、不服申立ての決定又は裁決に当たって第三者的立場

か ら合理的かつ客観的評価を加味するものであ り、開示請求権制度の要(か な

め)と な るもの であ る。 このため、その重要性 に対応 して充実 した機能 と適切

な組織を整備す る必要がある。

第三に、情報公開法制が的確に運用されるためには、行政文書が適正に管理

されていることが前提であり、その仕組みの整備が不可欠である。

「情報公開法要綱案」は具体的、技術的な検討 を政府 にゆだねているところ

もあるが、政府 は、当要綱案及びその考え方に沿って速やかに立案準備を進め、

国民の期待に応 え、できるだけ早期に法律案を提出す るよう要請す る。
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情 報 公 開 法 要 綱 案

目 次

第1章

第2章

第3章

第4章

総 則(第1・ 第2)

行 政 文 書 の 開 示(第3～ 第16)

不 服 申 立 て(第17～ 第22)

補 則(第23～ 第29)

第1章 総則

第1目 的

この法律 は、国民 主権の理念 にのっとり、行政文書の開示を請求する国民の

権利につ き定めることにより、行政運営の公開性の向上を図 り、 もって政府の

諸活動 を国民に説明する責務が全 うされるようにするとともに、国民による行

政の監視 ・参加の充実に資することを目的とするものとすること。

第2定 義

この法律 において、次の各号 に掲げる用語の意義は、当該各号 に定めるとこ

ろによるもの とすること。

(1)行 政機関 次 に掲 げる機 関 をい う。

イ 法律の規定に基づ き内閣に置かれる機関及び内閣の所轄の下に置かれる

機関

ロ 国家行政組織法第3条 第2項 に規定す る国の行 政機 関 と して置かれる機

関(ハ の政令で定める機 関が置 かれ る機関にあっては、当該政令で定める

機関を除 く。)

ハ 国家行政組織法第8条 の2の 施 設等機関及び同法第8条 の3の 特 別の機

関の うち政令で定 める もの

こ 会計検査院
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(2)行 政文 書 行政機関の職員が職務上作成 し又は取得 した文書、図画、写真、

フィルム、磁気テープその他政令で定めるものであって、当該行政機関の職

員が組織的に用いるもの として、行政機関が保有 しているものをい う。ただ

し、次 に掲げるものを除 く。

イ 一般 に容易に入手することができるもの又は 一般に利用することがで き

る施設において閲覧に供されているもの

ロ 公文書館等において歴史的若 しくは文化的な資料又は学術研究用の資料

として特別に保有 しているもの

(3)開 示 閲覧 に供 し又 は写 しを交付 することをいう。

第2章 行政文書の開示

第3開 示請求権

何 人 も、この法律 の定 めるところにより、行政機関の長に対 し、行政文書の

開示を請求することができるもの とすること。

第4開 示請求 の手続

行政文書 の開示 を請求 しようとする者は、行政機関の長に対 し、請求に係 る

行政文書を特定するために必要な事項その他所定の事項 を記載 した書面 を提出

しなければならない ものとすること。

第5行 政機 関の開示義務

1行 政機 関の長は、行政文書の開示の請求(以 下 「開示請 求」 とい う。)が あ

った場合 は、開示請求 に係 る行政文書に不開示情報が記録されているときを除

き、開示請求をした者(以 下 「開示請求者」 とい う。)に 対 し、当該 行政文書

を開示 しなければならない ものとすること。

2開 示請 求に係 る行政文書 の一部 に不開示情報が記録されている場合において、

当該部分が当該部分を除いた部分 と容易に区分することができるときは、行政

一127一



機関の長は、開示請求者に対 し、当該部分を除いた部分につ き開示 しなければ

ならない。ただ し、当該部分を除いて開示することが制度の趣旨に合致 しない

と認め られるときは、この限 りでない もの とすること。

第6不 開示情 報

第5に 規定す る不 開示情報 は、次 の各号 に掲げる情報 とすること。

(1)個 人 に関す る情報(事 業 を営 む個 人の当該事業 に関する情報 を除 く。)であ

って、特定の個 人が識別 され又は他の情報 と照合することにより識別され得

るもの。ただし、次に掲げる情報 を除 く。

イ 法令の規定により又は慣行 として公にされている情報又は公にすること

が予定 されている情報

ロ 氏名その他特定の個人が識別 され得 る情報の部分を除 くことにより、開

示 しても、本号により保護 される個人の利益が害 されるおそれがない と認

め られることとなる部分の情報

ハ 公務員の職務の遂行 に係る情報 に含 まれる当該公務員の職に関する情報

二 人の生命、身体、健康、財産又は生活を保護するため、開示することが

より必要であると認められる情報

(2)法 人 その他の団体(国 及び地 方公共団体 を除 く。以下 「法人等」という。)

に関す る情報又 は事業 を営 む個 人の当該事業に関する情報であって、次 に掲

げるもの。ただ し、当該法人等又は当該個人の事業活動によって生ずる人の

生命、身体若 しくは健康への危害又は財産若 しくは生活の侵害から保護する

ため、開示することが より必要であると認め られるものを除 く。

イ 開示することにより、当該法 人等又は当該個人の競争上の地位、財産権

その他正当な利益 を害するおそれがあるもの

ロ 行政機関からの要請を受けて、公に しないとの約束の下に、任意に提供

されたもので、法人等又は個人における常例として公に しないこととされ

ているものその他の当該約束の締結が状況に照 らし合理的であると認め ら

れる もの
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(3)開 示す るこ とに よ り、国の安全 が害 されるおそれ、他国若 しくは国際機関

との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若 しくは国際機関との交渉上不利

益 を被るおそれがあると認めるに足 りる相当の理由がある情報

(4)開 示 す るこ とによ り、犯罪の予防 ・捜査、公訴の維持、刑の執行、警備そ

の他の公共の安全 と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると認めるに足 り

る相当の理由がある情報

(5)行 政機 関内部又 は行政機 関相互の審議 ・検討又は協議に関する情報であっ

て、開示することにより、率直な意見の交換若 しくは意思決定の中立性が不

当に損なわれるおそれ、不当に国民の間に混乱を生 じさせるおそれ又は特定

の者に不当に利益 を与え若 しくは不利益 を及ぼすおそれがあるもの

(6)監 査 、検査 、取締 り、争訟、交 渉、契約、試験、調査、研究、人事管理、

現業の事業経営その他行政機関の事務又は事業に関する情報であって、開示

することにより、当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正 な遂

行に支障 を及ぼすおそれがあるもの

第7公 益上 の理 由に よる戴量的開示

行政機関の長は、開示請求に係る行政文書に不開示情報が記録 されている場

合 において、不開示情報の規定により保護 される利益 に優越する公益 上の理由

があると認めるときは、第5及 び第6の 規定 にかかわ らず、開示請 求者 に対 し、

当該行政文書を開示することができるものとすること。

第8行 政 文書の存否 に関す る情報

開示請求に対 し、当該開示請求に係る行政文書が存在 しているか、又は存在

していないか を答 えるだけで、不開示情報の規定により保護される利益が不開

示情報を開示 した場合と同様 に害 されることとなるときは、行政機関の長は、

開示請求に係る行政文書の存否を明 らかにしないで、請求を拒否することがで

きるもの とすること。
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第9開 示請求 に対 する措置

1開 示 請求 に係る行政 文書 を開示するときは、行政機関の長は、開示の決定 を

し、開示請求者に対 し、書面で、その旨及び開示の実施 に関 し必要な事項 を通

知 しなければならないもの とすること。

2開 示請求 に係 る行 政文書 を開示 しないときは、行政機関の長は、請求拒否の

決定をし、開示請求者 に対 し、書面で、その旨を通知 しなければならないもの

とすること。

3第8の 規定 によ り請求 を拒否す る とき及び開示請求に係る行政文書が存在 し

ないことその他の理由により請求を拒否するときも、前項 と同様 とするもの と

すること。

第10開 示 等決定 の期限

1第9に 規定する決定(以 下 「開示等決定」 とい う。)は 、開示請求があ った

後30日 以内 に しなければならない もの とすること。

2前 項 の規定 にかかわ らず、行政機関の長は、事務処理上の困難その他正当な

理由により同項に規定する期間内に開示等決定 をすることができないときは、

30日 を限度 として、 これを延長す ることがで きる。 この場合において、行政

機関の長は、開示請求者に対 し、同項の期間内に開示等決定ができない理由及

び延長する期間を通知 しなければならないもの とすること。

第11著 しく大量 な行政文書の開示請求 に係る開示等決定の期限の特例

開示請求に係る行政文書が著 しく大量であるため、60日 以 内 にそのすべ て

につい て開示等決定をすることにより事務の遂行に著 しい支障が生ずるおそれ

がある場合には、行政機関の長は、開示請求に係る行政文書の相当の部分につ

き、当該期間内に開示等決定を し、残 りの部分については、相当の期間内に開

示等決定 をすれば足 りる。この場合においては、第10第1項 の期 間内に、同

第2項 後段 の規定の例 によ り、開示請求者に通知 しなければならない ものとす

ること。
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第12事 案の移送

行 政機関の長 は、開示請求に係る行政文書が他の行政機関により作成 された

ものであるときその他相当の理由があるときは、関係行政機関と協議の上、事

案を移送することができる。この場合においては、開示請求者に対 し、その旨

を通知 しなければならないもの とすること。

第13第 三者保護 に関す る手続

1開 示請 求 に係 る行政文書 に国、地方公共団体及び開示請求者以外の者(以 下

「第三者」 とい う。)に 関す る情 報が記録 されている ときは、行政機関の長は、

開示等決定 をするに際 し、当該第三者の意見を聴 くことがで きるもの とするこ

と。

2開 示請 求 に係 る行政文書 に第三者に関する情報が記録されている場合におい

て、第6第1号 ただ し書 二、同第2号 ただ し書又 は第7の 規定 によ りこれ を開

示 しよう とするときは、行政機関の長は、開示の決定に先立ち、当該第三者 に

対 し、所定の事項 を通知 して、意見 を述べる機会を与えなければならない もの

とすること。

3前2項 に定め る手続 が とられた場 合において、当該行政文書を開示する とき

は、行政機関の長は、開示の決定 と開示を実施する期 日との間に当該第三者が

不服申立手続を講ずるに足 りる相当の期間を確保するとともに、開示の決定後

速やかに、当該第三者に対 し、所定の事項を通知するもの とすること。

第14開 示の方法

行 政文書 の開示の方法 は、政令で定めるもの とすること。

第15手 数料

1行 政文書 の開示 に関す る手数料 は、実費を勘案 し、政令で定める ところによ

るもの とすること。

2行 政 機関 の長 は、経済的困難その他特別の理由があると認めるときは、その

手数料 を免除 し、又は減額することができるもの とすること。
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第16権 限の委任

行政機関の長 は、政令で定めるところにより、この章に定める権限 を当該行

政機関の職員に委任することができるもの とすること。

第3章 不服申立て

第17不 服 申立 てに関 する手続

開示等 決定 に対 して行政不服審査法に基づ く不服申立てがあった場合は、次

の各号 に掲げるときを除き、当該不服申立てに係る処分庁又は審査庁は、不服

審査会に諮問 して、当該不服申立てに対す る決定又は裁決 をしなければならな

いもの とすること。

(1)不 服 申立 てが不適法であ り、却下する とき

(2)請 求拒否 の決定 を取 り消 し、当該行政文書の開示の決定 をするとき(当 該

行政文書 に第三者 に関す る情報が記録 されているときを除 く。)

第18不 服 審査会 の設置

第17に 規定す る諮 問に応 じ不服 申立 て について調査審議するための合議制

の機関 として、総理府に、不服審査会を置 くものとすること。

第19不 服審査会の委員の任命等

1不 服審査 会の委 員は、両議 院の同意を得て内閣総理大臣が任命するもの とす

ること。

2委 員は、職務上知ることので きた秘密を漏 らしてはならない。その職を退い

た後 も、同様 とする ものとすること。

3前 項の規定 に違反 して秘密 を漏 らす行為に対する罰則を設けるもの とするこ

と。
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第20不 服審査会の調査権 限

1不 服 審査 会 は、必 要 と認め る ときは、諮問を した処分庁又は審査庁(以 下 「諮

問庁」 とい う。)に 対 し、開示請求に係 る行政文書の提出を求め、事件の審議

にあたる委員をして、不服申立人に閲覧させずにその内容 を見分させることが

で きる。 この場合において、諮問庁は、当該行政文書の提出を拒 むことはで き

ないものとすること。

2不 服審査 会 は、必 要 と認 める ときは、諮問庁 に対 し、請求拒否の決定があっ

た行政文書又はその部分 と請求拒否の理由とを不服審査会の指定する方式 によ

り分類 ・整理することその他の方法により、諮問に関する説明を求めることが

できるもの とすること。

3前2項 に定め る もののほか、不服審査会は、事件 に関 し、不服申立人、参加

人及び諮問庁(以 下 「不服 申立人等」 とい う。)に 意見書又 は資料の提 出 を求

め、参考人に陳述を求め又は鑑定をさせ、その他必要な調査 をすることがで き

るものとすること。

第21不 服 審査会 における事件の取扱 い

1不 服 申立人等 は、政令で定 める ところにより、不服審査会に対 し、口頭で意

見 を陳述することを求めることがで きる。ただ し、不服審査会は、その必要が

ないと認めるときは、その陳述 を聴かずに答 申をすることがで きるもの とする

こと。

2不 服 申立 人等 は、政令で定 める ところにより、不服審査会に対 し、意見書又

は資料 を提 出することがで きるもの とすること。

3不 服 申立 人等 は、政 令で定める ところにより、不服審査会に対 し、不服審査

会 に提出 された意見書又は資料(第20第1項 に規定す る行政文書 を除 く。)

の閲覧 を求 める ことがで きる。 この場合において、不服審査会は、第三者の利

益 を害するおそれがあるときその他正当な理由があるときでなければ、その閲

覧 を拒 むことができないものとすること。

4前3項 の 求めに対す る処分 につい ては、不服 申立てをすることがで きない も

のとす ること。
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5不 服審査会 は、委員の うちの一定 数の者で合議体 を構成 し、その判断 を不服

審査会の判断 とすることができるもの とすること。

6不 服審査会 は、事件の審議 にあ たる委員のうちの 一部の者 をして、第1項 に

規定す る陳述 を聴かせ、又は第20に 規定 す る調査 をさせ るこ とがで きるもの

とすること。

7不 服審査会 の審理 は非公 開 とす る。ただ し、答申は公表するものとすること。

第22そ の他の不服審査会関係 規定

第18～ 第21に 規定する ものの ほか、不服 審査 会の組織(委 員の人数 、事

務局の組織等)、 委 員の任免及 び服務 、事件 の取扱い等について、所要の規定

をこの法律又は命令に設けるもの とすること。

第4章 補則

第23行 政文書の管理

1行 政機関 は、政令で定める ところにより、行政文書の管理に関する定めを制

定 し、これを公にするとともに、当該定めに従 った適切な管理 を行 うものとす

ること。

2前 項の政令 におvて は、行政文書の分類 、作 成、保存及び廃棄に関する基準

その他必要な事項について定めるもの とすること。

第24利 便の提供 ・運用状況の公表

1政 府 は、 この法律の円滑 な運用 を確保するため、総合的な案内窓口の整備、

資料の提供その他開示請求をしようとする者の利便を考慮 した適切な措置 を講

ずるもの とすること。

2政 府 は、 この法律 の運用状況 に関 し、毎年度公表するものとすること。
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第25情 報公開の総合的 な推進

政府 は、 この法律に定める行政文書の開示のほか、情報の提供その他の情報

公開に関する施策の充実を図 り、国民に対する情報公開の総合的な推進に努め

るものとすること。

第26地 方公共 団体 の情報公開

地方公 共団体は、この法律の趣旨にのっとり、情報公開に関 し必要な施策 を

策定 し、及びこれを実施するよう努めなければならないものとすること。

第27特 殊 法人の情 報公開

政府 は、特殊法 人について、その性格及び業務内容 に応 じて情報の開示及び

提供が推進 されるよう、情報公開に関する法制上の措置その他の必要な措置 を

講ずるもの とすること。

第28関 係 法律 との調整

文書の公開等 に関 し定めている法律その他の関係法律の規定 との間で必要な

法制上の調整措置 を講ずるもの とすること。

第29施 行 に伴 う措置

1こ の法律 を円滑 に施行す るため、公布後施行 までの間に相当の期間を設ける

ものとすること。

2施 行 日前 に行政機 関の職 員が作成 し又は取得 した行政文書について も、施行

日以後現に行政機関が保有 しているものについては、この法律を適用するもの

とすること。
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